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この報告書 は、日本 自転車振興会か ら競輪収益の一部 である

機械工業振興資金の補助を受 けて平成4年 度に実施 した 「情報

処理 に関す る調査研究等補助事業」の一環 と して とりまとめた

ものであります。







は じ め に

当協会 は、わが国における情報処理の発展に資するため、海外における情報産業および

情報化の動向を調査 してまいりま した。

本年度の調査 は、欧米な らびに東南アジアにおける情報産業ならびに情報化の現状を調

査することと し、欧米においては、専門コンサルティング会社等を中心 に、東南アジアに

おいて は、通信事業者等を中心に調査を実施いた しました。

ここにその結果をとりまとめ、関心を もたれる方 々の ご参考に供 したいと存 じます。

なお、本調査の実施に当た って ご支援、 ご協力を賜 った関係各位に対 し、心より感謝の

意 を表 します。

平成5年3月

財団法人 日本情報処理開発協会
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1.欧 米 編

1,1欧 米 にお ける情報 産業 の動 向

1.1.1ア メ リカにお ける情報 産業 の動 向

(1)全 般 的動 向

現在 の アメ リカにおいて、産 業政策論 は最 も重要 な検討課題 とな って きて い る。 こ

れ までの アメ リカ社会 で は、人 間の 自由な経 済活動の結果 と して生 じる自然 な秩 序の

形成 を建て前 と し、行 政府 によ る国民経済 な どへの過度 の介入 を極 力避 けよ うとす る

基本 的な考 え方 が貫 かれて きた。 したが って、あ る特定産業 だけを保 護 ・育成 した り、

あ るいは助成 した りす る、 いわゆ る産業 政策 は受 け入 れ難 い ものであ った。

しか し、今 日、 日本 を は じめ とす る先進主 要国 との国際競争 の激 しさが増大 し、 ア

メ リカのハ イテ ク産 業の競争力 が低下 しつっあ る状況 において、 これ らを救済 し、 さ

らに、 ア メ リカ産業 の国際競争 力の 向上 を図 るために は、政府 の積極的 な産 業支援政

策 が必要 との考 え方 が、議会 を中心 に議論 され るよ うにな って きた。一方、産 業界か

ら議 会 ・政府関係者 な どへ のア プローチ も活発 に行 われ始 めて いる。 ア メ リカの主要

な情 報機器 製造企 業が 中心 とな り、1989年 にCSPP(ComputerSystemsPoticyPro-

ject)と い う団体 を設立 したが、 ここで は通商 ・技術 問題 の うち情報産業界 に影響 を

及 ぼす政策 案件 に対 して業界 の立場 を明確 に してい くことを 目的 と してい る。現在 、

CSPPaこCま、Apple,AT&T,COMPAQ,CDC,CrayResearch,DataGeneral,DEC,Hewle-

ttPackard,IBM,SiliconGraphics,SunMicrosystenls,Tandenl,UNISYSの13社 が

参加 して いる。CSPPは 、ア メ リカの コ ンピュー タ産業が抱え る技術 ・通 商分 野の課題

に関す る対応策 にっ いて、議 会 ・政府関係者 に対 して1992年10月 に提言 を行 った。 こ

れ は、今 後、ハ イテ ク産 業政策 の推 進 に積極 的 といわれ る民主党 ク リン トン新政権 の

政策 に大 きな影 響 を及 ぼす もの と思 われ る。 このCSPPに よる と、 同国の コ ンピュー タ

産業 は、 これ まで急速 に進 歩 を遂 げ、 これ らの企業 は、今 やグ ローバル な産業 とな る

なかで高 い競争 力 と指導 的地位 を確 保 して きた と して いる。 しか し、現在、 国際競争

の真 った だ中 に置 かれて いるア メ リカの コ ンピュータ産業が、世界 の 中で指導 的地 位

を確保 し、維持 して い くた め、連邦 政府 に、次 の措置 を とるよ う提言 を行 って い る。

①連邦 政府 のR&D投 資 による成果 の増大 、② 高性能 コンピューテ ィング ・コ ミュニケ

ー シ ョン ・プ ログラム(HPCC計 画)の 実施
、③ 将来 に向けた国家情報 イ ンフラス とラ

クチ ャの構築 、④ 開かれた市場 の確保 な どであ る。

1)1993年 度連 邦政 府研究開発予 算

現 在、ハ イテ ク分野 と言 われ る もの は、新素材 、高度 コン ピューテ ィ ング、宇宙

探査 、バ イオ テ クノロ ジー等 を含 む、科 学、宇宙 および技術分 野か ら構成 されて い
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る。 当該予算 で は、 これ らの分野 を中心 にアメ リカの知識 基盤 の拡大 を支援 し、 さ

らに新 技術 の開発 を促進す ることで、成長 の基盤作 りに寄 与 しよ うと して い る。基

礎研 究用 と して は、143億2,200万 ドル(前 年 比8%増)、 応 用研究 ・開発 用 は、

593億200万 ドル(同3%増)を 計上 して いる。 すなわ ち、93年 度 の研 究 開発予算

は、765億 ドル以上 を提案 してお り、 これ は前年度 と比較す ると約20億 ドル、3%

を超 え る伸 びで あ る。 これ らの うち、 民生 ・民 需用の分野で は7%の 伸 びを示 して

い るが、 国防 ・軍事 用の分 野で は、1%の 伸 びに とどま って い る。

2)高 性能 コン ピュー テ ィング ・コ ミュニケー シ ョン ・プ ログラム の実 施(HPCC計 画)

アメ リカで は、従来 か ら情 報 ・通信 に関す る規 制緩和が進 んで お り、民 間部 門 を

中心 と した企業競争 の 中で基本的 な分 野 も含 めて情 報 ・通信 ネ ッ トワー クが構 築 さ

れて きた。 しか し、近年 、先端技術分 野 におけ るヨーロ ッパ や 日本 との競争 の激 化

や、 ビジネスニ ーズを中心 と した情報 サ ー ビス市場 の拡大 か ら、企業 の 自由競 争 だ

けで は困難 な国家的規模 の情報 ・通信 網構築 のニ ーズが拡大 して きた。 そ こで、91

年 に 「ハ イパ フ ォーマ ンス ・コ ン ピューテ ィング」法案が、 ア ルバ ー ト ・ゴア上 院

議 員(新 副大統 領)よ り提案 され、 これ を盛 り込ん だ国家 プ ロ ジェク トであ るHPCC

計画 が、92年 にま とめ られた。

この計画 の 目的 は:

①情報 ・通 信技術分野 にお け るア メ リカの技術的優位性 の強化 、② 国家経 済、安

全保 障、教育 、地球環境 保護 に有益 で、革新 のペ ースを促進 す るよ うな技術 の応用

と広範 な普及 の促進、③ 高度 な情報 ・通信技術 を設計 ・生 産過程 に活用す ることに

よ るアメ リカ産業 の市場 競争力 の強化 な どであ る。

この計画 の予算 は、91年 度 か ら95年 の5年 間で約30億 ドルで あ り、 この予算 を 国

防省 高等研 究計画局(DARPA)、 全米科学財 団(NEF)、 エネル ギー省(DOE)、 航空 宇

宙 局(NASA)な どが拠 出す ること とな って いる。

(2)ア メ リカにお け るコン ピュータ産業

1992年 、 アメ リカの コ ン ピュー タ産 業 はIBMの91年 度決算 が創業以来 初 の赤字 と

い うシ ョッキ ングなニ ュースで幕 を開 けた。IBMの 総売上高 は前年度 比6、1%減 の

647億9,200万 ドル、純利益 で は28億2,700万 ドルの赤字 を計上 した。 これ は工場 閉

鎖や早期 退職 プ ログラムな ど リス トラクチ ャ リングに伴 う経 費負 担 が一 因 とな って は

い るが、 や は り もっ とも利益 率の 高 いハ ー ドウェアの売 り上 げの落 ち込み が直接 的 な

要因で あ る。

こう した状況 はIBMに 限 った ことで はな く、 メイ ンフ レーマか らパ ソコ ンメーカ

ーまでお しなべて業績 が低 迷 して いる
。91年 度決算 におけ る主要 メーカーの収支状況
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をみて み ると、DECは 純利益 で8億6,440万 ドルの赤字、Unisysは 同 じく13億9,3

30万 ドルの赤字 を計上 してい る。 これ まで順調 に売 り上 げを伸 ば して きたパ ソコ ンメ

ーカ ー も業績 が鈍 ってお り
、Appleは 純利益 で前年度 比34.8%減 の3億980万 ドル、

Compaqも 同71.1%減 で1億3,090万 ドル とな って いる。 唯一 、比較的堅調 に業績 を伸

ば して いるの はワー クステー シ ョンメーカーで、HewlettPackard(HP)は 総売上 高で

前年度 比10%増 の144億9,400万 ドル、純利益 で は同2%増 の7億5,500万 ドル、 ま

たSunMicrosystemsは 総 売上 高 で前 年度比25%増 の34億5,480万 ドル、純 利益 は同32

%増 の31億2,630万 ドルであ った。92年 上半期 決算 を終 え、 メイ ンフ レーマ各社 はや

や復調 の兆 しが みえ る ものの、パ ソコ ンメーカーの不振 は続 いて い る。

ここ数年 、 コンピュー タ業界 はダ ウンサ イ ジングに伴 う市場構造 の変化 で大 き く揺

れ動 いて い る。高 い利益率 を誇 って いたIBMの ハー ドウェアの売 り上 げ は徐 々に落

ち込 み、90年 に全 売上高 の64%を 占めて いたのが 、91年 には57%、92年6月 末 に は52

%に まで下 が って いる。特 に、91年 末 に大型 汎用機 の新 シ リーズの 出荷 を始 めて いる

ため、本来 な ら売 り上 げが伸 び るはず の時期 に もかかわ らず、横 ばい状況が続 いて い

る。 これ は、 需要 の小 型機へ の移行 と、パ ソコ ンレベ ルの小型機 の 「量産化 」によ り、

もはやハ ー ドウェアに よる収益 に依存す るのが難 しくな ってい ることを示唆 してい る。

独 自の流通網 を持 たず に通信販 売のみで急速 に業績 を伸 ば して いるDellComputer

の マイケル ・デル社長 は、 「パ ソコ ンは もはやハ イテ ク製 品ではな い。ユ ーザ ーが求

めて い るの は価 格 だ。 」 と言 い切 って いる。 同社の成功 に各 メーカー も追随す る動 き

をみせ てお り、 アメ リカの3大 パ ソコ ンメーカーであ るApple,IBM,Compaqも 通信販

売 を開始 した。

ハ ー ドウェアの不振 とは対 照的 にIBMの サー ビス収 入 は、92年 上半期結 果で前年

同期比の41%増 、 ソフ トウェア収入 も同8%と な ってい る。かっ て 「巨人 」 と呼 ばれ

たIBMも ソフ ト事 業へ の構 造転換 を急 テ ンポで進 めて いるためであ る。具 体策 と し

てSearsRoebuckと 提携 して情報 システムを構築 、運営 す る新会社Advantisを 設立 し、

世界最 大の システム イ ンテグ レータ と してSI事 業 に参入 して いる。 また、パ ソコ ン事

業 を本 体か ら分離 し、新会社IBMPersonalComputerCompany(PCC)を 設立 した。 こ

れ は、91年 末 よ り着手 して い る大規 模 な リス トラ クチ ャ リングの一環で、組織 の ス リ

ム化 に よ り市場 動 向に柔 軟 に対応 す る ことをね らい と した もので ある。

Appleは コン ピュー タと家 電を融合 した、 いわ ゆる 「情報家 電」市場への参入 を表

明 し、第 一段 と してrNewton」 の開発 に着手 して いる。 これ に対 抗す る形でAT&T,

HPな どが情報 家電事業 の強化 を発表 して い るほか、同市場 をめ ぐる日米企業 の提携

も進んで い る。

もはやハ ー ドウ ェアの売 り上 げに依 存す る ことがで きな くな った各 メー カーは、家

電分野へ の進 出に新 たな道 を模索 して いる。各 社の情報 家電事業 への高 い関心 は、今
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後 の コン ピュータ産業 その ものの方 向性 に大 きな影響 を与 えて い くと思 われ る。

1.1.2ヨ ー ロ ッパ にお ける情 報産業 の動 向

(1)全 般 的動 向

EC

1991年12月 にオラ ンダの マー ス トリヒ トで開催 されたEC12カ 国 の首脳 会議 で、複

数 の言語 国家 の集合体 で あ るECが 、政治統 合 に向か って大 きな一歩 を踏み 出 した。

この会議 で ヨー ロ ッパ連合条約(マ ー ス トリヒ ト条約)が 合意 され 、 ヨー ロ ッパ単一

通貨 の導入 、 中央銀行 の創設 、 さ らに は ヨー ロ ッパ共通の外交 、共通 の防衛 な ど超 国

家 的 な政治統 合 を 目指す道筋 とタイム スケ ジュールが決 め られた。 しか し、 その後 の

各 国 にお け る同条約 に対す る国民 の判 断 は、 それ ほど単純 な もので はなか った。92年

6月2日 のデ ンマー クの 国民 投票 で は82.9%と いう高投票率 の うち50.7%が 反対 し、

マ ース トリヒ ト条約 は、否 決 された。 その後 、同年9月20日 の マー ス トリヒ ト条約 に

関す るフラ ンス国民投票 は、過去 に全 く例 を見な いほどに、他の ヨー ロ ッパ 諸国 か ら

注 目され、報道 され た。結 果 と して、70%と い う高投票率 の うち賛 成51%、 反対49%

とい う僅差 で 批准 に こぎつ けた。 この あ と同条 約の批 准作 業 には、 ドイ ツ、 イギ リス

な どの主 要国 が残 され てお り、今 後 と も予断 を許 さない。

しか しなが ら、議論 は深 化 してお り、 ヨー ロ ッパ統合 への道 は結 束 と分 裂、求心力

と遠心力 の ダイ ナ ミズムで、 スケ ジ ュール とプロセスを見直 しっっ、統合 とい う大 き

な流 れの 中で進 んで い くもの と思わ れ る。

前述 の よ うなEC諸 国が、政 治 や商 業の両面 か ら大 きな変革 を遂 げっっ あ る状 況の

もとで、 ヨー ロ ッパ地 域で進 め られてい る共 同研究 開発 は、大 き く3種 類 に分類 す る

ことがで きる。

①ECフ レーム ワー クプ ログラム(EC研 究 ・開発基本計画)

EC12カ 国 に限 り、競争前 段 階的研究 に関 して、EC委 員 会が 研究 ・開発の企画

・計画 を行 い、原則 と してECが 研究費 用の50%ま で を支援す る。

②EUREKA(ヨ ー ロ ッパ研究協 力機 関:EuropeanResearchandCoordinationAgency)

EC加 盟国(注1)に 加 えて 、EFTA加 盟 国(注2)な ど も含 めた範 囲で、市場志

向の研究 をボ トムア ップ方式 で企画 し、参 加国 ご とに独 自の方 法 で費 用助成 を行

う。

③COST(ヨ ー ロ ッパ科学 ・技術 研究協力:EuropeanCooperationintheFieldof

ScientificandTechnicalResearch)

EUREKAよ り、 さ らに広範 囲の ヨー ロ ッパ各 国を対象 に、域 内の共通 の競争前段 階

的研 究 に関 して、EC委 員会 な どが、各国の研究機 関 に対 して財政 支援 を行 う。冷

戦終 了後 の ヨーロ ッパ は、ECを 中心 と した関係再編 の 時代 に入 ってお り、研 究 ・
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開発政策 につ いて も、同様 にECを 主軸 と した形 で検討 が始 ま って い る。ECに お

いて は、 ヨー ロ ッパ統 合 を推 進す るにあた り、研究 ・開発が重要 な役割 を担 って い

る との認識 か ら、 これ までECフ レー ムワー クプ ログラム、EUREKAな どの研 究 プロ

グラムを推 進 して きて い るが、東 西 ドイツの統一 、旧東 ヨーロ ッパ の民主化 な どの

動 きを背景 に、 これ らの研 究 プ ログラムは、EC12カ 国 にとどま らず 、 ヨー ロ ッパ

一体化 政策 に資す る一 つの重要 な手段 と しての役 割を担 いっっ あ る
。例 えば、現在

までに、少 な くと もEFTA諸 国 との間で は、EUREKAプ ログラムにおいて連 繋が図 られ

て きてお り、ECフ レーム ワー クプログラムにお いて も東 ヨー ロッパ諸 国な どEC

域外 との協力 が重要 な課題 とな りつつ ある。EC研 究 ・開発基本計画 は、数 次 にわ

た り次 の よ うに実施 されて きた。

①第1次:1984～87年(4年 間)

総 予算:37億ECU(約5,957億 円)

② 第2次:1987～91年(5年 間)

総予算:53.9億ECU(約8,678億 円)

⑧ 第3次:1990～94年(5年 間)

総予算:57億ECU(約9,177億 円)

第1次 基本 計画 は、エ ネルギ ー、環境 、鉱 業、農業、材料 な どを含む広範囲 な もの

で あ った。87年 にお ける ローマ条約(ECの 憲法 ともいえ る設 立条約)の 改訂(単 一

ヨー ロ ッパ議 定書)に よ り、第2次 基本 計画が、ECの 基本 的な政策の一つ と して位

置づ け られた ことに よ り、研 究 ・開発政策 その ものが、ECの 経済政策 や社会 政策 と

同列 の重要な役割 を担 うこととな った。第3次 基本 計画 は、90年4月 に研究理事 会 に

お いて承認 され 、5年 間にわ た る基本 方針が 明確 に された。 さ らに、92年10月 に第4

次基本 計画案がEC委 員会 によ って検討 され た。期 間 は、94年 か ら98年(5年 間)で 、

今後EC閣 僚会議 で審議 され る予定 で ある。

この基本計画 の重要 なサ ブプ ログラム と して、数 多 くの プ ロジェク トが遂行 されて

い るが、情報 ・通 信分野 で は、ESPRITとRACEが 主要な プロ ジェク トと してあ げ られ る。

1)ESPRlT(ヨ ー ロ ッパ 情 報 技 術 ・研 究 開 発 戦 略 プ ログ ラ ム:EuropeanStrategic

ProgrammeforResearchinlnformationTechnoIogy)

ESPRITは 、 ヨー ロ ッパ にお け る情 報 技 術 産 業 が 世 界 市 場 にお いて 新 技 術 獲 得 を

支 援 す るべ く、 競 争 前 段 階 にお け る先 端 技 術 の共 同研 究 を助 成 す る こ とを 目的 に

して い る。 同 プ ロ グ ラ ム は、 第1次 な らび に第2次 のEC研 究 ・開発 基 本 計画 の

サ ブ プ ロ グ ラ ム と して 、ESPRIT-1(1984～88年)、ESPRIT-](1988～92)が 、

実 施 され て お り、 第3次EC研 究 ・開 発 基 本 計 画 の も とで 、ESPRIT－ 皿(1990～

94年)が 進 行 中 で あ る。 この 第3次 段 階 で は、 マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク ス、 ソ フ
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トウェアエ ンジニ ア リング、家庭 とオ フ ィスの イ ンテ リジェ ン トな どに関す る研

究 ・開発 を実施 して い る。 これ らのプ ロ ジェク トに必要 とされ る総 予算 は、17億

5,000万ECU(約2,818億 円)で あ る。

2)RACE(ヨ ー ロ ッパ 高 度 通 信 技 術 研 究 開 発 計 画:ResearchandDevelopmentin

AdvancedCommunicationsTechnologyinEurope)

RACEは87年12月EC閣 僚 理 事 会 で 採 択 され た、 ヨー ロ ッパ に お け る高 度 通 信 技

術 研 究 ・開 発 計 画 で 、世 界 の通 信 市場 に お け る同 地 域 の 国 際 競 争 力 の 強 化 を ね ら

い と した もの で あ る。87年 にRACE-1が 開 始 され 、 現 在 は、 第3次EC研 究 ・開

発 基 本 計 画 の もとで 、RACE－ 皿(1991～94年)が 実 行 され て い る。 研 究 対 象 分 野

は、 イ ン テ リジ ェ ン トネ ッ トワー ク、 移 動 体 通 信 、 パ ー ソナ ル 通 信 、 画 像 通 信 な

どで あ る。 総 予 算 は、4億8,400万ECU(約779億 円)で あ る。

3)EUREKA(ヨ ー ロ ッパ 研 究協 力 機 関=EuropeanResearchandCoordination

Agency)

EUREKAは 、ECの 枠 組 み を 越 え た先 端 技 術 共 同研 究 計 画 と して 、85年 に フ ラ ン

ス の ミ ッテ ラ ン大 統 領 の 提 唱 で始 ま った プ ロ ジ ェ ク トで 、92年4月 現 在 、EC加

盟12カ 国 、EC委 員 会 、EFTA加 盟6カ 国(リ ヒテ ンテ ユ タ イ ンを 除 く)に トル コ

を加 え た20メ ンバ ー が 参 加 して い る。ESPRITが 、 基 本 技 術 の 研 究 開 発 を 中心 と し

て い るの に対 し、EUREKA市 場 性 を有 す る製 品 や工 程 の 開 発 に重 点 を 置 いて い る。

具 体 的 な プ ロ グ ラ ム と して は 、JESSI(JointEuropeanSubmicronSiiicon

Initiative)、HDTVプ ロ グ ラ ム な どが あ る。JESSIは 、 シ リ コ ンチ ップ に よ る マ

イ ク ロエ レ ク トロニ クス と そ の シス テ ム化 に 関 す る プ ロ グ ラ ムで 、期 間 は 、89年

の8年 間 の プ ロ グ ラ ム で あ る。

EC加 盟主 要国

1)イ ギ リス

イギ リス政府 は、 同国の産業界 にお ける国際競争 力 の低 下 は、ハ イテ ク技術 や

情 報 ・通信 技術 に対 す る研究 ・開発へ の取 り組 みが立 ち遅 れた結果 であ るとの認

識 に立 ち、ハ イテ ク技術 や情報 ・通信 技術振興予算 の確保 、国際共 同研 究 プ ロ ジ

ェク ト、特 にECプ ロ ジェ ク トへ の積極 的参加、 中小企 業を含 めた民 間企業 への

研 究 ・開発予算へ の積極 融資、科学技術 者の育成 等の幅広 い政策 を展 開 して い る。

研究 ・開発総予算 は、90年 度～91年 度 は53億6,460万 ポ ン ドで あ り、そ の うち

一 般分野(非 軍事分 野)に お ける研究 ・開発予算 には52
.9%に 当 た る28億3,760

万 ポ ン ドが充て られて い る。 この一般分 野予算 に関連 して いる主要 な省 庁 は、貿

6



易産 業者(DTI:DepartmentofTradeandIndustry)と 科学 技術 研究 協議 会

(SERC:ScieneandEngineeringResearchCounci1)で あ る。

政府 にお け る研 究 ・開発 プ ログラムに関 して は、DTIとSERCが 、共同 で88年 に

Alvey計 画 の成 果を さ らに広 げ強化す るため に、JFIT計 画 を発足 させ積極 的に推

進 して いる。JFITと は、TheJointFrameworkforlnformationTechnologyの 略

称 であ り、 その 目的は、大 学、 ポ リテ クニ クス、民 間企業、 国立研究機 関 におけ

る情報技術 研究活動 を支援 す る もので ある。

JFITに よ って支援 され る活動 は、以下 の3点 であ る。

①研究 ・開発、②技術 移転 、③教 育 ・訓練

89～90年 度 にお ける予算 は、約8,000万 ポ ン ドで あ り、60%が 研究 ・開発 に、20

%が それ ぞれ技術 移転 と教育 ・訓練 に支 出され た。JFITに お けるプロ ジェク トの

プライオ リテ ィは次の よ うに規 定 されて いる。

① イギ リスの情報 産業 の生産性 の向上

② イギ リスの情報 産業の基礎力 の向上

③ イギ リスの情報 産業の競争力 の向上

DTIとSERCに よ りJFITの 下で支援 されて いる研 究開発 プ ログラム には、以下

の2種 類が ある。(テ ー マによ って は、他 の省庁 、例え ば国 防省、 運輸 省、 エネ

ルギー省等が、 スポ ンサー になる こと もあ る)

①共 同研 究 プ ログラム:産 業界 と学会 の共 同研究 プログラム

②非共 同研究 プ ログラム:高 等研究機関 におけ るプロ ジェ ク トの ためSERCに よ

り支援 されて いる研 究 プログラム

共 同研究 プログラムの主要 な プログラムの一 つにLINKプ ログラムが あ る。 これ

は、主要技術 にお ける産学共 同 プロジェ ク トを助成 す ることを 目的 と して、88年

に5っ のプ ログラムか ら開始 した。 政府か らの援助 は、 プロジェク ト費 用の50%

まで を支 出す る。現在、産業界 か ら385社 、学界 か ら195機 関が参加 してお り、

研究 プログ ラム は30で あ る。LINKプ ログラムで対象 とす る研 究分 野 は、以下 の5

分 野で ある。 また、研究期 間は3～6年 であ る。

① 食品 ・バ イオサ イエ ンス、② エ レク トロニ クス、③ エ ンジニア リング、④材

料 ・化学、⑤計測 ・セ ンシング

2)フ ラ ンス

全 体的 に厳 しい予算編 成が行われて い るフラ ンスで はあるが、研 究 ・開発 関連

予算 は、他 に比べ、順調 な伸 びを示 して い る。91年 の研究 ・開発 関連 予算 は、4

87億 フ ラン、92年 は対前年 比4.7%増 の510億 フランとな った。93年 予算 は、537

億 フラ ンで、対前 年比5.3%増 とな った。 この うちの66%が 基礎 的な研究 ・開発
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と大学 の研究機関へ、18%が 宇宙開発 プ ログラムへ、16%が 産業界で の研究 ・開

発へ それぞれ支 出 され る予定で ある。

同国政府で は、 これ らの研究 ・開発 関連予算 に もとづ き、新 しい研究分野 や中

小 企業 にお ける研究 ・開発力の強化、研究者 の養成 、EUREKA計 画への支援等 を推

進 して いる。主 な プロジェ ク トと して は、新素材 、イ ンテ リジェン トマ シン、 フ

ァイ ンケ ミカル、エ レク トロニ クスな どがある。

92年6月 か らの1年 間、 フラ ンスはEUREKA計 画 の議長 国 を務 めてい るため、政

府が よ り積極 的に支援を行 って い る。 これは、単 にECと い う枠組 みに とどまる

ことな く、産 業技術研究 ・開発 におけ るヨー ロ ッパでの フラ ンスの主導 的立場 を

得 たい とす る現 れで もあ る。

特 に、 フラ ンスが重要視 してい る分 野 は、情報 システム(例 えば、医療 システ

ム、 自動翻 訳 システム)、 自動車 な どであ る。

3)ド イツ

90年10月3日 の東西 ドイツの統合 によ り統一 ドイツが誕生 し、 これ によ り、産

業技術 政策 も統一 ドイ ツ全 体 と して調和の とれ た ものを 目指 しっつあ るが、法体

系 や行政機関の整 備、旧東 ドイツ経済 の建て直 しにかか る費用が予想外 に大 きな

もの とな り、政府 に も民間 に も大 きな負担 とな って いる。

ドイツ連邦政府 にお ける産業技術政策 は、研究技術者(BMFT:Bundesministeri-

umfurForschungundTechnologie)が 主務官庁 であ る。東西 ドイツ統合 によ り、

新 た に連邦 に加 わ った州(旧 東 ドイ ツ5州 と東 ベル リン)の 劣悪 な研 究 ・開発環

境 を早急 に整 備 して、統一 ドイ ツの科 学技術 レベル を高 い水準 に維持 す ることが

緊急 のテーマ とな って い る。研究技術者 の予算 は、80年 代 は平均 す ると約年2%

の増加率 であ ったが、92年 度 予算 は前 年比9.74%の92億5,400万 マル クとな って

いる。主 な プロ ジェク トと して は、基礎研究、技術 ・イ ノベー シ ョン助成 などが

あ る。前者 の例 と して は、素粒 子物理、宇宙開発 、バ イオテ クノロ ジーなどが あ

り、後者 の例 と して は、海洋技術、情 報処理、 デー タベ ースなどが あ る。

(注1)EC(ヨ ー ロ ッパ共同体:EuropeanCommunity)加 盟国:フ ラ ンス、 ド

イツ、 イ タ リア、オ ラ ンダ、 ベルギー、ル クセ ンブルグ、 イギ リス、 ア

イルラ ン ド、デ ンマー ク、 ギ リシャ、スペ イ ン、 ポル トガル

以上12カ 国

(注2)EFTA(ヨ ーロ ッパ 自由貿易連合:EuropeanFreeTradeAssociation)加

盟 国:フ ィ ンラ ン ド、 ノル ウェー、 スウ ェーデ ン、 スイス、オ ース トラ

リア、 リヒテ ンシュタイ ン、 アイスラ ン ド 以上7カ 国
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(2)ヨ ー ロッパ にお けるコ ン ピュータ産業

ヨー ロ ッパ の コ ンピュー タ産業 は1993年1月 よ り実施 された ヨー ロ ッパ市場統 合 に

向 けて ここ数年来 ア メ リカ ・日本 企業を巻 き込 んだ企業合併 ・吸収が多発 し、今なお

状況 は流動 的で あ る。

また、 ヨーロ ッパの コン ピュー タ市場 は景気低迷 、ハ ー ドウェアの利益幅縮 小、値

下 げ競争激 化 の影響 を受 け、91年 は各 企業 に とって特 に苦 しい年度 とな った。IDC

によ るとソフ ト・ハ ー ド・通 信 を含 めた91年 の ヨー ロ ッパ情 報技術産業全体 の売 り上

げは3.3%増 の1,270億 ドル とな り、予想 され た10%増 を はるか に下 回 る結果 とな った。

この よ うな状 況の なか、 ヨー ロ ッパ企業 は、 ア メ リカ ・日本企業 との競争 に苦戦 を

強 い られ、 ヨー ロ ッパ の上 位4社 の91年 度 の業 績 は イギ リスICLを 除 き、 ドイ ツ

SiemensNixdorfInformationsSystems,イ タ リアOtivetti、 フラ ンスBullの それぞ

れが減収 ・赤字 を記録 して いる。

ヨー ロ ッパ の第1位 のSiemensNixdorfは 、91年 度 に7億8,000万 ドイ ツマル ク

4.7億 ドル)の 赤字 を出 し、91年 の3,000人 の人員 削減を含 む再編 に続 き、92年6月

再度合理 化政策 を発表、95年 まで に3,000人 の人員削減 を実施 す ると して いる。Sieme

nsNixdorfに よ ると、92年 度 は黒字 に逆転す ると して いる。

ヨー ロ ッパ第2位 のOlivettiも 過 去5年 間減 収が続 いてお り、91年 度 の業績 で赤字

が4,500億 リラ(3.3億 ドル)と 、78年 以来初 の赤字 転落 とな った。Olivettiで は91年

に7,200人 、92年 には さ らに3,000人 ～4,000人 を解雇 し、従業員18%の 人 員 を削減

す る。92年8月 にはア メ リカDECがOlivettiの 株4%を 買収 、94年 まで に出資率 を

10%ま で に引 き上 げ る予定で あ る。

第3位 のBullは90年 に68億 フラ ン(12.5億 ドル)と 創業以来最大 の赤字 を計上、91

年 度 は33億 フラ ン(5.8億 ドル)と90年 よ り赤字 は縮小 したが、今 なお苦 しい経営状況

とな って い る。 このためBullは 、91年 の 日本 電気か らの資本参加 に続 き、92年1月 に

IBMと の提 携 を発表 、IBMよ り5.7%の 出資 を受 ける こととな った。

Apple,Compaq,DEC,Hewlett-Packard,Unysis,IBMな どのア メ リカ企業 は ヨー ロ

ッパ市場 で支 配 的な地位 を築 いて い る。特 に、IBMは 、91年 度 で減 収 にはな った も

のの、 ヨー ロ ッパ全体 で依然 と して首位 であ り、2位 のSiemensNixdorfと の差 は収

益 で3.6倍 と確 固た る強 さを見せて い る。

最近で は ヨーロ ッパ 企業 の弱 体化が顕著 であ り、91年 ドイツのMannesma皿Kienzle

と ヨー ロッパ第4位 であ ったオ ラ ンダPhilipsの コ ンピュータ部 門をDEcが 買収 し

た。 また、Bu11,01ivettiへ の 日本 電気 ・IBM・DECの 資本参加 を行 って い る。

ヨーロ ッパ 企業 は 日米 企業 との技術競争 で脱 落 しっっ あ り、 ヨー ロ ッパ市場で の地盤

沈下 に危機感 を募 らせ、経営合 理化 に取 り組んで い る。 日米企 業の提携 によ り、競争

力 を強化す る ことに重要 を見 出 して い る。
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1,2ア メ リカにお ける情 報サ ー ビス産業 の動 向

序

ア メ リカ国務省 で はrU.S.IndustrialOutlook」 を毎 年 と りま とめて いる。以下 はそ

の1992年 版 を もとに アメ リカの情報 サー ビス産業 につ いて展望 を紹 介す る ものであ る。

1.2.1ア メ リカにお ける情 報サ ー ビス市場の概況

こ こで定 義 した 「情報 サ ー ビス産業 」 とは、 コ ンピュー タプロ フェ ッシ ョナルサ ー ビ

スお よび電子情報 サ ー ビスを含んで い る。 この産 業 は新 しい分野の新設 、分割 ・統 合が

多 い ためにアナ リス トや市場調 査会社 に よ って 呼び名 が一致 して いない ことが多 い。

情 報 サー ビス産業 はア メ リカ経済 の中で急速 に シェアを伸 ば して お り、顧 客 に国際的

な競 争力 をっ けさせ る戦略 的なデ ータを提示 して い る。情報 サー ビス企 業 は顧客 か ら入

力 され る情報 を作成 し、蓄積 し、操作 して使 うために、革新 的で費用対効 果の高 い方 法

を求めて い る。

1991年 の7月 に米 国連邦地裁 で下 され たベル電話会 社 に情報 サー ビスの参入 を許可 す

る決定 によ り、 この分 野で計画 されて い るあ らゆ る市場 で な りゆ きが不 明瞭 にな った。

そ れ に もか かわ らず 、1992年 に は全 て のサ ブセ クタは顕 著 な実質成長 率 と、長期 傾 向 と

一致 す る国民経 済を上 回 る成長 を示 す よ うに計画 され て いる
。 い くつか のサ ブセ クタに

は1992年 の国民経 済 の回復 に応 え るた あに雇用者 の大幅 な配 置転換 を経験 して いる とこ

ろ もあ る。 その中で はUNIXで 訓練 され たアプ リケ ー シ ョンプ ログラマ、EDIシ ス

テ ムのマネ ー ジャ、外 国語 の能力 があ るコ ンピュー タ指導者 、海外市 場での経験 を持 つ

コ ンサル タ ン トや システム アナ リス トな どの雇用 の見通 しが明 る くな って い る。 ア メ リ

カの情報 サ ー ビス産業 は とて も良 く開発 されて お り、1987年 のサ ー ビス産業統計 に よ る

と、市場 で競 って い る24,223企 業で100万 人 の従業者 が いる。

ア メ リカの情報 サ ー ビス産業 は常 に プラスの貿 易バ ラ ンスで あ った。 そ して この傾 向

は今後 も続 くと予 想 され る。 リーダー シ ップを維持 す るため には、海外 市場で の顧 客の

開拓 を欠 くことはで きない。 アメ リカ政府 は、情報 サ ー ビス企業 によ る貿易 と投 資 に対

す る障壁 を取 り払 う ことに重点 を置 いてお り、GATT,ITU,OECD,ECな ど、他の 国々 とこの

件 にっ いて討 論 し、交渉 して いる。

産業 を代 表す る多 くの業界 団体 もまた情報サ ー ビスの グローバ リゼー シ ョンに は重要

な役 割 を演 じて い る。ADAPSO,InformationIndustryAssociation,EDIAssociationな

ど は情報 サー ビスを促進 し開発す るため に海外 の相 手方 との結 びつ きを確立 して いる。

1.2.2電 子情 報サ ー ビス産業 の動 向

電子情報 サ ー ビス産業 の収 入額 は1991年 には18.5%成 長 で102億 ドルで あ った。金融 、

ク レジッ ト、 マーケ テ ィ ング、旅行 そ して情報 サー ビスは最 も開発 されて お り、業界収
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入 の最 大 の シェアを 占めてい る。家 庭の消費 者 を狙 って ビデオテ ックスサー ビスを提供

して いる企 業 は1991年 に契約 者 を獲得 した。

電子 情報 サ ー ビス は大 き く分 けて オ ンライ ン、CD-ROM、 磁気 テープ、 フロ ッピィデ ィ

ス ク、 オ ーデ ィオ テ ックスの5分 野 にな る。産業全 体の収 入の約78%を 占めて い るオー

デ ィオテ ックス とCD-ROMは これ らの 中で最 も急成長 してい る。磁気 テープ とフロ ッピィ

デ ィス クによ る情報 提供 は減少 して いる。 電子的 に取 り扱 え る情報 の総 量 は急激 に増加

して いる。 アメ リカ は電子情報 サー ビスの世界 最大の消費者 であ り、 また プ ロデ ューサ

で もあ る。 デ ータベー スの場合 、世界 で利用 で きる ものの50%以 上 はア メ リカで作成 し

た もので あ る。

アメ リカにお ける電子 情報 サー ビスの大手 サ プライヤは海外 市場 で も同様 に認 め られ

てお り、収 入 の30%を 海外 か ら得 て いる。 ア メ リカは ビデオテ ックス以外 の情報 サ ー ビ

スで世界 で最 も進歩 して お り、変化 に富ん で いるとい う自負が あ る。

日本 とECは 情報 サ ー ビス にと って最 重要 の海外市場で ある。 オ ンラ イ ン情報 サー ビ

スの 日本 にお ける売 り上 げは1990年 は4億520万 ドルで、今後5年 間に年率30%で 成長

す る見込 み であ る。 同様 にECに お いて は1990年 の売 り上 げ は2億4,000万 ドルで、予

想成長率 は20%で あ る。

CD-ROMで の情報 サ ー ビスの利用 はECで も日本で も早 いペースで成長 してい る。 しか

し、 オーデ ィオテ ックスのサー ビス はない。 電子情報 サー ビス産業 に はアメ リカ国内の

ベ ンダ、 そ して あ るいは多 くの国外 の投資者 が いるが、大半 は西 ヨー ロ ッパ諸 国で、買

収 されて ア メ リカ市場 へ参入 した企業 で ある。

ア メ リカの経 済 および主 な貿 易相手 国が1992年 に健 全で あると仮定す れば、電子情報

サー ビス産業 は1992年 に20%の 成 長 を遂 げて、120億 ドルの収入 をあげ ると予想 され る。

この 中で はCD-ROMと900番 サ ー ビスによ る売 り上 げが急成長 を示 して い る。900番 サー

ビスは家 庭 の消費者 に適正 な価 格 と役立 っ情報 を提供 す る。 また、早 く正確 なオ ンライ

ン情報 も次 第 に成 長す ると考 え られ る。

電子情報 サ ー ビス産業 の長期 見通 しは全体 的 に有望 であ る。 業界の成長率 は今 後5年

間で年率20%の 予想 で あ る。 オ ーデ ィオ テ ックスは1990年 の9億 ドルか ら1993年 に は30

億 ドル に、CD-ROM製 品の市場 は1993年 には12億 ドル になる と推測 され る。1990年 代 を通

して ビジネスが多 くの電子情報 サ ー ビス に求 めて いるの は贅沢 さよ り も操作性で あ る。

アメ リカの市 場 は飽和状 態 にな りっっ あ り、企業 は生 き残 るために新 たな海外の顧 客を

開拓 しな くて はな らない。

ECと 日本 は積極 的に情報 サ ー ビス産 業を開発 しよ うと してお り、ア メ リカの リーダ

ー シップに と って潜在 的な脅威 にな
って い る。双方 と もに進展 して い るが言 葉の障壁 が

重大 な問題 とな って いる。ECに お いて は異 な る通信政策 とシス テムが 開発の妨 げにな

って い るが、 その解 決 は進行 中で あ る。 ア メ リカの情報 サー ビス産業 はECと 日本 によ
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る来 るべ き事態 に対 応 す るために強 い存在 感を維持 しな くて はな らな い。

プラ イバ シーの保護 、オ ーデ ィオテ ックスサ ー ビスのベ ンダに とって新 しい規則 、 デ

ー タベ ー スの知 的所有権 の保護
、そ して情報 サ ー ビス産 業へのRBOC(RegionalBell

HoldingCompany:地 域 電話会社)の 参入 は大 きい政治 的問題 であ る。 これ らの 問題 に

つ いて の解決 に は数年 かか る と思 われ る。

アメ リカの消費者 グル ープは個人情 報 を含 め たデー タベ ースの利 用法 の変 化 を求 めて

いる。 ダイ レク トマーケ テ ィングを 目的 と した ク レジ ッ トカー ドの利 用 に関す る不 満 は、

既 に ク レジ ッ トレポーテ ィ ング企 業 に この事 業か ら手 を引かせ る結 果 とな った。ECは

個 人情報 利 用の制限 に関す る規制 につ いて草案 をま とめた。進ん だデ ータベ ースで は自

動 的 な番号 の同定 にっいて もプ ライバ シー問題が持 ち上 が って お り、 この法 律的 な解 決

には考 慮が必要 で あ る。

900番 サー ビスの提供者 の数 的制 限に対す る不正 と誤 解 を軽減 す るため に、FCC(Fe-

deralCommunicationCommission:米 国連邦 通信委員会)と 議会 は規 制 とガ イ ドライ ン

の草案 を作成 した。900番 サー ビスの提供 者の産業 団体 もまたガイ ドライ ンを作成 して

い る。 この よ うな展 開 は、消費者 の信頼 を と りもどす ため に積極 的であ る とみ な され る。

迷惑 な業者 が ビジネスか ら出てい くな らば、迅速 に役立 っ情報 を得 るた めの900番 サー

ビスの利用 は大 きな可 能性 を持 つだ ろ う。

1991年 の3月 には、最高裁 が電話帳のWhitepageの 名 前 と住所 の リス トは著作権 が保

護 され ない とい う判 決を下 して いる。 この決定 はデー タベ ースの提供 者 には否定 的な イ

ンパ ク トを与 え た。 なぜ な らば、デ ータベ ースの価値 を低 めた ものであ り、 またデー タ

ベ ース を作成 す る意欲 を失 わせ た もので もあるか らであ る。1991年 の7月 に は連邦地 裁

でRBOCが 電話 ネ ッ トワー クを通 して家 庭や ビジネスへ情報 サー ビスを提供す ること

に同意 す る決定が な され た。 しか し、1991年 の9月 にな って、判 決に反対 の 団体 に よっ

て8件 の再審請 求 が申請 された。 申請 した企業 のなかに はRBOCが 消費情 報 サー ビス

の 巨大 市場 の開発 で大 きな影響 力を持つ とい う点 で、今 回の判 決を支 持 して い るもの も

ある。業界 で は この判 決 の行方 にっ いて強 い関心 を持 って いる。

1.2.3デ ータ処理 とネ ッ トワー クサー ビス産業 の動 向

1991年 の経 済下 降 に もかかわ らず、 デー タ処理/ネ ッ トワー クサー ビス産業 は良 く機

能 して い る。小売業 や建設 業の よ うな不 況業種へ のサー ビスを提供 して い る企業 の収 入

はやや低 い率 で成長 して い る。一方で 、ア ウ トソー シ ングや電子取 引 な どの新 しい傾 向

を追 い求 めた企業 の収入 は急 速 に成長 した。1991年 に はデ ータ処理 とネ ッ トワー クサ ー

ビス産業 は14%の 伸 びで、合 計356億 ドル に達す ると見 込 まれ る。

デー タ処 理/ネ ッ トワー クサ ー ビス産 業 は様 々な理 由で着実 な伸 びを経 験 して いる。

経済 の多 くの セ クタで は このサ ー ビスに強 く依存 して いる。 トラ ンザ クシ ョン処理 サ ー
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ビスの収入 は産業全体 で大 きな シ ェアを 占めて い る。 この セ クタの収入 は安 定 して お り、

おそ らく不況 の証 とな る。特 に金融 と銀 行での ア ウ トソー シングの傾 向 は続 くで あろ う。

1980年 代 の始 め、 コ ンピュー タと ソフ トウ ェアの導 入 とい うブームがあ った。 しか し今

は、多 くの組 織で 自社 の デー タを外部 に依頼処理 す る方法 に戻 ってい る。 アウ トソー シ

ングは技術 的な変化 のペ ースの保持 、適当 な技術 ス タ ッフを確保 、複雑 なデ ータ処理 の

要 求 とい った事 にイ ンハ ウスオペ レー シ ョンが対 応で きな いた めに起 きた ブームであ る。

企 業 はまた、情報技術 予算 の削減 を求めて い る。 ア ウ トソー シングの主 な市場 は政府 、

銀行 、金融 サ ー ビス、運輸 、製 造業 な どで あ る。EDIサ ー ビスのためのネ ッ トワー ク

を持 って い る企業 はデ ータ処理 とネ ッ トワー ク産 業の収入 に重要 な貢献 を して いる。E

DIサ ー ビスの支 出 は年率56%で 成長 し、1990年 に は5億 ドル に達 した。EDIは 運輸 、

小 売、卸売 産業 で この数年成功 して使われて きてお り、政府機関 のよ うな もっと他 の産

業で もEDIを 使 い始 めてい る。競争 の激 しい この産業 はさ らに2,000社 もの企業 があ

り、産業全 体で30万 人近 くの雇用者 が ある。

ア メ リカの デー タ処理/ネ ッ トワー クサー ビス産業 は世界一で あ る。大手 企業 の殆 ど

が海外 、特 に ヨー ロ ッパ と取 り引 き して い る。 ヨー ロ ッパ市場 に参入 して いる企業 の現

在の 目的 は、彼 らが アメ リカで して いるよ うな柔 軟性の あるや り方 で、必 要 な専 門知識 ・

を 提供 で き るヨー ロ ッパ 企業か ら必要 とされ る事 で あ る。 この柔軟性 とは彼 らに一 つの

産業分野 だ けで はな く他 の異 な るタイプのサー ビスの提供 を可能 に して いる。ハ ー ドウ

ェア産業 とは異 な り、 ヨー ロ ッパ での デー タ処理/ネ ッ トワー クサー ビスの提供 につ い

て は 日本企業 との競争 は限 られ る。

デー タ処理/ネ ッ トワー クサ ー ビス産業 は海外市場で の収入 が20%を 占める。 このパ

ーセ ンテー ジはEDIの 国際 トラ ンザ クシ ョンの利用 の伸 びによ る もので ある
。産 業 は

好 ま しい貿 易バ ラ ンスを保 って い る。多 くの国 々におけ る電気通 信政策の 自由化 と海外

の情報 産業 の未 発達 さに よ って 、海外特 に ヨー ロ ッパ と東 ア ジアで は明 らか にア メ リカ

国内 よ りもチ ャ ンスが広 が って い る。ECと 日本の双方 は情報技 術サ ー ビス産業 の開発

に特 に力 を入 れて い る。

ア メ リカでデ ータ処理/ネ ッ トワー クサー ビスを提供 してい る外国企業の数 は重要で

はな いが、 その数 は増加 して い る。 ア メ リカの企業 が外 国企業 よ りも優位 を保 って いる

の は、 ソフ トウェア と周 辺機器 が優 れてお り、提供 で きるサー ビスの多様 さ、顧 客の要

求 に対す る反応 の良 さとい った理 由によ る もので ある。

1992年 のデー タ処理/ネ ッ トワー クサー ビスの見通 しは13.5%で 成長 を示 して404億

ドル に達す るだ ろ う。 ベ ンダはア ウ トソー シ ングの機会 と海外市 場での ビジネスを追求

し続 け、 さ らに トラ ンザ クシ ョン処理 やEDIの 利 用 も実質 的 には成長す るとみ こまれ

る。

ア メ リカのデ ータ処理/ネ ッ トワー クサー ビス産 業 は1992年 か ら1996年 にかけて約13
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%で 成長 す る見込 みで あ り、EDIと アウ トソー シングはその中で も今後5年 間で 高 い

成長 が期待 で き る。複数 の標準 、 コ ンピュータユ ーザ の批判 的な意見、高 い コス トな ど

のEDI利 用上 の問題 は急 速 には克服 され ないだ ろ う。

同時 に、EDIサ ー ビスの提供者 は頻繁 に追加 アプ リケ ー シ ョンを開発 して いる。 あ

る市 場調査 会社 は1993年 までのEDIネ ッ トワー クサー ビスの支 出は17億 ドル に達 す る

と予想 して いる。 デ ータ処 理/ネ ッ トワー クサー ビスの ア ウ トソー シングは1990年 の60

億 ドル か ら1995年 には150億 ドルにな ると予想 され る。 国際 的な長 期予測 は また、 デ ー

タ処理/ネ ッ トワー クサー ビス は多 くの国で 電気 通信政 策の 自由化を行 い、情 報サ ー ビ

ス市場 が開発 され る とい うよい方 向 にな って い る。

ひ とたび西 ヨー ロ ッパ とラテ ンア メ リカで 電気通信政 策の イ ンフラス トラ クチ ャの改

良が 当を得 る と、 アメ リカの企 業 は、 これ らの地 域で のチ ャンスを さ らに積極 的 に狙 う

と考 え られ る。東 ヨー ロ ッパで は今 後5年 間に イ ンフラス トラ クチ ャに対す る必要性 を

感 じる国 もあ るだ ろ う し、1990年 代 の終わ りまで情報 サ ー ビスの準 備がで きな い国 もあ

るだ ろ う。

EDIサ ー ビス に関す る海外 の市場 はか な り大 きい。情 報 サー ビス産業 に特 定 して、

あ る市場 調査会社 はEDIの 西 ヨー ロ ッパ市場 は1992年 まで に2億5,000万 ドル に達 す

ると予測 して い る。 ほ とん どの大手 デ ータ処理/ネ ッ トワー クサー ビス企業 は海外 の企

業 と戦略 的 な提携 を結 んだ り、買収 とい う手段 で海外 の市場 に参入 す る。 その中 に は今

後5年 間を通 して全体 的な基盤 に立 って処理 で きるよ うにす るため に海外事業 の再構 築

が必要 な企業 もあ る。 また、企 業 によ って は事 業 を西 ヨー ロ ッパ諸 国へ移 さな くて はな

らない ところ もあ る。

この産業 に影響 を与 え る、 ソフ トウ ェアサー ビスの税 制、RBOCの 情報 サ ー ビス市

場へ の参 入、 プライバ シーや知 的所有権 の保 護 などの様 々な政策 に関 しては不 明確 な ま

まで あ る。現在 は予算 が不足 してお り、追加 の財源 を求めて い るだ けに州 での税制 は目

立 った問題 とな って い る。

1.2、4プ ロフ ェ ッシ ョナ ルサ ー ビス産業 の動 向

コ ンピュー タプ ロフェ ッシ ョナルサー ビス提供企 業 は設計 、 コ ンピュー タと周辺 シス

テムの選定 、 コ ン ピュータ と電気通信 の接続 、 システ ム とネ ッ トワー クの管理 な どの よ

うな問題 にア ドバ イ スを与 え る。 また、 コ ンピュー タ システム、 ソ フ トウェア、ネ ッ ト

ワー クの使 い方 につ いて人 々の トレーニ ングを した り、顧客 の ビジネスニ ーズに対 す る

個 別の解決 法を提供 して い る もの もあ る。

コ ンピュー タ と電気通信 サー ビス は情報 時代 の イ ンフ ラス トラ クチ ャを代表 す る もの

であ る。 ア メ リカ と世界経 済 におけ るサ ー ビス産業の伸 びゆ く重要性 は、少 な くと もあ

と10年 は続 くだ ろ う。 プ ロフェ ッシ ョナルサ ー ビスの提供 企業 は未来 を比較 的明 る く考
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えて いる。

1991年 の うちに ほとん どの独 立系 の企業 とプ ロフ ェッシ ョナルサー ビスは彼 らが予測

した見積 を達成 で きなか った。多 くの企業で は利 益 マー ジンを減 らした原因で あ る雇 用

者 も在 庫 も簡単 には軽減 で きない。価格 カ ッ トとい う性急 な方策 はかえ って1991年 の収

入 を減 少 させ ただ けで はな く、顧 客の期待 を変化 させ るの に十分で あ った。 そのため総

収 入 はこの3～4年 の間 に反対 の影 響 を生 む と考 え られ る。

産業 構造 をみ る と、 ア メ リカにお いて殆 どの企 業 は独 立 してお り、頻繁 に他の タイプ

のサ ー ビス と財 を提供 して いる。 西 ヨー ロ ッパ と日本 で はコ ンピュータサー ビス企業 の

大 半 は コ ング ロマ リッ トの子会社 で ある。

ア メ リカで は1991年 に約3,700の 企業で プ ロ フェ ッシ ョナルサ ー ビスを提供 して いる。

これ らの企業 の1,700以 上 の基本 的なサ ー ビスは システムイ ンテ グ レー シ ョンで、残 り

2,000の ほとん どは他の プ ロフ ェ ッシ ョナルサ ー ビスを提供 して いる。開始 時の コス ト

は これ らの企業 に とって それ ほど高 くな いに もか かわ らず 、企業総数 の増減 は買収 ・合

併 による影 響で あ ま り変化 がみ られ な い。

最 近 のベ ンチ ャー資本 の減少 はプ ロフェ ッシ ョナルサー ビスを始 め る企業の規模 が縮

小す る とい う傾 向を招 いた。 ベ ンチ ャー資本 の欠 落 はハ ー ドウェア機器 を製造す る新 し

い企 業 の設 立 に重大 な影響 を与 え た。 産業 団体 の データによ ると、1988年 はアメ リカの

コ ンピュー タプ ロフェ ッシ ョナルサ ー ビス企業 のM&Aの 規模が最大 だ った。1989年 か

ら1991年 にか けて ペース はい くぶん和 らいだが 、依然 と して経済傾 向全 体を上 回 ってい

る。 縮小 した収入 の成長 率 に応 じて1992年 は これ らの企業のM&Aの 新 記録 になる と思

われ る。

主 に、 コ ンピュータプ ロフ ェ ッシ ョナルサ ー ビスを提供す るこれ らの企 業 に加えて、

この よ うなサー ビスか らの大 きな収 入 を得 る企業 やセ クタが ある。 コンピュー タと周辺

機 器 の メーカ とデ ィス トリビュー タは、例 えば ア メ リカと西 ヨーロ ッパ にお けるサ ー ビ

スの 売 り上 げを伸 ば しい る。

西 ヨー ロ ッパ にお け るM&Aは 、1992年 のEC統 合 を控えて1990年 と1991年 に加速 し、

1992年 には史上最 高 に達 す ると考 え られ る。 アメ リカの大 手 コ ンピュータプ ロフェ ッシ

ョナ ルサ ー ビス企業 もア メ リカ ーカナ ダの貿 易 自由化 で優位 に立っ ために小規 模な カナ

ダの企 業 を獲得す る可能性 を調査 して い る。多 くのア メ リカの企業 は ジョイ ン トベ ンチ

ャー事 業 によ って、海外 の市場 に進 出 してい る。 カス タム プログラ ミングによ る収入の

シェア拡 大 は海外 市場 か ら得 られ た。大手 ア メ リカ企業 の ほとん どは1990年 に考 え られ

る資源 を東 ヨー ロ ッパの 潜在 的市場 の評価 に充 て た。 そ して1991年 には多 くの ジ ョイ ン

トベ ンチ ャーの交 渉を始 めてお り、 その なかに はサー ビス契約 が比較 的早 く利益 を生 ん

だた めに1992年 に収入 を生 じた もの もあ る。 しか し、ECメ ンバ の企業 との競争 は激 し

く、 また東 ヨー ロ ッパ市場 は期 待 した よ りも小規 模で ある。
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ア メ リカ企 業の増 大 は海外 で も認 め られて い る。 これ らの企業 の大 半 は子会 社 と して

よ り も買収 に よ って得 られた もので あ る。 日本 とカナダの企業 によ る買収 は1990年 以来

増加 して いて今後5年 間 も増 え続 け ると見込 まれ る。

過去 の低 い成長 率 に もかかわ らず 、 コ ン ピュータプ ログラムサー ビスの国内市場 はア

メ リカ経済 の 中で は最 も早 い成長分 野の ひ とつて あ りっづ けて い る。 これ ら システ ムへ

の要 求 は、増大 しつづ けて いる海外 の競争相手(特 に 日本企業)、 国の成長 と消費パ タ

ー ンの変化 、政府 規制 の変化 な どに後押 しされて い る。 これ ら全 ての要 因 は企業 、サ プ

ラ イヤ、消費者 間の商 業的相互作 用のパ ター ンに影響 を与 え る。

コ ン ピュー タプ ロフェ ッシ ョナルサ ー ビスはパ ソコ ン、 ワー クステー シ ョン、ネ ッ ト

ワー クター ミナル の数 と特性 の確 実 な伸 び によ って利 益 を受 け続 ける。1990年 以 来、電

子 メール システ ム とサ ー ビス はプロフ ェ ッシ ョナルサ ー ビスの収 入の うちで最 も成長 し

た部分 で あ る。 ア メ リカに は約500万 の電子 メール ボ ックスがあ る。戦 略的 に重要 な こ

の数 は、多 国籍企 業の国際 ネ ッ トワー ク事 業で あ る。

カ スタマ プログ ラ ミングは他の分野 よ りもゆ っ くり成長 して い る。経 済全体 の低成長

に加 えて 、 この ス ローダ ウ ンは4GL、CAD、CAMな どの ソフ トウ ェアエ ンジニ ア

リングツールの多 さによ る。 同時に この ソ フ トウ ェアの豊 富 さは外部 の専 門的 な トレー

ニ ングサー ビスへの要求 も増 や して いる。 プ レパ ッケー ジソ フ トウェアの広 い有 用性 に

よ り、多 くの カ スタマ ソフ トウェアの提供企 業 に とっての収入源 は、 ソフ トウ ェアの開

発 か ら更新 ・修正 へ と移行 した。 また、 マニ ュアルな どの ドキ ュメ ンテー シ ョンサ ー ビ

スの重要 性 も大 き くな って い る。 この よ うな傾 向 は少 な くとも5年 間は続 くと思 われ る。

トレーニ ングサ ー ビス の収入 で は、 自動車 産業 や航空機産 業の グラ フィ ックソフ トウ

ェアの使 い方 に関す る分野 で急 成長 してい る。逆 に、 ワー ドプロセ ッサ とデ ー タ トラ ン

ザ クシ ョンシステムの トレーニ ングにっいて は、 ソフ トウェアがユ ーザ フ レン ドリにな

ったた めに減 少傾 向 にあ る。

ター ンキー システ ム、 デ ータ処理 サー ビス、ハ ー ドウェアメーカな どの専 業企業 に加

え て、 ソ フ トウェア開発者 はお金 にな る ビジネ ス と しての システム イ ンテグ レー シ ョン

に気 づ いた。 これ らの企 業の多 くは新 しい、 または拡 張 され た事 業単 位で この分野 に参

入 して い る。 また他 に新 しく提供 す るパ ッケ ー ジを作成 す るため に、既 に存 在す るサ ー

ビスの を買 収 あ るいは合 併 した会 社 もあ る。

アメ リカ政府 の斡旋 はシステ ムイ ンテ グ レー シ ョンサ ー ビスの成長 に とって 重大 な要

素 で あ った。 しか し、連邦 政府の システム イ ンテ グ レー シ ョン市場 にお ける シェアは減

少 し、 少 な くと も1995年 にか けて は減少 し続 け るだ ろ う。州 政府 と地方 政府 の斡旋 は彼

らの小 さなマ ーケ ッ トシェアを維持す る以上 の期 待 はで きな い。

ア メ リカ国内外 にお け るシステムイ ンテ グ レー シ ョンサ ー ビスの成 長 を、収 入 デ ータ

だ けに基づ いて評価 す るの は難 しい。機 器 コス トの シェアは減少 す る傾 向にあ るため、
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伸 び率 は従来少 なめで あ った。 タ ー ンキー シス テムの一部 であ るVANサ ー ビス は増 加

し続 け るが、計算 あ た り、あ るい はメモ リあた りの コス トは今 後 も引続 き劇 的 に減 って

い くだ ろ う。逆 に、企業 の トータル収入 が増 え る原 因 は、 システ ムイ ンテ グ レー シ ョン

契約 に組 み込 まれて い るメ ンテナ ンスサー ビスなのであ る。

1987年 か ら1988年 にか けて のア メ リカの システムイ ンテ グ レー シ ョンの中で最 も伸 び

た分野 はデス ク トップ ・パ ブ リッシ ングシステ ムであ る。1989年 には、その注 目度 はア

メ リカで は一段 落 したが、西 ヨー ロ ッパ で は顕 著 にな り始 めた。1988年 か ら1989年 に シ

ステム イ ンテ グ レー タに よ ってサ ー ビス された もので最 も進 展 したの は電気通信事業 で

あ った。1990年 か ら1991年 で はアメ リカで 目立 って成長 した分野 はなか ったが、ECで

は金 融機 関が成長 の牽 引力 とな って い る。

顧 客 に とって、 システ ムや ソフ トウェアの購入 のため らいは、 ハー ドウェアの新製 品

の発表 か ら リリース までの タイ ムラ グにつれて大 き くな る。

コ ンピュー タプ ログラムサー ビスの収 入 は13.9%で 成 長 して1992年 に563億 ドルに達

す る見込 みであ る。 システム イ ンテ グ レー シ ョンは178億 ドル、 コン ピュータ コンサル

テ ィ ング/ト レーニ ングサー ビスは205億 ドル以 上、 カスタムプ ログラ ミングは14.9%

の成長 で180億 ドル近 くにな る と予測 され る。1992年 にはプ ログラ ミングサ ー ビスの収

入 の38%以 上が 海外 の顧客(特 に西 ヨー ロ ッパ 、東 ア ジア)か ら得 られ る と考 え られ る。

アメ リカに本社 を置 く多 国籍 企業 の子会社 が増 えて、 それ らの提供す るサー ビスは アメ

リカの カスタムプ ロ グラ ミングと海外 の市場 に参入す るための設 計サ ー ビスの きっか け

を作 って い る。

セカ ン ドス クー ル、大 学 な どでの コ ン ピュー タ関連 の トレーニ ングの普及 は、 コ ンピ

ュー タ トレーニ ングを事 業 と して いる企 業の成長 の制 限 とな るだ ろ う。 しか し、 この分

野 の収入 は急激 な成長 をっづ け、1992年 の アメ リカ企 業 は16.3%の 伸 びにな る。あ る調

査会 社 によ ると、"時 間 と労力 の節減 を定量化す ることは、今や多 くのベ ンダにと って

市場戦 略 のキ ーワー ドとな って いる"そ うで あ る。1992年 には海外 か らさ らに27%の コ

ン ピュー タ教育 と コンサ ルテ ィ ングサー ビスの収入 があ る見込 みであ る。

アメ リカにお け る様 々な経 済状態 に もかかわ らず 、1992年 の コン ピュータプロフ ェッ

シ ョナルサー ビスの年 間平均成 長率 は1980年 代 の15%を 上回 った。年 間成長率 は1986年

か ら1989年 にか けて20%に 近 づ いてい る。将来 的に、 もし国 内の経 済 と海外の収入源 が

増 え続 け るな らば、 この産 業分野 は1996年 には13%を 上回 り総収入 が950億 ドルを超 え

るよ うな平 均年 間成長率 に達 す る。 西 ヨー ロッパ市場 は特 に見込 みが ある とみ られ て い

る。 あ るアメ リカの調査会社 は西 ヨー ロ ッパ の コ ンピュータプ ロフェ ッシ ョナルサー ビ

ス市場 が1992年 まで に平均24%で 成 長 して232億 ドル に達す ると推 定 した。 これはア メ

リカ市場 よ りも早 い展 開であ る。変 動為替 レー トが影 を投 げか けた と して も、 日本 と韓

国の市場 で は十分 早 い成長 の可能性 が あ る。
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コ ンピュー タ トレーニ ングと コンサルテ ィ ングはア メ リカ国内外で サ ー ビス分 野 の シ

ェアを獲得 しっづ けて い る。 海外で の成長 率 は、特 に 日本 で はアメ リカを上 回 ると予想

され る。M&Aに よ るコ ン ピュータの利 用 は増加 し、 プ ロフェ ッシ ョナルサ ー ビス市場

の再構成 が続 くとみ られ る。 電気通信 にお けるISDNの 開発 は、 コ ンピュータ と電子

通信技術 との相違 をあ いまいに した。 これ らの ネ ッ トワー クの開発 はア メ リカよ り も西

ヨー ロ ッパで急 速 に進 んで い る。

1.2.5ソ フ トウ ェ ア産 業 の 動 向

ア メ リカの ソ フ トウ ェ ア市 場 はア メ リカ 国 内 の 経 済 とハ イ テ ク ノ ロ ジ ー で最 も成 長 し

た 分 野 の一 つ で あ る。IDCに よ る と ア メ リカの パ ッケ ー ジ ソ フ トウ ェ ア市 場 は13.4%

で 上 昇 して 、1991年 に は203億 ドル に な った。 ア メ リカの パ ッケ ー ジ ソ フ トウ ェ ア市 場

は再 びハ ー ドウ ェ ア市 場(-0.9%)や 名 目GNP(3.8%)よ り も早 く成 長 した の で

あ る。 ア プ リケ ー シ ョ ン ソ リュ ー シ ョ ンは ア メ リカ の パ ッケ ー ジ ソ フ トウ ェア市 場 の最

大 の 割 合(39.9%)を 占め て い る 。 ハ ー ドウ ェア 産 業 と は異 な り、 プ レパ ッケ ー ジ ソ フ

トウ ェア産 業 の 雇 用 は1991年 も増 え っ づ けて い る(1991年7月 で127,900人 、 対 前 年 比13.

2%ア ップ)。 業 界 を 最 大 の ソ フ トウ ェ ア企 業 が抑 え て い るに もか か わ らず 、 ア メ リカ

の ソ フ トウ ェ アベ ン ダの 大 部 分 は依 然 と して100人 以 下 の雇 用者 に よ る小 さ な会 社 の ま

ま で あ る。 コ ン ピ ュ ー タ プ ロ グ ラ ミン グ とデ ー タ処 理 サ ー ビス 産 業 の失 業 は1991年 の 第

2四 半 期 に は国 平 均 の6.7%を 下 回 って い る。

1991年 に起 き た 電話 帳 の ホ ワ イ トペ ー ジお よ び イ エ ロ ーペ ー ジの 著 作 権 に関 わ る問 題

は今 後 の ソ フ トウ ェア 産 業 に影 響 を与 え る と思 わ れ る。 ま た 、 も うひ とっ の 著 作 権 に 関

す るケ ー ス で あ る 、1988年 にApple社 が 起 こ した 、Microsoft社 のWindow2.03とHewlett-

Packard社 のNewWaveがMachintoshパ ソ コ ンの 画 像 技 術 の 著 作 権 を 侵 害 した と主 張 した

事 件 も、 ソ フ トウ ェア 産 業 に影 響 を与 え た 。1991年 に は2っ の大 き な展 開 が あ った 。 ま

ずApple社 はWindow3.0を 含 む この 種 の プ ロ グ ラ ム の カ レ ン トバ ー ジ ョ ンを訴 訟 に加 え

る こ との 許 可 を 受 け た 。 なぜ な らば、Window3.0は よ く売 れ るか らで あ る。 次 に、Micro-

soft社 とHewlett-Packard社 は論 争 中 のMaChintosh独 自の オ リジナ リテ ィに 挑 む こ と を

許 可 され た。

Window3.0の 成 功 はMicrosoft社 に オ ペ レー テ ィ ン グ シス テ ム 戦 略 に っ い て 再 考 慮 す

る き っか け に な っ た。 今 年 、Microsoft社 はOS/2よ り もWindowに 将 来 戦 略 を集 中 させ る

と発 表 したが 、Microsoft社 はOS/2の ユ ー ザ をWindowに 移 行 させ る製 品 を 開 発 す る と み

られ る。 実 際 の と ころ 、Microsoft社 の 決 定 はIBMをOS/2の 唯 一 の 支 持 者 に し、 そ し

てWindowをOS/2の 直 接 の 競 争 相 手 に した。Dataquestに よれ ばOS/2は 売 り出 され た1987

年 か ら1990年 に か け て43万 セ ッ ト売 れて い る。 一 方Microsoft社 に よ る とWindow3.0は

売 り出 され た1990年5月 以 来600万 セ ッ ト以 上 売 れ て お り、 そ れ ぞ れ の新 しいバ ー ジ ョ
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ンは1992年 に出 され る予定 であ る。

IBMとAppleの 協定 はパ ソコ ンソフ トウ ェア産業 にまた影響 を与 えた。 この協定 に

よ ると双方 と もUNIXのIBMバ ー ジ ョンで あ るAIXを ベ ースに したPowerOpenと

い うプラ ッ トフ ォームのオ ープ ンシステムを開発 す る。そ してTaligentとKaleidaと い

う2つ の ジ ョイ ン トベ ンチ ャー会社 を設立す るこ とにな って い る。 この協定 で作 られた

製品 は1993年 あ るいは1994年 に準 備 され始 め る予定で あ る。

1991年 の国 内市 場 はアメ リカの ソフ トウ ェアベ ンダにと って重要 な収入 源で あ り続 け

た。IDCの デー タで は1991年 の 国際 市場でア メリカの パ ッケー ジソフ トウェアのベ ン

ダ は219億 ドル、総 収入の52%を 獲得 した。西 ヨー ロ ッパ はアメ リカのベ ンダにと って

最 も一般 的な国際市場 であ り、1990年 に は国際収入 の約2/3を 占めて い る。 日本 は こ

れ らの収入 の15.4%で 、残 りの国 々が17.2%と な って いる。

ア メ リカ は1991年 の最 大 の単一 パ ッケー ジソフ トウェア市場で、世界 市場 の40 .6%を

占めて いる。 日本 は第2位 で52億 ドルの市場 で あ る。 わず か8か 国のパ ッケー ジソフ ト

ウ ェア市場(ド イツ、 フラ ンス、 イギ リス、イ タ リア、 オラ ンダ、カナ ダ、 スペ イ ン、

スイス)で10億 ドル以上 との評価 が されて い る。一つの市場 を形成 してい る西 ヨー ロ ッ

パ13ヵ 国 は トー タルで202億 ドルであ る。

ア メ リカの ソフ トウ ェアベ ンダは国際的 な競争 力を維持 しっづ けてい る。IDCは ア

メ リカのベ ンダが1990年 の世界 的パ ッケ ー ジソフ トウェア市場で80～85%を 供給 した と

評価 して いる。加 えて、Datamation誌 のデ ータ は1990年 の世界的 な ソフ トウェア企業 ト

ップ10の うち5社 が アメ リカ国籍で あ ると発表 した。 これ らの5社(IBM、Micro-so

ft、ComputerAssociation、DEC、Oracle)の うち3社 は独立系 ソフ トウェアベ ンダ

であ るが 、 日本 とヨー ロ ッパ の トップ企 業 は システムサ プライヤで ある。 この ラ ンクか

らはアメ リカの リー ダー シ ップ に対す る挑戦者が 日本 であ る ことが わか る。

ソフ トウェアの売 り上 げは世 界的 な経 済の リバ ウン ドにつれて1992年 に急増 す る見通

しであ る。IDCに よれば ア メ リカのベ ンダの国 内収入 は1992年 に14.3%の 成長 で232

億 ドル にな ると予想 され る。 ア メ リカの ソフ トウェア市場 とソフ トウェア産業 の収 入の

成長 は1992年 にはハ ー ドウ ェア市場 とGNPを 凌 ぐだろ う。 また、1992年 の国際市場 で

はア メ リカのベ ンダが総収 入の53%、263億 ドル を稼 ぐとみ られ る。

同 じ調査 に よる とアメ リカのパ ッケ ー ジソフ トウェア市場 は1991年 か ら1995年 に13.9

%で 成長 し続 け、342億 ドル に達 す ると してい る。 アプ リケー シ ョンツール とシステム

ソフ トウ ェア、ユ ーテ ィ リテ ィはア プ リケー シ ョンソ リュー シ ョンより も早 く成長 し続

ける見込 みで あ る。1995年 の アプ リケ ーシ ョンソ リュー シ ョンはパ ッケ ー ジソフ トウェ

ア市場 の36.3%、 アプ リケー シ ョンツール市場 は31%、 システム/ユ ー テ ィ リテ ィソフ

トウ ェア市場 は32.7%を ア メ リカが 占め る と予想 され る。

アメ リカは一 国で は世界最大 の市場 で あるが 、1995年 には ヨー ロ ッパ とア ジア市場 の
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急 速 な成長 によ って世界 のパ ッケ ー ジソフ トウ ェア市 場 に 占め る シェアは39.5%に 減少

す ると推定 され る。 日本 は106億 ドルで第2位 をキ ープす るとみ られ る。 西 ヨー ロ ッパ

全体 のパ ッケー ジソフ トウェア市場 は1995年 に338億 ドルで世 界のパ ッケ ー ジソフ トウ

ェア市場 の39.1%に な る。ア メ リカの ソフ トウェアベ ンダは売 り上 げを拡張す るた めに

国際市場 への依 存が強 くな る。1995年 まで にア メ リカのベ ンダは436億 ドルの収 入が あ

り、 国際市場 で総収入 の56%を 占め るだろ う。

い くっ かの トレン ドが この数年 間 に国内の ソフ トウェア産業 に影 響 を与 え ると考 え ら

れて い る。 まず第1に 、独立系 ソフ トウェア企業 は、 ソフ トウェア とサー ビス収入 でハ

ー ドウェアの売 り上 げを補 お うと努 力 して い るシステムサ プライヤ との競争 に直面 す る

ことにな る。 この環境 で はソフ トウェアベ ンダ は価 格競争 になるため、 ソフ トウェアの

買 い手 は競争 に よ って利 益を受 け ることにな る。第2に 、 アメ リカの ソフ トウェア産業

は国内外 の企 業 との合 併 ・提携 を通 して整理統 合が進 む とみ られ る。 もし、 ア メ リカ企

業 が海外 の技術 に頼 るな らば、 この整理統合 はまた市 場参入 に よる競争 を緩和 して ア メ

リカの競争力 を弱 め るか も しれな い。第3に 、UNIXの よ うな標 準化 とオー プ ンシス

テ ムへ の動 き も重要 で あ る。

今 日の ダウ ンサ イ ジングの傾 向によ りソ フ トウェアに関 して もよ り小 さい システ ムへ

の要求 が強 ま って きた。IDCに よ るとパ ソコ ン、パ ソコ ンの ア ドオ ン、 ワー クステー

シ ョン、小 さな マルチユ ーザ システ ムは、1995年 までに1万 ドルか ら10万 ドルの市場 と

評価 され てい る。ハ ー ドウ ェア市場 に 占め る割合 は1991年 の69.3%か ら72.9%に 成長 す

る と予想 されて お り、パ ソコ ンの ソフ トウェア市場 はこの傾 向を反映す る とみ られ る。

表1-1世 界の情報 サ ー ビス支出の傾 向(1990-1995)

(単 位:10億 ドル)

地 域 1990年 1995年 年間平均成長率

(%)
北 ア メ リカ 104 193 13

ヨ ー ロ ッ パ 61 143 19

アジア/太 平洋 32 76 19

ラテ ンア メ リカ 3 7 19

中東/ア フ リカ 1 3 23

合 計 200 420 16

(出 所:INPUT)
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表1-2コ ン ピュ ー タ プ ロ フ ェ ッシ ョナ ル サ ー ビスの傾 向

収 入(単 位:100万 ドル) 年間平均成長率(%)

1990年 1991年 1992年

1

'89 -90 '90 -91 '91 -92

システムインテグレーション

カスタムブ畝 ラミング

コンサルティング/トレーニング

14,725

13,619

15,218

16,187

15,611

17,640

17,848

17,940

20,517

|

12.9

15.8

17.1

■

9.9

14.6

15.9

10.3

14.9

16.3

合 計 43,562 49,438 56,305 15.2 13.5 13.9

注)1992年 は 予 測(出 所:U.S.IndustrialOutlook1992)

図1-1パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト ウ ェ ア 市 場 と 名 目GNP

%

25

20

15 市ソ

10名 目GNP

/

198788899091●

注)*は 推 定

出所:IDCお よ び 米 国 商 務 省

一21一



図1-2ア メ リカ企 業のパ ッケー ジソ フ トウェア地域 別売 り上 げ(1990年)

その他
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%
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、

ア メ 戊力合衆国
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50 0

西ヨ一 ロ ソハ
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世界全体:358億 ドル

出所:IDC
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1.3ヨ ー ロ ッパ に お け る情 報 サ ー ビス産 業 の動 向

序

情 報 サ ー ビス 産 業 分 野 の 調 査 に 関 して 高 い評 価 を 得 て い る ア メ リカ のINPUT社 で は、

毎 年 ヨー ロ ッパ に お け る情 報 サ ー ビス市 場 の 調 査 を行 って い る。 以 下 は、 同 社 が 行 った

rTheEuropeanMarketforComputerSoftwareandServices(1992～1997)」 を も とに

取 り ま とめ た もの で あ る。

1.3.1ヨ ー ロ ッパ にお ける情報 サー ビス市場 の概 況

情 報サ ー ビス産業 の市場 は ヨー ロ ッパをお そ った景 気後退の影響下 で劇 的 に変 化 した。

ユ ーザが求 め る情 報技術 への投 資か ら得 られ る さまざまな利 点 さえ も
、財 政難 には太刀

打 ちで きなか った。

この10年 余 りにわ た るヨーロ ッパ の情報 サー ビス産業 の驚異 的な成長 は1991年 に はわ

ずか11%に 落 ち込 ん だが 、1992年 の予測で は さ らにそれを下 回 る9%と なる とみ られ る。

しか し、今 日ユ ーザが努力 して いる結 果 は ビジネ スが好転 した ときに報 われ るだ ろ う。

新規 事業 の ダウ ンサ ウ ジング、 ア ウ トソー シング、 ヨーロ ッパ全域 のサ ポー ト、 デス ク

トップの市場 参入 な どが鍵 を握 る トレン ドで あ る。

ヨーロ ッパで は景気 が低 く安定 して い る。 よ り早 い投資回収 のた めに情報 システ ムマ

ネー ジ ャは各段 階 で実行 を確認 で きるよ うな、 よ り小 さ くよ りモ ジュール化 された プ ロ

ジ ェク トを主張 して い る。一枚岩 的 なま とま りの大 きな プロジェク トの 時代 は終 わ った

といえ る。

システ ムオペ レー シ ョン(あ るい はISフ ァシ リテ ィマネ ジメン ト)ベ ンダは現 存す る

顧 客 との契約 を更 新 し続 けて いる。 不況 は システ ムオペ レー シ ョンベ ンダに対す る好 ま

しい状況 と好 ま しくない状 況の両方 を もた ら した。顧客 は コス トの固定 と管理の ため に

ア ウ トソー シングの利用 を始 めた。 しか し、市場 はマー ジンを最小 にす る強引 な価格競

争 に挑戦 せ ざるを得 な い。 この価格 への圧力 は どこの市場で も共通 であ る。 マネ ジメ

ン トコンサルテ ィングで さえ基 本 ビジネ スで勝 ち残 るため に時折値下 げを強要 され て い

る。 市場 の こ うい った変 化 は、 ヨー ロ ッパが商業 、技術の両面 においてよ り多様で安価

なア プ リケー シ ョンを可能 に しよ うと、オー プ ン ・システムの規格 を広 く取 り入れ始 め

たのが直接 の要因で あ る。

ア メ リカのベ ンダが全 ヨーロ ッパ をカバ ーす る力 は、わずか しか ない ヨー ロ ッパの独

立系情報 システム サー ビス企業 であ るCapGeminiSogetiと 調 和 して きた。全 体的 に ヨ

ー ロ ッパ の企業 は隣国 とのマ ーケ ッ トシ
ェアに破れて 自国内のテ リ トリに引 き籠 もって

い るため に、 ア メ リカのベ ンダが ヨーロ ッパ全 域の市場 に浸透 す る結果 とな った。

デ ス ク トップ システ ムの急 激 な成長 によ り、INPUTは 新 しいサ ー ビスの形 態 と し

て デ ス ク トップサー ビスを調査 した。 この ビジネ スは コンピュータルー ムで はな く、仕
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事 をす る現 場 に システムを イ ンス トールす る"one-stop-shop"向 けの需要で あ る。 多 く

の場合 、 システ ム ソフ トウ ェアのヘ ルプデ ス クな どの サポー トは、パ ソコ ンで使 用 され

る。 この分野 はパ ッケ ー ジサポー トの強 い競 争力 を持 つパ ソ コンのチ ャネルベ ンダに市

場参 入の機会 を提供 して い る。

INPUTで は1991年 の ヨーロ ッパの情報 サ ー ビス市場規模 を、機器 サー ビスの230

億 ドルを含 ん で1,020億 ドル と推 定 して い る。業界 に は景気後 退の危惧 があ るが表1-

3に 示 す よ うに、市場 規模 は1992年 の1,100億 ドル(820億ECU)か ら1997年 には1,700

億 ドル(1,270億 ドル)に 拡大 す る と予想 され る。 ヨー ロッパ諸 国で予 想 され るイ ンフ レ

率 を組 み入 れた複合 年 間成長 率(CAGR)は 昨年 の9%か ら4%に 低下 した。な お、

各 サ ー ビス別の状 況 は図1-3に 示 す とお りであ る。

表1-3ヨ ー ロ ッパ の情報 サー ビス産業 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ド ル

1992-1997

1992 年間平均成長率 1997

(%)
、

処理 サ ー ビス 8.9 4 10.7

タ ー ンキ ー サ ー ビス 13.9 11 23.0

ア プ リケ ー シ ョン ソ フ トウ ェア 10.9 14 20.8

機 器 サー ビス 23.8 3 27.6

シ ス テ ム ソ フ トウ ェ ア 14.0 7 19.6

プ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル サ ー ビス 26.4 9 40.8

ネ ッ トワ ー クサ ー ビス 5.0 17 10.9

シ ス テ ム オペ レー シ ョ ン 2.8 22 7.5

シス テ ム イ ンテ グ レー シ ョン 4.1 18 9.3

機器サービスを除外 した合計 86.0 11 142.5

合 計 110.0 9 170.0
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プ ロ フ ェ ッシ ョナ ル

サ ー ビス

機器 サー ビス

夕 ー ンキ ー サ ー ビス

ア プ リケ ー シ ョ ン

ソ フ トウ ェ ァ

シス テ ム

ソ フ トウ ェ ァ

ネ ッ トワー ク

サ ー ビス

処理 サー ビス

シス テ ム

イ ンテ グ レー シ ョン

シス テ ム
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単 位:10億 ドル

図1-3 サー ビスタイプ別 ヨーロ ッパ情報 サー ビス産業市場

(出 所:INPUT)
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1.3.2ヨ ー ロッパ主要国 における情報 サー ビス産業の動 向

ヨー ロ ッパ市場 にお いて は、 フラ ンスが相変わ らず圧倒的 に強 い。1991年 、 フラ ンス

は ヨー ロ ッパ全体の情報 サ ー ビス市場 の22%を 占めた。図1-4に 主要4カ 国であ るフ

ラ ンス、 ドイ ツ、 イギ リス、 イタ リア と、その他の地 域の成長 率 を示 した。 なお この主

要4カ 国で1991年 市場総 額の70%を 占めて いる。

4カ 国の成長率 は一 見 ほとん ど差 がないが、サー ビス内容 にっ いて は国によ ってかな

り異 な る。例 えば、 フラ ンスの場合、 プ ロフェ ッシ ョナル ・サ ー ビスが情報 サー ビス市

場の40%近 くを 占めてい るの に対 し、パ ッケー ジ化 アプ リケー ション ・ソ リュー シ ョン

(タ ー ンキー ・システム とアプ リケー シ ョン ・ソフ トウェア製 品)は わず か23%で あ る。

ドイツは この逆 で、パ ッケ ー ジ化 アプ リケー シ ョン ・ソ リュー ションが ドイツ市場 の35

%を 占めて い るの に対 し、 プロ フェッシ ョナル ・サー ビスはわずか22%で あ る。 これ は

ドイ ツの企 業の多 くが完成品 と して ソ リュー シ ョンを購入 す るか、あ るいは自社開 発か

の いず れを選 ぶ ことが多 いか らで あ る。

フラ ンス市場 の規模 は ヨーロ ッパ最大 であ る。 そのため、 フラ ンスのベ ンダは他 の ヨ

ーロ ッパ諸 国のベ ンダの中で群 を抜 いて強力 であ り
、 ア メ リカのベ ンダと シェア争 いで

張 り合 って い る。 ちなみに上位30社 の うち8社 が フラ ンス、11社 がア メ リカのベ ンダで

ある。

一方
、 図1-4の うちその他諸国 に もあ るよ うに ヨー ロッパ の情報 サ ー ビス市場 の中

で、 スカ ンジナ ビア4カ 国 は1991年 の総額の約10%を 占めたが 、成長 率 は最 も低 い。成

長 率が低か ったの はこの4カ 国で は処理 サー ビスの比率 が高 いか らであ る。

オ ラ ンダ、ベルギー、ル クセ ンブルグのベ ネル クス3国 は ヨー ロ ッパ総額の8%だ っ

たが、1992年 か ら1997年 までの成長率予想 は10%と 高率 にな ってい る。

東 ヨー ロッパ は情報 サー ビスにお いて完全 に開発途上 の立場 であ るとみ な して よい。

地 域的 には進 んだ ソフ トウェア技術(し ば しば著作権侵害 にふ れ る)が あるに もか かわ

らず、資金面 で弱体 であ るため にベ ンダに無理 な開発 を強 いて い る。

図1-4で 「その他 ヨーーーロ ッパ」 と示 され るその他6ヵ 国の成長率 予想の 中で はスペ

イ ンが13%で あ るが、 もはや最 も早 い成長 とはいえない。 これ らの国 々の平均 は ヨー ロ

ッパ全体の市場 の成長率 と同 じで ある。高 いイ ンフ レ率 の傾 向にあ るので、全体的 に低

い成長 にな ってい る。
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(単 位:10億 ドル)

図1-4 ヨー ロ ッパ にお ける情報 サ ー ビス産 業市場

(出 所:INPUT)
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1.3.3情 報 サ ー ビス産 業 におけるサー ビスタ イプ別の動 向

1)処 理 サ ー ビス

情報 サー ビス市場 の 中で、処理 サ ー ビスは引 き続 く景 気の後退 か ら受 けた影響 が最

も少 なか った。確 か に、中小企 業の倒産で顧 客ベ ースが縮小す るベ ンダが多 くみ られ

た。 しか し、 企業が情報 サ ー ビスの コス トを削減 あ るいは固定す るため外 注す るケ ー

スが増 え たため、企 業倒産 の痛 手の大部分 は相殺 され た。

専 門的 なア プ リケ ー シ ョン分 野 は成長 を続 けてお り、ベ ンダに重要 な機 会 を提 供 し

て いる。 この分野 の年平均成長 率 は4%の 見込 みで、 これ に基づ くとヨー ロッパ での

市場規模 は1997年 には110億 ドル(80億ECU)に 達 す る見込 みであ る(表1-4)。

処理 サー ビスのベ ンダが行 って い る仕事 と して は、主 要 な もの と して給与 や ク レジ ッ

ト・カ ー ドの計算処理 な どの ク リテ ィカルア プ リケー シ ョン技術 の開発、 災害 復 旧サ

ポー トな どの専 門 サー ビスの提供 が挙 げ られ る。

表1-4処 理 サ ー ビス市場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ド ル

分 類 1992

1992-1997

年 間平均成長 率

(%)

1997

トラ ン ザ ク シ ョ ン 処 理

ユ ー テ ィ リ テ ィ 処 理

そ の 他 処 理

7.8

0.3

0.8

3

3

11

8.9

0.3

1.4

合 計 8.9 4 10.7

ヨーロッパの大部分 を覆 う景気後退でミ企業倒産が 目立ち始めた。中小企業の倒産

で多 くの処理 サー ビスのベ ンダが次 々と顧客を失 っている。 しか しその一方で、景気

後退をきっかけとして財政を見直 した企業が、社内資源を利用す るよりも外部の情報

サービスを得ようとす る傾 向が高 まって きた。まだ社内の処理サービスを利用 してい

ない企業 も、その経費節減の効用に真剣に耳を傾けるところが増えている。

給与計算処理な どの専門分野の知識を経験と して築いて きたベ ンダは、専門アプリ

ケーションの トランザ クション処理サー ビスに対する堅調な需要に支え られて成功を

遂げた。逆 に、基本的な処理機能を提供するに留まるユーティ リティ処理ベ ンダは衰

退 した。災害復旧サービスなどのスペ シャリス ト分野 も非常に有望であるが、今のと
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ころ コス ト削減 のエ リアと して精査 して い る。

処 理サ ー ビスのベ ンダが外 注の増加傾 向 にの って ビジネ スを拡大す るに は、二 つの

方 法が あ る。 まず、 自社 のア プ リケー シ ョン技術 を引 き続 き高 めて い くことによって

ア プ リケー シ ョンをベ ース とす るサー ビスの 開発 ・サ ポー ト体制 を強化 す る方 法。 も

う一つ は、 自社 の経験 を知識 をテ コに して関連市場 に進 出す る方法 であ る。具 体的 に

は、 この分野 のベ ンダの コ ンピュー タ技術 はプ ロフェ ッショナルサー ビスの基礎 とな

り得 る し、 また処理 セ ンターでオペ レー シ ョンを行 って いるアプ リケー シ ョンを ソフ

トウェア化 して販売 した り、 マネ ー ジメ ン ト技術を システムオペ レー シ ョン分野 のサ

ー ビスに応 用す る こと も可能 であ る。

2)タ ー ンキー システム

INPUTで は、ア プ リケ ー シ ョン ・ソ リュー シ ョン市場 を アプ リケー シ ョンソフ

トウ ェア製品 とター ンキー システムの2っ の主要分野 で構 成 され る として い る。 この

うち、 ター ンキー システム は 「機器 プ ラ ッ トフ ォーム とア プ リケー シ ョンソフ トウェ

ア製 品にユ ーザニー ズに合 わせ た修正 を加え 、導入 に伴 うサ ポー トと してプ ロフェ ッ

シ ョナルサ ー ビスを組 み合 わせ た総 合的 システム」 と定義 して い る。

ユーザ はオー ダーメイ ドの カス タマ アプ リケー シ ョンソフ トウェア開発か ら、標準

パ ッケ ー ジ化 ソ リュー シ ョンの方 向 に向か って いる。 その主 な理 由を下記 に示す。

*リ ス クの削減。 カ スタマア プ リケー シ ョンの開発 は、必要 とされ るコス トと時間

の観点 か らす ると リス クを伴 う作業 であ る。既存 の、で きれば過 去の実績 によ っ

て有効性 が実証 され た製 品 を使 用す ることによ って、過大 な コス トと時 間を費 や

す リス クを削減 で きる。

*標 準 ア プ リケー シ ョン ・ソ リュー シ ョンの価格 は、全 く新 しい コス トを開発す る

よ り も安価 であ る。

*標 準 アプ リケ ー シ ョンの実現 に要す る時 間は、オペ レー ションシステムの実現 に

要 す る時 間 よ りもかな り少 な くて済む。

*顧 客 のニ ー ズに合 った標 準 パ ッケ ー ジ ・ソ リュー ションが得 やす くな り、利用す

る企業が増 えて きた。 この選 択の幅 は、 ア プ リケ ー シ ョンパ ッケー ジの統合技術

の進 歩 に よ りさ らに拡大 して いる。

図表Eに ヨー ロ ッパ の ター ンキ ー システムの市場分析 と予想 を示 した。新 しい機器

プ ラ ッ トフォー ムの コス ト/性 能 比率が 向上 して きて い るため、 ター ンキ ー システム

全 体 にお け る機器 の割 合が減少 す る と考 え られ る。特 に、 ワー クステー シ ョンやパ ソ

コ ンの能力 の向上 に よ り、 この市場分野 の年 間成長率 は全市湯 中最 高の21%が 予想 さ

れて いる。逆 に、 メイ ンフ レーム市場 はター ンキー分野 では さほど重要視 され ていな

い。
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表1-5タ ー ンキー システ ム市場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ド ル

分 類 1992

1992-1997

年 間平均成長 率

(%)

1997

装 置

ア ブ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト ウ ェ ア

シ ス テ ム ソ フ ト ウ ェ ア

ブ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル サ ー ビ ス

6.9

3.0

0.4

3.6

7

15

9

14

9.5

6.1

0.6

6.9

合 計 13.9 11 23.0

表1-5に 示す よ うに、 ター一時ンキー システムの カス タマ イゼー シ ョン要素 は増大す

る と予想 されて い る。 これ は、標準 アプ リケー シ ョン製 品で あ りなが ら、納入前 に顧

客 固有 のニ ーズ に合 うよ うに手 を加 え るケースが増 え てい るか らであ る。 また、ユ ー

ザ環境 にお いて システムを うま く作動 させ るために は不可欠 の コンサル ティ ングや教

育 ・訓練 とい った増加 の プロフ ェ ッシ ョナル ・サー ビスに対 す る需要 も増 えて くると

予想 され て い る。

ター ンキ ー システム市場 にお いて 、UNIXの イ ンパ ク トが与え る影響 は大 きい。

ミニ コ ンピュータ市場 がIBMAS/400の 事実上 の規 格 を巡 ってDigitalVMSと

UNIXと に分極化 して お り、後者が装置 ベ ンダに とっての必 要条件 とな った。高度

なネ ッ トワーキ ングお よび設 備の統 合 と管理 、オ ープ ンシステムの コンセプ トの幅広

い受 容で、 ヨー・一ーロ ッパ のユ ーザ間 にお けるUNIXの 人気 は一段 と高 ま ってい る
。

ヨー ロ ッパ の国別市場 で は、 ドイツが最大規 模(全 体 の30%)で 、二番手 は イギ リ

ス(全 体の22%)で あ る。 サー ビス タイプ の うち、 ター ンキ ー システ ムの人気 は国 に

よ って異 な り、特 にイ タ リアで はカ スタム ・ソ リュー シ ョンが好 まれて いるのが注 目

され る。但 し、各 国の傾 向 は100%カ スタム仕様 の システムの コス トが高 くなれば 自

ず と変化 して くるはず であ る。ユ ーザ にと って、標準 アプ リケー シ ョン製品 をカ スタ

マ イズ した上で の導 入 は魅 力的 な選択 とな ろ う。

3)ア プ リケー シ ョン ・ソフ トウ ェア製 品

ア プ リケー シ ョン ・ソ フ トウェア製 品市場の年 間平均 成長率 は1992年 か ら1997年 に

か けて14%の 見込 みであ る。 表1-6に 装置 プラ ッ トフ ォームの種類 別ア プ リケー シ

ー30一



ヨン ・ソ フ トウ ェア製 品市場 の分 析 を示 した。 この分析で は、市場規 模 と成長率 の い

ずれ の比較 にお いて も小 型 システ ムが圧 倒的 に有利 であ る ことが明 らか にな った。 こ

の予想 は(1)ユ ーザ は3090よ りもAS400と い うように小型 システムを好 む傾 向 にあ

り、 メー カに対 して小型化 の努力 を期 待 して いる こと、お よび(2)処 理 システ ムが分

散型 に移行す る傾 向が続 いて いる こと、 を踏 まえ た結果 であ る。 コス トの上昇 、優 秀

な プロ グラマ ーの不 足、 ア プ リケー シ ョン実現 の迅速化 への要望 の高 ま りによ り、贅

沢 な カス タム仕様 のア プ リケー シ ョン ・ソ フ トウ ェアよ りも市場製 品を選ぶ方 が賢明

とみな され るよ うにな って きた。小型 システムの低 コス ト化 もこの傾 向 に拍車 をかけ

て い る。

表1-6ア プ リケ ー シ ョ ン ソ フ トウ ェ ア市 場 の 動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ド ル

分 類 1992

1992-1997

年間平均成長率

(%)

1997

メ イ ン フ レ ー ム

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ

ワー クス テ ー シ ョ ンとPC

1.2

3.4

6.3

2

10

17

1.3

5.5

14.0

合 計 10.9 14 20.8

小 型 システ ムへ の ダ ウンサ ウジ ングを 目指す 活発 な動 きは、機器 プラ ッ トフ ォーム

の主 要3ク ラスの間で価格 と性 能 のバ ラ ンスが大 き く崩れ た ことが直接 の原因 とな っ

て い る。多 くの ベ ンダに とって、数種類 の プラ ッ トフ ォーム全部 に使 え るアプ リケー

シ ョン製 品を提供 す る ことは魅力 的で 、 しか も達 成可能 な 目標 になろ うと して いる。

これ に関連 した ヨー ロ ッパ の動 向 と して は、特 に カーネル ソフ トウェアの利 用 が増

えて きた ことが挙 げ られ る。 カー ネル ソフ トウ ェア とは、様 々なバ ー ジ ョンの アプ リ

ケ ー シ ョンを作 る ことを可能 にす る再使 用可 能 ソフ トウェアモ ジュールで、環 境が異

な る複数 の 国や異業種 を対 象 に作成 す る ことがで きる。国毎 に異 な る環境 に対 応 して

一 つず つ アプ リケー シ ョン ・ソフ トウ ェアを開発 す るの に比較 して
、大幅 な コス ト低

減 とな る。

国別市場 と して は ヨー ロ ッパ最大 の市場 は フラ ンスで、ア プ リケー シ ョン ・ソフ ト

ウェア製 品市場全 体の約4分 の1を 占めて い る。二番手 はイギ リスで、全体 の5分 の
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1。 ドイ ツは国の経済規 模 に して はシ ェアが少 な く、17%に 留 ま って い る。 これ は、

ドイツのユ ーザが アプ リケー シ ョンソ リュー シ ョンと して ター ンキ ー システムを好 む

こ とが大 き く影 響 して いる。今後5年 間 にアプ リケー ション ・ソフ トウェア製 品 にお

いて最 も大 きな成長 を予想 されて いるの は、過去 の社 内 ソフ トウ ェアに このよ うな大

きい投資 をお こな って いないイ タ リア とスペ イ ンであ る。

4)機 器サ ー ビス

ヨー ロ ッパ にお ける機器 サ ー ビス市場(表1-7)は3%と い う低 い成長 率で1991

年 の230億 ドルか ら1992年 には約240億 ドル にな ると予想 され る。 この成長 の根本 的

な理 由 はハ ー ドウェア メ ンテナ ンス会社 に よる環境 サー ビスへ の参 入で あ る。ハ ー ド

ウ ェアの信頼性 の 向上 と販売価格 引下 げに よ り機器 メ ンテナ ンス会 社 は他の収入 を得

る活動 を探 さな くて はな らな くな った。

現 在、 サー ドパ ーテ ィーの メ ンテナ ンス会社 や機 器サ ー ビス会 社 のよ うな顧客 サ ー

ビス組織 は、 この レポー トの中 にあ る他の市場 へ と様 変 わ り しつっ あ る。 同様 に、 プ

ロフェ ッシ ョナル ソフ トウェアサ ー ビス会社 の中 には"one-stop-shopping"を 提供 し

た り、顧 客 との よ り強 い繋が りを作 るた めに機 器サ ー ビスに参入す る もの もあ る。環

境 サ ー ビスの例 と して は、 コ ンピュー タルー ム、 ケー ブル、 ネ ッ トワー ク、 そ して シ

ステムを設置 す る ビルを調達す ることな どが挙 げ られ る。 これ らのサ ー ビスの大部分

は現在 の ところ情報技 術業界以外 の契約者 か ら提供 されて い る。

サー ドパ ー テ ィーの メ ンテナ ンスに対 す る要求 は今 や、単一 のベ ンダが様 々な メー

カの機器 や ソフ トウェアをサポ ー トす るとい うマルチベ ンダ メ ンテナ ンスに動 きっつ

あ る。数多 くの大手機 器 メー カは現在 この市場機会 を研究 して いる。

表1-7機 器 サ ー ビス市場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ド ル

分 類 1992

1992-1997

年 間平 均成長率

(%)

1997

機 器 メ ン テ ナ ン ス

環 境 サ ー ビ ス

15.9

7.9

2

5

17.4

10.2

合 計 23.8 3 27.6
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5)シ ステム ・ソ フ トウ ェア製 品

高度成長 の10年 間が過 ぎ、 システム ・ソフ トウェア製品分野 は コン ピュー タ機器市

場 の停滞 に伴 って不調 とな って きた。 この主 な原因 はダウ ンサ ウジングの波で ある。

ユーザ は大 型機 器の構成 よ り も、低 コス トの ミニ コ ンピュータや ワー クステー シ ョン

プ ラ ッ トフ ォー ムを選ぶ よ うにな った。UNIXベ ースのオ ープ ンシステム ソフ トウ

ェア は1992年 の10億 ドル(7億ECU)か ら1997年 の38億 ドル(28億ECU)に 伸 び

ると予想 され て いる。 この間の平均成長 率 は31%で あ る。

コ ンピュータ市場の競争激 化 を受 けて機器ベ ンダによるソフ トウェア製 品の一括販

売 とい う商 習慣 が広が り、 その影響 で システ ム ・ソフ トウェア製 品市場 の成長 が鈍化

す るとみ られ てい る。今後5年 間の平均年 間成長率 は7%に 達す るにす ぎないだ ろ う。

但 し、数字 は低率 だが1997年 の市場規模 は200億 ドルを上 回 る ことになろ う。

システム ソフ トウ ェア製 品分野(コ ンピュータハ ー ドウェアの オペ レー シ ョン開発

環境 全般)と ア プ リケー シ ョン ・ソフ トウェア製 品分野 は、 いずれ も過去10年 間 に大

きな成 長 を遂 げて きた。1979年 には10億 ドル に満 たなか った売上高 は1989年 に は180

億 ドル を越 え る まで にな り、10年 間の年 間平 均成長率 は25%を 上回 った。表1-8に

示す よ うに、今後5年 間の成長率 予想 はこれ よ りもかな り低 い レベル とな ってい る。

システム ・ソフ トウ ェア製 品市場 に潜在 す るマイナス要 因 は、事実上複数 の規格 が

存在 す ることで あ る。規格が 機能す るよ り も先 に製 品が売 り出 され るので、 ユーザが

混乱 して いる。 これが、逆 に製品が ベ ンダとユ ーザの両方 に受 け入れ られ るのを遅 ら

せ る原因 とな って いる。 しか し、 ポ ピュラーな システムの規 格、特 にWindouwsやUN

IXは 市場 に多大 な影 響 を与 えてお り、他 の システム ・ソフ トウ ェア製 品を圧倒 す る

形 で急成長 を続 けて いる。

表1-8シ ステム ソフ トウ ェア市場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ド ル

分 類 1992 .

1992-1997

年 間平均 成長率

(%)

1997

メ イ ン フ レ ー ム

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ

ワー クス テ ー シ ョ ンとPC

6.6

4.4

3.0

1

8

16

7.0

6.4

6.3

合 計 14.0 7 19.6
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6)プ ロフ ェ ッシ ョナ ルサ ー ビス

プ ロフェ ッシ ョナ ルサー ビス市場(表1-9)は 、 ヨー ロ ッパ の情 報 サー ビス ビジ

ネ ス最大 の分野 であ る。1991年 の総 額 は250億 ドルで ヨー ロ ッパ市場 全体 の25%を 占

め、 アプ リケー シ ョンソフ トウ ェア製品 とシス テム ソフ トウェア製 品の合 計額 を約30

億 ドルを も上 回 った。 ヨー ロ ッパ の プロ フェ ッシ ョナルサー ビス市場 は細 か く分割 さ

れて い る。独立系 のCapGeminiSogetiは この たび市場 の トップに立 ったが、 それで

もシェア は5%に 満 たない。買収 や提携 の件数 は多 いが ヨー ロ ッパ全 域で ビジネスを

展 開す る企業 は ほんの数社 に限 られ、 それ もフラ ンスやアメ リカの企 業が ほ とん どで

あ る。留 まる ことの ない市場 の成長 と不景気 に よるユ ーザ支 出の停滞 で競争 が激化 し、

古 参企業 も新参 企業 もこぞ って新 しい形の ビジネス戦略 を取 り入れ始 め た。戦 略 を タ

イプ分 けす る と以下の よ うに な る。

*ソ フ トウ ェアの新技術 、規格 、手 続 き等 を他社 に先駆 けて採用す る ことによ って、

生産 性 の向上 を図 る。

*既 存 の顧客 に提供す るサ ー ビス内容 を拡大 して増収 を図 る。

*よ り長期 の関係 を得 られ るよ うな新 サ ー ビスを開発 し、 企業の取締 役会 や意思 決

定者 へ のア クセ スを確保 して新規顧 客 の獲 得を狙 う。

表1-9プ ロフ ェ ッシ ョナルサ ー ビス市場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位10億 ド ル

分 類 1992

1992-1997

年 間平均成長 率

(%)

1997

ISコ ン サ ル テ ィ ン グ

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発

教 育 ・ 訓 練

アプリケー ションマネ ジメン ト

3.7

19.3

2.7

0.8

12

8

6

27

6.4

28.3

3.5

2.7

合 計 26.4 9 40.8

ヨー ロ ッパの プ ロフェ ッシ ョナルサ ー ビス市場 は1990年 ～1991年 の予想 よ りも緩 や

か に成長 す るとみ られ、1997年 までの年平均 成長 はわずか9%の 予想で あ る。成長 の

鈍化 は契 約 ス タ ッフ、新 規の 開発 プロ ジェク トそ して教 育 ・訓練 の需要 が落 ち込 んで

い ることに起 因す る。 これ らの傾 向すべ て は景気後退 の直接的 な影 響 であ る。情 報 シ
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ス テム予算 の節減 は契約 業者へ の仕事の減少 を招 く。訓練支 出を最小 にす るための予

算 カ ッ トに伴 いス タ ッフの回転率 は低下 した。

この市場 で活躍 す るサー ビス企業 は多種多様 で ある。各産業市場 の間隙 を狙 った ソ

フ トウ ェアソ リュー シ ョン開発 を専 門 とす る本 来のベ ンダにと って、最大 の脅威 は大

手 コ ンサルテ ィング業者 や国際機器 ベ ンダの子会社 であ る。

プロ フェ ッシ ョナル ・サ ー ビス市場 は、 これ まで常 にその大部分が個 々の顧 客のニ

ーズ に合 わせた ソフ トウ ェア ソ リュー シ ョンの開発業務で 占め られて いた
。景気 後退

で特 に打撃 が大 きか った分野 は2種 類 、す なわ ち実質 的な ソフ トウェア業務(仕 様 作

成 、 プログ ラム作 成、試験 、 イ ンス トール各作業)に 先行す る業務 とその後 の業務 で

あ る。前 者 は顧客 が様 々な選択肢 を評価 し、選 択す る際 の初期 コンサ クティ ングサー

ビス。後 者 はプ ロジェ ク ト成 功 に は不可欠 のマ ネー ジャ、ユ ーザ、情報 システム関連

ス タ ッフに対す る教 育 ・訓練 で あ る。 いず れの分野 も今 回の予想 は前 回の レベル を大

き く下 回 る結果 とな って い る。

ヨー ロ ッパの プ ロフ ェッシ ョナルサ ー ビス市場 で はフラ ンスが飛 び抜 けて大 き く、

ドイツ とイギ リスを合 わせ た規 模 にほぼ匹敵す る。 ヨーロ ッパの大手 ベ ンダはCapGe-

miniSogetiを 筆頭 に して ほ とん どが フラ ンス国籍 であ る。

生 産性 と品質 の 向上 を迫 られ るベ ンダは、 ソフ トウェアの最新 ツール と手法 を包括

す る技術戦略 、す なわ ち リレー シ ョナルデ ータベース、4GL、CASEツ ール、 プ

ロ ジ ェク ト管理 手順 な どを大急 ぎで取 り入 れ た。顧客 は予算 を縮 小 し、市場で は競 合

企 業が ひ しめ き合 う中で、ベ ンダ は これ まで以上 に コス ト効果 を気 にす るよ うにな っ

た。彼 らは新規 顧客 の獲得 と利益率 の 向上 、 そ して新 しいプ ロジェク トへ発展 で きる

よ うな ソ フ トウェアの新技 術 を模 索 してい る。

ソフ トウェア ・メ ンテナ ンス とい うの は、既 に使用 されて い るソフ トウ ェアを更新

した り修 正 した りす る業務 で あ るが、大抵 の プ ロフ ェッシ ョナルサー ビスベ ンダに と

って は非常 に 目立 たない分野 で あ る。 しか し、企業 の情報 システム部 門 はその予算 の

50～80%を ソフ トウ ェアの メ ンテナ ンスに費や して い ることが判 明 して いる。多 くの

プ ロフェ ッシ ョナルサ ー ビスベ ンダ は新規 開発 プロ ジェク トとい う魅力的 な分野 を主

部 門 と して い るが、新規 プ ロ ジェク トを巡 る競 争激化 を背景 に、 ソフ トウ ェアメ ンテ

ナ ンス とい う未 開拓分野 に 目を 向け る ところが徐 々に増 えて きた。

ビジネ スの成功 と情報 システ ム投資の 関係 は、 まだは っきり しな い。 しか し、多 く

の企業 に と って 「情報 システ ム戦略 と ビジネ ス戦略 を密接 に連携 させなが ら展 開 して

い くことが不可欠 で あ る」 とい う認識 が確実 に定着 しっっ ある ことは疑 問の余地 がな

い。現 時点で、情報 システム と ビジネス とい う異種戦略のギ ャップを埋 め る ことがで

き、 かつ いずれ の分 野 にっ いて も専 門的 なア ドバ イスを提供で きるプロフ ェッシ ョナ

ルサ ー ビスベ ンダ は、 ヨー ロ ッパ の企業上層部 への売 り込み において極 めて有利 であ
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る 。

7)ネ ッ トワー クサ ー ビス

ネ ッ トワー クサー ビスの利 用 は ①私 的 ネ ッ トワー クか らの 自然 な移行 ②新 しい

デー タネ ッ トワー ク要求 を伴 う組織 に対 す る意 見の高 ま り、の2つ が考え られ る。

企 業の デー タネ ッ トワー クは もはや技術専 門職 だ けの部 門で はない。 と くに不況下

で はネ ッ トワー クは財政上 の重荷 に も、価値 あ る ビジネス資産 に もな りうる。 ネ ッ ト

ワー クコス トを検 査 し、ネ ッ トワー クの ニーズを満足 す るよ うな代 替手段 の調 査 を実

施 す る企 業が増 えて い る。

ネ ッ トワー クに対す るユ ーザ の態度の変化 とEDIの よ うな新 しい ビジネ スの 出現

によ り、 ネ ッ トワー クサ ー ビス部 門全体 は10年 間、年平 均17%で 成 長 しっづ け ると予

想 されて い る。 昨年来 、市場全体 の大部分 に続 いてい る深 刻 な不 況 に もかか わ らず、

市場全 体 は成長 を持続 して い る。市場規模 は1997年 に は105億 ドル に達 す る と予想

され る。

INPUTは ネ ッ トワー クサー ビス市場 を構成部 分 に分 けて定 義 して いる。 ネ ッ ト

ワー クサ ー ビスの公式 の定義 は2っ の基本的 な細分 野で あ るネ ッ トワー クアプ リケ ー

シ ョンと電子情報 サ ー ビスか らな る(表1-10)。

表1-10ネ ッ トワ ー クサ ー ビス市 場 の 動 向

(出 所:INPUT)

単 位10億 ド ル

分 類 1992

1992-1997

年 間平 均成長率

(%)

1997

電 子 情 報 サ ー ビ ス

ネ ットワークアプリケー ション

3.6

1.4

10

29

5.7

5.1

合 計 5.0 17 10.9

現在 ネ ッ トワー クサ ー ビス市場 の 中で最 も大 きい分 野 で、 また予測 に はい って も成

長 し続 け る電子情報 サ ー ビス市場の成 熟 は、 ネ ッ トワー クア プ リケー シ ョンに比べ て

ゆ っ くり成長 す るとみ られ る。 ネ ッ トワー クア プ リケ ー シ ョン市場 は予想期 間の終 わ

りまで に比較 しうる価値 に達 す る。

一方 、今 の と ころ最 も小 さい市場 であ るEDIは 活動 の最 も大 きなエ リアを提供 し
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て お り、今後5年 間に も年平均 で38%の 最 も良 い伸 び率 を示 す とみ られ る。 しか し、

民 間の ネ ッ トワー ク機 器 メーカの主 な市場 で、従来 テ レコ ミュニケー シ ョンに多大 な

費 用 を投 入 して いた金融機 関 は、 ネ ッ トワー クサー ビスのベ ンダが考えて いた ほど興

味 を示 して いない。金融機 関 は特 にイギ リスにおいて、サ ー ドパ ーテ ィーのネ ッ トワ

ー クサー ビスの利 用 に関 して とて も保 守的で あ り、他 に費用 を支払 うよ りも自 らの ネ

ッ トワー クサー ビスでEDIサ ー ビスの収入 を得 た いと考えて い る。

政 府 と流通 産業 は この5年 間にネ ッ トワー クサ ー ビスの利用 において最 もよ く伸 び

た産 業分類 であ る。政 府 は私 的なネ ッ トワー ク機 能 を有す る政策 において アウ トソー

シ ングサー ビスが増 えて いる。 また、 これ らの組織 におけ る高 い レベルの管理 自体 が

EDIの 利 用 を招 いてい る とい う認 識 がます ます高 ま ってい る。

流通 と製造業 はEDI分 野 での ネ ッ トワー クサー ビスを利 用 して いる。 この利 用 は

増 え は じめて お り、特 に流通 分野で は国際通信 の利 用が高 い レベル に達 して い る。

8)シ ステ ムオペ レー シ ョン

ヨー ロ ッパ全 体 を通 して、情報 サ ー ビス市場 は1991年 に景気が落 ち込 み、1992年 ま

で続 くとみ られて い る。 これ は景気 後退 と、情 報 システムが過去 において ビジネス利

益 の分配 に失敗 した とい う上級 管理 者 の認識 が原因 とされ る。 それ故 、上級管理者 は

企 業の情 報 システム支 出の縮小 と同時 に、情報 システムの効 果を改良す る方 向に興味

を もって いる。 改良 され た効 果 は以下 の よ うな戦略 と して議論 された。

・ビジネス処理 の みなお し

・ビジネスの単位 別あ るい は部 門別管理 に対 す る情報 システ ム責任の譲渡

そ して、 コス ト削減 に は次 の よ うな方 法が議論 されて いる。

・ダ ウンサ ウ ジング

・標準 ア プ リケー シ ョンソフ トウ ェア製 品の利用の増加

・ア ウ トソー シ ング

加 えて景気後 退 によ り、大 多数の組織 で事業管理 の簡略化 や アウ トソー シングの シ

ステムオペ レー シ ョンによ る情報 システ ムの コス ト削減 をせ ざるを得 な くな った。 こ

れ は情報 システ ムの イ ンフラス トラクチ ャーの管理 に適合 す る。市場 の重要 な後 押 し

と して は以下 の ものがあ る。

・プラ ッフ ォームオペ レー シ ョン

・ネ ッ トワー ク管理

・デス ク トップサ ー ビス

全体 的な影響 は、 ヨーロ ッパ におけ るシステムオペ レー シ ョンの受容の急激 な増 加

で あ る。 これ は表1-11で 示 され るINPUTの ヨー ロ ッパ システムオペ レー シ ョン
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市場の予想に も反映 されている。

表1-11シ ステムオペ レー シ ョン市場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ド ル

分 類 1992

1992-1997

年 間平均成 長率

(%)

1997

ブ ラ ッ トフ ォ ー ム オ ベ レ ー シ ョ ン

ア ブ リケ ー シ ョ ン オ ペ レ ー シ ョ ン

デ ス ク ト ッ プ サ ー ビ ス

ネ ッ ト ワ ー ク 管 理

1.3

0.9

0.3

0.4

19

21

32

24

3.0

2.3

1.1

1.2

合 計 2.8 22 7.5

ヨー ロ ッパ の中で、 ア ウ トソー シングの採 用が増えて い る分野 は、 この数 年利益 マ

ー ジンが 急速 に低 下 して い るよ うにみえ
、今 は大 きな費用 削減 プログラムを実行 中の

銀行 で あ る。

もしイギ リスのPRIVATISATIONプ ラ ンが 他の 国で も採 用 され た るとすれ ば、政府部

門 は今後5年 間に最 も大 き く成長 す る機会 を提供す る可能 性が あ る。

高 い市場 の成長 とIBMやDECの よ うな大 手 システムベ ンダか ら受 ける脅威 に直

面 して、 ヨー ロ ッパ の シス テムオペ レー シ ョンベ ンダ は地理 的 なカバ ーカ を広 げて 、

全 ヨー ロ ッパ の役割 をひ き うけよ うと努力 して いる。

1990年 代初期 、 システムオペ レー シ ョンベ ンダは この分野 で重要 な革新 を遂 げ よ う

とす る企業 を対象 に新 たな好 機 を掴 んで躍進す るとみ られ た。 ユ ーザの例 と して は、

経 営革新 を行 いた いと願 う企業や、乏 しい管理 資源を 中核事 業に集 中させ るこ とを 目

指 し、 その手段 と して情報 システム機能 を外部 サー ビスか ら得 ることによ って コス ト

削減 な どの効果 を狙 う企業 が挙 げ られ る。

ヨーロ ッパ全域 で ビジネスを展 開す るEDS、IBM、DEC(潜 在能力 と して)

は別 に して、大多数 のベ ンダ は自国の市場 で 自国の企業を ライバ ル と して競争 してい

る。 しか し、 ビジネスの対象 が国内か国際 かを問 わず、 これ らすべ てのベ ンダが 開拓

可能 な潜在市場 は現 時点で実現 して いる市場 よ りもはるか に大 きい。 システムオペ レ

ー シ ョンベ ンダに とっての最大 の ライバ ル は
、社 内情報 システム ソ リュー シ ョンで あ

る。 システムオペ レー シ ョンベ ンダが 目指す べ きは、現 在社内処理 に回 されて い る仕
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事 をで きるだ け多 くシステムオペ レー ション契約 と して勝 ち取 ることであ る。

9)シ ステムイ ンテグ レー シ ョン

ヨーロ ッパ の システムイ ンテ グ レーシ ョンプロ ジェク トの大多数 はオープ ン システ

ム機 器をベ ースに して い る。パ ソコ ンLANを ベ ースと したプ ロジェ ク トが市場 の4分

の1を 占めて い る一方 で、UNIXの 中型 システムをベ ース と した プロジェ ク トは シ

ステムイ ンテ グ レー シ ョン活動 の3分 の1以 上 と推 定 され る。

これ らの比率 は今後増 え ると予想 され るが 、大型機 ベー スのプ ロジェク トはOLT

Pシ ステムが求 め られ るシステ ムイ ンテグ レー シ ョン市場 の重要 な構成物 のひ とっ と

して残 るだろ う。他 の中型機 をベ ースと したプロ ジェク トはシステムイ ンテ グ レーシ

ョン市場 では ご く少数 で、わずか にIBMAS/400が 市場 で信頼 を得 てい るに

す ぎない。

分散 システムの採 用 とイ ンターオペ ラビ リテ ィの需要 の増大 で、ネ ッ トワー クイ ン

テ グ レーーーションプ ロジェ ク ト市場 は急速 に成長 しっづ けて い る。1991年 にネ ッ トワー

クイ ンテ グ レー シ ョンプロジ ェク トは システムイ ンテ グ レー シ ョン活動 の4分 の1以

上 を 占めて いた。 ヨー ロ ッパの プロフ ェッシ ョナルサー ビス収入、特 にカス タム ソフ

トウェア開発、教育 ・訓 練 は1991年 に前例の ない低 い成長(9%)を 示 したが、 シス

テムイ ンテ グ レー シ ョンは景 気後 退 に もかかわ らず17%成 長 であ った。

この傾 向 は今後5年 間の予測 で も続 き、 システムイ ンテ グ レー シ ョンは年平均18%

で成長す る と して いる(表1-12)。 これ はプロフェ ッシ ョナルサ ー ビスの予想値 の

2倍 の成長率 であ る。

表1-12シ ステムイ ンテ グ レー シ ョン市場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ド ル

1992-1997
分 類 1992 年間平均成長率 1997

(%)

装 置 1.6 14 3.0

ア ブ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト ウ ェ ア ン 0.2 24 0.5

シ ス テ ム ソ フ ト ウ ェ ア 0.1 21 0.3

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル サ ー ビ ス 2.2 19 5.3

そ の 他 0.1 15 0.2

合 計 4.1 18 9.3
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将来 においてよ り良 い投 資価値 を達 成す る努力 と して上級 管理者 は情報 システム支

出の削減 とプ ロジェク トの ビジネ スと しての理 由づ けに悩 んでい る。 この ビジネスの

正 当性 は グルー プの舵取 りをす ると認め られて い る上級 管理者 の グル ープの確立 や、

情報 システ ムの管理の エ ン ドユ ーザへの移行 とい う議論 を よんで いる。 これによ り、

情報 システ ム開発 に係 わ る作業 の大半 は社 内情報 サー ビス部門で はな く、外部 の シス

テム イ ンテ グ レータによ って実行 されて きた ことが明 らか にな った。

システムイ ンテ グ レー シ ョンプ ロジェク ト獲得 にお ける上級管理者 とエ ン ドユ ーザ

の部門別 の管理 は重要 にな って きた。 この傾向 は システムイ ンテ グ レーシ ョン市場 を

活性化 させ るけれ ど も、 それ はまた ビジネスア ドバ イザ よ り も技術者 で ある と認識 し

っづ け るベ ンダの大部分 に変 化 をあたえて い る。 この変化 に合 わせてベ ンダは彼 ら自

身 のマネ ジメ ン トコンサル タ ン ト能力 を確立 し、会計管理 技能を取 り入 れたが ってい

る。

オ ープ ンシステム、 クライア ン ト/サ ーバや イメー ジ処理の よ うな新 しい技術 はま

た ビジネスプ ロセ スの見直 しを促進 す るとい う点で主 とな る役割 を果たす。社内情 報

システム部 門がそれ らの技術 ア プ リケ ーシ ョンの限 られ た公表 で しかな い以上、外部

ベ ンダの助力 が必要で あろ う。

企業 はまた能率 を追求 し、競争上の優位点 を組織 に提供 す るため に ビジネスプ ロセ

スの見直 しを考 えて い る。大 部分 の ビジネスプ ロセスで見直 しが必要 となるい るとこ

ろで はお そ らく組織 はア ジスタ ン トと して外部 コ ンサル タ ン トを利用す ることにな る

か もしれ ない。ANDERSENCONSULTING、CSCINDEX、GEMINICONSULTINGな ど、 この よ

うな技術 に重 点をお いて いるベ ンダがあ る。

システムイ ンテ グ レー シ ョンは異な った環 境 を統合す る とい う解 決を生 み 出す可能

性 を提供 した。他の システム ソ リュー ションの モデル とは異 な る3つ の見方 は

・システムの複雑 なマルチテ クノロ ジー性質

・システムのユ ーザ環境 への統合

・プロジェ ク トの超過 に対 す るペ ナルテ ィーの固定料金

ヨー ロ ッパの システム イ ンテ グ レー シ.ヨン市場 の4分 の3近 くが 、 フラ ンス、 ドイ

ツ、 イギ リスの主要3ヵ 国で 占め られてい る。 ドイツは今後 イギ リスを追 い越 して ヨ

ー ロ ッパ最大 の国別 システムイ ンテ グ レーシ ョン市場 となる とみ られてい る。 旧東 ド

イツで は、現在 イ ンフラス トチ ャと諸施設の再開発が進 め られ てお り、今 後数年 間の

ドイツ市場 の急成 長 を支 え るとみ られて いる。一方、 イギ リスは経済停滞で大規模 プ

ロ ジェク トのかな りの割合 が延期 されて い るため、やや停滞気 味 となる見込 みであ る。

ただ し、 システムイ ンテ グ レー シ ョン市場 の原動力 は超大規 模 プ ロジェク ト中心 か

ら中規模 プロ ジェク ト中心 へ と移行 してい く。

ヨー ロ ッパの システ ムイ ンテグ レー シ ョンビジネ スに関す る産 業市場分析 によると、
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政 府分野 の契 約 の比率 は引続 き高 い。 そ もそ も、 システムイ ンテ グ レー シ ョンの コ ン

セプ トは、 この分野 、特 に防衛 関連か ら生 まれ てい る。 ただ し、防衛分野 は市場全 体

の 中で は成長 率予想 が最 も低 く、民事 政府分野 と商業分野 の方 がかな り上 回 って いる。

民事 政府分 野の成長 はEC1992法 に基 づ く民 間調達 プ ロジェク トの開始が大 きい。政

府 の民事 、防衛 と も、 自動化 プロ ジェク トが 引続 き市場成長 の重要な要 因 とみ られて

い る。

ベ ンダ もまた システ ムイ ンテ グ レー シ ョン市場 に参入 しようと して い る。IBM,DEC,

GROUPBELL,SIEMENSNIXDOLF,ICLの よ うな大手機器 メー カは強力 に システム イ ンテ

グ レー シ ョンに ターゲ ッ トを絞 って い る。 これ らの企業 は提供 す る機器 の商 品化 に熱

心 で、顧 客の ロイヤ リテ ィを落 と した。

これ らの大 きな競 合相手 －CapGeminiSogeti,SEMAGROUPの よ うなプ ロフェ ッシ

ョナルサ ー ビスベ ンダは また、社 内情 報 システム部 門 より もエ ン ドユ ーザ と上 級管理

者 が ビジネスの主 要 な ソー スにな るとい う市場 の変化を認 めて いる。 これ らの企業 ぱ

能力 のあ る技術 者"か ら"ビ ジネス コ ンサル タ ン ト"に イメー ジを変 えた いと思 って

い る。

10)大 手ベ ンダの状況

表1-13に ヨー ロ ッパの大手情報 サ ー ビス産業の上位10社 を リス トア ップ した。収

入 の分類 はINPUTが 分 けた9つ の モー ド(機 器 サー ビスは今年度 初めて)す べて

を トー タル と して い る。 これ ら上位10社 の収 入 を合算 した もの は1991年 に ヨー ロ ッパ

全体 の支 出のお よそ30%に あた る。

1990～1991年 にか けて、 いず れの大手機 器ベ ンダ もソフ トウェアサー ビス提供 業者

と して実力 を強化 し、社 内にお ける この部 門の利益貢献度 を向上 させ るために大 々的

な組織改革 を行 った。ハ ー ドウェアの価格 レベ ル とそれに よる収 入の低下 は急激 で、

間接 費 を削減 した ぐらいで は追 いつか なか ったのであ る。機器 ベ ンダにと って これ ら

の業務 の再 編成 は最優 先事項 であ るが 、再 編成 の大手術 をお こな った後 も存続 が危ぶ

まれ る企 業 もい くっか ある。

CapGeminiSoget(CGS)は ヨーロ ッパ の主要企業 を買収 して ビジネスを拡大 して き

た。1991年 に行 った最 大規模 の投資 はDaimler-Benzグ ルー プによる特殊会社Sogetiへ

の36%の 資本参加 であ る。1992年 にCAPDebisはDaimler-Benzの 子会社で あ るDebis

Systemhausと 合弁 し、 さ らに2っ の大手 企業 スイスのProgramator社 とオ ラ ンダの

Volmac社 の主 な所有権 を得 た。CGSは 世 界へ の野望 を抱 いて いるが、 それを達成 す る

ため には この規模 の提携 を さ らに数回行 う必要 があ る。Sogetiも 所有す るマネ ー ジメ

ン トコ ンサル テ ィング会社 を まとめてGeminiConsultingを 設 立 し、包括 的なサ ー ビ

スを提供す るた めの体制 を強化 した。
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表1-13ヨ ー ロ ッパ にお け る大 手情報 サー ビス産業 ベ ンダ

(出 所:INPUT)

ベ ン ダ 国 籍 推 定 売 上 市場 シェア

単 位:百 万 ドル (%)

IBM ア メ リカ 9,500 10.2

DEC ア メ リカ 3,500 3.7

Siemens-Nixdorf ド イ ツ 3,050 3.3

Bul1 フラ ンス 1,830 2.0

Olivetti イ タ リア 1,790 1.9

ICL(Fujitsu) イギ リス 1,720 1.8

CapGeminiSogeti フ ラ ンス 1,720 1.8

Reし1ters イギ リス 1,510 1.6

Unisys ア メ リカ 1,400 1.5

AT&T ア メ リカ 1,280 1.4

大 手 合 計 27,300 29.2

市 場 合 計 93,500 100.0

CGSが1991年 に得 たすべての収入 は表1-14で 示 した機器 ベ ンダ と機器 サー ビス

収 入 を除 いた分析 であ る。

REUTERSは 、 電子情 報サ ー ビス と顧客宅 内での利用 をサ ポー トす るター ンキ ー シス

テムの提供 で は圧倒 的 に強 い。 元来 、 プ ロフェ ッシ ョナルサ ー ビスベ ンダであ る
。

Microsoftの 製品 は、 ヨーロ ッパ 市場で活動 す る事実上全 てのベ ンダによ
って販売

され て いる。 この事実 だけを と って も、同社 は市場 に対 して現 実の収 入 レベ ルを超 え

た影響力 を持 ってい る。

AndersenConsultingは1991年 には30%の 成長 を遂 げて いるが
、1992年 には もうす

こ し低 下す るとみ られ る。 ヨー ロ ッパ におけ る主 な市場 は ドイツ
、スペ イ ン、 イギ リ

スで あ る。基本 的 には大手 マ ネー ジメ ン トコンサル テ ィング会 社で あ り
、 その上 包括

的 な情報技 術 サー ビス も提供 す る とい う独特 の利 点を生か して、多数 の顧 客 を獲得 し

て いる。 国際ベ ンダ と して は上 位3位 に数 え られ る
。

ヨーロ ッパ の ソフ トウ ェアサー ビス産業 の上 位10社 を リス トア
ップ した。 上位30社

の うち、 アメ リカが10社 、 フラ ンスが9社
、 ドイツ とイギ リスが2社 、 イタ リアが1

社 で あ る。 ヨー ロ ッパ のベ ンダの圧 倒的多数 が国内での ビジネ スが中心で 国際 的な活



動が少 な いの に対 し、 アメ リカのベ ンダ はヨー ロ ッパ全域 をカバ ーす る幅広 い ビジネ

ス基盤 を築 いて いる。

1990年 代、 ヨー ロ ッパ の情 報 サー ビス産業 で は、80年 代以上 に合併 と吸収が繰 り広

げ られ る ことは想像 に難 くな い。技術 の進 歩 と顧客 のニー ズの多様性 によ り
、ベ ンダ

はさ らに広範 な特 殊技術 の一括提供 を求 め られて いる
。 この対応策 と して ベ ンダ は提

携 、吸収 、合 併 を繰 り返 し、つ いには ヨー ロ ッパ全 域のニ ーズに対応 で きるマ ンモス

ベ ンダ と、独 自の サー ビスで市場 の間隙 を守 り抜 くスペ シャ リス ト・リーダ とに二 分

化 す る新 た な市場構 成 を作 り上 げ ると予想 され る。

1990年 代 を通 して、機器 ベ ンダは従来 の独立系 プ ロフェ ッシ ョナルサー ビスベ ンダ

に対 す る最 も大 きな脅威 とな りそ うで あ る。

サー ビスベ ンダの望 むカ スタム ソフ トウェア開発 に対す る需要 は
、 ゆるやか な業界

の再 編成 とい う結 果 にあ らわれて いる。

表1-14ヨ ーロ ッパ にお け る独 立系情報 サー ビス産業ベ ンダ

(出 所:INPUT)

ベ ン ダ 国 籍 推 定 売 上* 市場 シェア

単位:百 万 ドル (%)

CapGeminiSogeti フ ラ ンス L710 2.2

Reuters イギ リス 1,500 1.9

Mi,crosoft ア メ リカ 950 1.2

AndersenConsulting ア メ リカ 910 1.2

Finsie1 イタ リア 870 1.1

EDS ア メ リカ 720 0.9

SemaGroup フ ラ ンス 705 0.9

ComputerAssociates ア メ リカ 580 0.7

Sligos フ ラ ンス 455 0.6

GSI フ ラ ンス 440 0.6

独 立 系 合 計 8,840 11.3

市 場 合 計 78,500 100.0

*:機 器 サ ー ビス収入 は除外



1.3.5産 業市場機 会

表1-15にINPUTが ま とめ た1991年 ヨー ロ ッパ の情報 サ ー ビス市場 の産業別 の マ

ーケ ッ ト状 況を示す 。

同表か ら も明 らかな よ うに、全 ヨー ロッパ のエ ン ドユ ーザ支 出にお いて製造業 が断然

トップ とな ってお り、次 いで銀行 お よび金 融で あ る。 いずれ の部 門 も過去2年 間で市場

全 体 に 占め るシェアが1%ず っ減 少 した。

今後 の成長 とい う観 点か らす ると、加 工製造業 が最 も有望 であ り、 特 に食 品、飲料 、

薬 品の各分野 か らの積極的 な投資 が期 待 され る。公益事 業、銀 行、運 輸 も平均 を上 回 る

成長 予想 とな って いる。

1993年 に はEC諸 国 間の貿易障壁 が取 り除かれ るのだが、時期が せ ま って くるにっれ

て期待感 が薄れ て い る。買 収、合 併、売却 な どの動 きを活発化 させ 、大 がか りな再 編成

の き っか けを もた ら したの は市場 統合計画 で あ ることに疑 いの余地 はな いが 、情 報 サー

ビス業界 に慌 ただ しい動 きを見せ るベ ンダはほ とん どみ られない。 ただ し、現 在 ヨー ロ

ッパ もし くは世 界市場 におけ る全 拠 点 に統一 のア プ リケー シ ョンソ リュー シ ョンを網羅

す ることを計画す る国際ユ ーザ企業 のニ ーズ は確 か に変 わ った。 これ らの企 業 は、ア プ

リケ ー シ ョンソ リュー シ ョン設 置後 のサ ポー トを重視 し始 めて いる。

これ か ら国際市 場 に乗 り出 そ うとす る中心 ベ ンダは、すで に ヨー ロ ッパ全 域 で事 業 を

展 開 して いるベ ンダまた はパ ー トナー シップによ って これ を達成 しよ うとす るだ ろ う。

表1-15ヨ ー ロ ッパ にお ける情報 サ ー ビス産業分 析

(出 所:INPUT)

市 場 分 類
1992年 市場規模

(単 位:百 万 ドル)

割 合

(%)

産業 別分析合 計(rounded) 62,800 57

製造業 16,950 16

銀行および金融 15,900 14

サ ー ビス 6,400 6

流通 4,960 4

中央政府 4,890 4

地方政府 3,750 3

その他産業 9,920 9

業際分野 6,900 6

システムソフトウ・ア製 品 14,000 13

その他 2,600 2

ソフトウ・アと サービス 合 計 86,000 78

機器 サ ー ビス 23,700 22

情報サービス産業 合計 110,000 100
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1.4ヨ ー ロ ッパ に お け る ソ フ トウ ェア 産 業 の 動 向

序

ヨー ロ ッパ にお け る情 報 産 業 の 調 査 に 関 して 、 高 い評 価 を 得 て い るOvum社(OvumLtd .

7RathboneStreetLondonWlpIAFEngland:日 本 代理 店 ㈱ ビ ジネ ス リ ンク)で は毎 年

ヨー ロ ッパ の ソ フ トウ ェ ア産 業 にっ い て 、rSoftwareEourope」 を取 りま とめ て い る。

以 下 は、 同 レポ ー トか らの抜 粋 で あ り、 掲 載 した 図表 の 全 て の 版 権 は 、 同 社 が 保 有 す る

もの で あ る。

1.4.1ヨ ー ロ ッパ にお ける ソフ トウ ェア市 場の動 向

1)市 場全体 の動 向(単 位=10億ECU)
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2)ソ フ トウ ェア市場 の 内訳(出 所:Ovum)

① 国別比率

1992年 1997年 平均成長率

(%) (%) (%)

フ ラ ン ス 17 17 13

ド イ ツ 26 27 13

イ タ リ ア 12 12 12

オ ラ ン ダ 3 3 13

ス ペ イ ン 5 5 14

ス ウ ェ ー デ ン 3 3 12

イ ギ リ ス 17 17 12

そ の 他 17 17 12

合 計 100 100 13
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② ソフトウ・ア分野 別比率

1992年 1997年 平均成長率

(%) (%) (%)
シ ス テ ム ・ソ フ トウ ェ ア

オペレーティング ・ システム 15 14 11

ユ ー テ ィ リテ ィ 9 8 ・11

通 信 ソフ ト 6 8 18

TPモ ニ タ 3 2 8

デ ー タ ベ ー ス 5 5 14

CASE 2 2 24

4GL 3 4 14

システム ・ ソフ トウ・ア小 計 43 43 13

ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ トウ ェア

ビジネス ・デスクトップ 11 15 19

会計 ソフ ト 23 19 9

CAEソ フ ト 7 7 12

その他 アプ リケ ー シ ョン 16 16 12

アプリケーション ・ ソフトウ・ア小 計 57 57 13

総 合 計 100 100 13
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3)ヨ ー ロ ッパ に お け る パ ッケ ー ジソ フ トウ ェア ベ ン ダ トップ50社

(出 所:Ovum)

ランク 企 業 名 国 籍 全階程曙耕 ヨ容ツバ許(単 蹄 §万ECU)

1 IBM 了メリカ 64,792ド ル 21,5793,450

2 Siemens-Nixdolf ドイツ 12,100マ ルク 5.650620

3 Microsoft アメリカ 1,843ド ル 558491

4 ComputerAssociates ア刈 力 1,348ド ル 480475

5 Unisys アメ肋 8,696ド ル 2.219467

6 Bull フランス 34,600フ ラン 3.439360

7 ICL イ判 ス 1,876ボ ンド 2.220340

8 Digital アメリカ 13,911ド ル 4.243339

9 Oracle アメリカ 1,028ド ル 382248

10 Hewlett-Packard 了メ肋 14,494ド ル 3.430230

11 SAP ドイツ 707マ ルク 290204

12 Novell アメリカ 640ド ル 174170

13 Lotus アメリカ 829ドル 166166

14 01ivetti イタリ了 9,036,000リ ラ 4.637138

15 Intergroup アメリカ 1,195ド ル 325125

16 SoftwareAG ドイツ 712マ ルク 262123

17 Prime/ComputerVision アメリカ 1,380ド ル 370120

18 Wang アメリカ 2,091ド ル 595113

19 Datev ドイツ 740マ ルク 370103

20 McDonnellDouglas アメリカ 16,246ド ル 256100

21 NCR アメリカ 6,335ド ル 1.92097

22 SASInstitute アメリカ 295ド ル 9090

23 Autodesk アメリカ 285ド ル 8686

24 ASKGroup/lngres アメリカ 344ド ル 8485

25 CGS/Hoskyns フランス 10,020フ ラン 1.66983

26 GSI フランス 2,356フ ラン 32078

27 CGI フランス 1,780フ ラン 22172

28 WordPerfect アメリカ 452ド ル 7272

29 Dun&BradstreetIS アメリカ 549ド ル 11070

30 SunMicrosystems アメリカ 3,221ド ル 80069

31 Cincom アメリカ 160ド ル 6867

32 Cadence/ValidLogic アメリカ 392ドル 6464

33 Boriland 了メリカ 227ド ル 6060

34 Concept フランス 2,380フ ラン 26958

35 Compaq アメリカ 3,271ド ル 96056

36 Informix アメ肋 180ド ル 6054

37 SemaGroup フランス/イ判 ス 412.5ポ ンド 57452

38 Legent アメ1功 203ド ル 5252

39 Aldus アメリカ 168ド ル 5252

40 DassaultSystemes フランス 613フ ラン 5151

41 Tandem アメリカ 1,922ド ル 49350

42 SantaCruzOperation アメリカ 130ド ル 4848

43 AndersenConsulting アメリカ 2,256ド ル 68848

44 Finsiel イ列 ア 1,283,000リ ラ 83442

45 Apple/Claris 了メリカ 6,309ド ル 1.30042

46 InformationBuilders アメ|功 215ド ル 5042

47 Comshare アメリカ 124ド ル 4242

48 Ernst&Young アメリカ 5,406ド ル n.a.40

49 KHKSoftware ドイツ 65マ ルク 3737

50 Cognos カナダ 137カ ナダドル 3636
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1.50ECDに よ る情報 システム ・セキ ュ リテ ィ ・ガイ ドライ ン

OECDで は、1980年 にプラ イバ シーお よび個 人デ ータの越境流通 の保護 に関す るガ

イ ドライ ンを策 定 した が、 これ を もと に1985年4月 には、加 盟 国政府 に よ るTDF

(TransbordcrDataFlow:越 境 デ ータ流通)宣 言 がな された。 これ によ って、 これ まで

この分 野の法制度 面が未 整備で あ った加盟 国で も、対 応が迫 られ る ことにな った。 わが

国で も、1988年 には行政 機関 にお ける個人情 報の保護 に関す る制度が設 け られ、 また民

間部 門、金融部 門 にお け るガイ ドライ ンが策定 された。

当 時、欧州西側諸 国で は、 プライバ シーに関す る情報 の扱 いにっ いて、各 国の制度 の

違 いが デ ータヘ ブ ン(規 制 の厳 しい国か ら緩 やか な国にデー タが流 出す る現象)に よる

問題 を生 じさせ て いると して、早期 の解決策 を望ん でいただけ に、 この分野 で果た した

OECDの 役割 は大 いに評価 され た。 こう した成果 を受 け、その後 、OECDで は加 盟

先進 国全 体 にか かわ る新 たな課 題 にっ いて 、事務 局 レベ ルでの検討 が進 め られ て きた。

1989年 、OECDのICCP(InformationComputer&CommunicationPolicy:情 報

・コ ンピュータ通信 政策委員会)で は、事務局 を通 じ 「情報 ネ ッ トワー ク ・セキ ュ リテ

ィ」 と題 す る報告 を受 けた。 同委員会 で検討 の結 果、極めて重要 な課題 で ある との認識

か ら、 さ らに専 門家 に よ る詳細 な検討 を進 め るよ う指示 した。 このため、事 務局 で は

1990年3月 に加盟各 国か ら政府代表者 、法律家 、情報 ・通信 関連 の専 門家等を招 き、2

日間 にわた って検討 を行 った。 その検討 結果 を踏 まえ、ICCP委 員会 で は、 その重要

性 に鑑 み、情 報 システ ムのセキ ュ リテ ィに関す るガイ ドライ ンを策 定す ること と し、そ

の ドラ フ ト作成 につ き、 引 き続 き専 門家 グルー プで検討 して欲 しい 旨要請 した。

専 門家 グル ープで は、1991年1月 の第 一 回か ら1992年9月 まで、合計6回 の会議 を行

い、 その検討 結果 を1992年10月 のICCP委 員会 に提 出 した。 同委員会 で は、全員一致

で 同 ドラ フ トを承認 し、 同年11月 のOECD閣 僚理 事会 に提案 した。 同理事会 で は、審

議 の結 果1992年11月26日 付 で正 式 に、以下 に示 す3部 か らなる 「情報 システ ムセキ ュ リ

テ ィガイ ドライ ン」を採択 した。

(1)情 報 システムのセ キ ュ リテ ィに関す る閣僚理事 会勧告

(2)デ ー タ、情報及 び情報 システムのセ キ ュ リテ ィのための ガイ ドライ ン

㈲ 解説 のため の メモ ラ ンダム

(1)情 報 シ ステ ム セ キ ュ リテ ィ ・ガ イ ドラ イ ンに 関 す る委 員 会 勧 告

1992年11月26日

委 員 会 は、 以 下 の 事 柄 を考 慮 し、

1960年12月14日 のOECD協 定 、 特 に1(b)、1(c)、3(a)、5(b)

1980年9月23日 の プ ラ イ バ シー 及 び個 人 で デ ー タ の 越 境 デ ー タ の保 護 に関 す る

ガ イ ドラ イ ン 〔C(80)58(最 終 版)〕
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1985年4月11日 にOECD加 盟 国政府 によ って採択 され た越境 デ ータ流通宣言

〔C(85)139,付 属文書 〕

以 下の事柄 を認識 し、

コン ピュー タ、通信施設 、 コン ピュータ通 信網、及 びそれ らに よ り蓄積 又 は処

理 され、検索 され、伝送 され るデー タ及 び情報(そ れ らデー タ及 び情報 にはプ ロ

グラムや仕様 、保守 ・運 用 ・使用手順 を含 む)の 価値及 び利用 が高 ま りつつあ る

こと(以 後、集 合的 に情報 システム と呼ぶ)

情報 システムの国際 的性 格及 び世界 的 な広 が り

情報 システムが重要 な役 割 を果 たす よ うにな り、OECDに おけ る経済 ・貿易

または社 会 的、文化 的、政治 的分野 で情報 シス テムへの依存が 高 まりっ っあ るた

め、情報 システム の信頼性 を高 め るための特 別な取 り組みが必要 であ る こと。

情報 システム におけ る全 て のデー タ及 び情報 は、適正 な セキ ュ リテ ィ障壁無 し

で は、 紙 に書 かれ た文書 に比較 して、無権 限の ア クセス、使用 、悪 用、 改変及 び

破壊 に よる危 険が大 きいた め、 明 らか に害 を受 けやす く、無 防備 であ る こと。

情報 システムへ の リスクにつ いて周知 させ る必要性 、及 びそのよ うな リスクに

対処す るために利用可能 な対策 にっ いて周知 させ る必要性

情報 システム に関 して提起 され て くる問題 に、現在 の対 策 や実践 、手続 、規則

は充分 に対応 で きず、権利 及 び義務 、権利 の行 使、情報 システム及 び情報 システ

ムセキ ュ リテ ィに関す る権 利の侵害 に対 す る請 求及 び補償 の 内容 を明確 に し、予

見可能 の もの と し、必然 的な もの と し、統一 的な もの とす る必要性 が あ ること。

情報 システム に関 して提起 され て くる問題 、各国協調 的 な手段 を採 らな い場 合

に国 内 ・国際経 済、貿 易、及 び社会 ・文化 ・政治の場 での参加 に及 ぼす であ ろ う

悪 影響 、情報 システムセキ ュ リテ ィを推進す る共 通 の利益 に対処す るため、国際

協 調 を更 に進 めた い こと。

また、 さ らに次 の ことを認識 し、

ガイ ドライ ンは国家安全 保 障及 び公衆 の安寧 に関 す る国家主権 を侵す もので は

な く、常 に国内法 の要請 に従 うこと。

連邦 国家 の場 合 ガイ ドライ ンの遵守 が地方分 権 によ って影響 を受 け得 ること。

以下の事柄 を勧告 す る。

1.こ の勧 告 と一 体 をなす附属文書 であ るガ イ ドライ ンに規定 されて いる、情報 シ

ステムセ キ ュ リテ ィに関す る原則 を反映 した、対策 、実践、手続 きを確 立す る こ

と。

2.ガ イ ドライ ンの 実施 にあた り、協 議、協調 、協力 を進 め る。 これ には、情報 シ

ステムセ キ ュ リテ ィの ための互換性 の あ る標 準、対 策、実践 、手続 きの策定の た

めの国際協力 を含 む。
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3.ガ イ ドライ ンの適用 の ための特別の決議 に関 し、可能 な限 り迅速 に合意す るこ

と。

4.ガ イ ドライ ンに含 まれ る原則 の普 及 に大 いに努め る こと。

5.情 報 システムセキ ュ リテ ィに関す る問題 についての国際協力 を改善 す るとい う

観 点か ら、OECDガ イ ドライ ンを5年 毎 に見 直す。

(2)デ ータ、情報 及 び情報 システムの セキ ュ リテ ィの ための ガイ ドライ ン

1目 的

この ガイ ドライ ンは以下 の ことを 目的 とす る。

・情報 システ ムに対 す る リス ク及 びそれ らリス クに対処 す るための利用可能 なセ

キ ュ リテ ィ障壁 に対 す る認 識 を高 め る。

・情報 システ ムセキ ュ リテ ィの ための一貫 した対策
、実践 、手続 きの開発及 び実

施 のた め、公共及 び民 間部 門の責任者 の助 けとなる一般 的な枠 組みを策定す る。

・その よ うな対 策 、実践 、手続 きの開発及 び実施 にあた って の、公共部 門 と民 間

部 門 との協力 を推進 す る。

・情報 システム及 びそれが提供 され利 用 され る形式 に対す る信頼性 を高め る
。

・情報 システムの 国際 的な展 開及 び利 用 を促進 す る
。

・世界 的情報 システムセキ ュ リテ ィを達成す るための国際的 な協力 を推進 す る
。

皿 適用範 囲

ガイ ドライ ンは公共部 門及 び民 間部 門を対象 とす る。

ガイ ドライ ンは全て の情報 システム に適用 され る。

ガイ ドライ ンは、情報 システムセキ ュ リテ ィ提供 のための更 な る実践 、手 続 きが

追加 され得 る。

皿 定義

この ガ イ ドライ ンの 目的の ため、以下の表現 はそれぞれ次の意味 を持 つ こととす

る。

デー タとは、事 実又 は概念 、命令 が、人 間又 は自動 的手 段 によ る通信 、翻訳、処

理 に適 した形式 にな って い る ものを言 う。

情報 とは、現在 習慣 的にデ ータ とされて い るもの

情報 シス テム とは、 コン ピュー タ、通 信施設 、 コ ンピュータ通信網 、及 びそれ ら

によ り蓄積 又 は処理 され 、検 索 され、伝 送 され るデー タ及 び情報 を言 い、それ らデ

ータ及 び情 報 に はプログラムや仕様 、保 守 ・運 用 ・使 用手 順を含 む。

可用性:デ ー タ、情報 、情 報 システムが、適 時 に、必要な様式 に従 い、 アクセス

で き、利 用で きること。

機密性:デ ー タ及 び情報 が、権 限あ る者が、権 限あ る時 に、権 限あ る方 式 に従 っ
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た場合の み開示 され る こと。

保全性:デ ー タ及 び情報 が正確 で完全で あ り、か っ正 確性、完全性 が維持 され る

こと。

IVセ キ ュ リテ ィの 目的

情報 システム セキ ュ リテ ィの 目的 は、情報 システム に依存す る者 を、可 用性 、機

密性 、保全性 の欠如 に起 因す る危害 か ら保護 す る ことで あ る。

V原 則

1.責 任原 則(Accountability)

情報 システムの所有者 、提供者 、ユ ーザ その他情報 システ ムセ キ ュ リテ ィに関

わ る者 の責任 を明確 にすべ きで あ る。

2.周 知 原則(Awareness)

情報 システ ムへ の信頼 を高 め るため、情報 システムの所有者、 提供 者 、利 用者

その他 関係者 は、セキ ュ リテ ィ維持 と両立 す る範 囲内で、情報 シス テムセキ ュ リ

ティの ための手段 、実践、手続 きの存在 とお よその範囲 につ いて容易 に適切 な知

識 を得 ることが で きるよ うにすべ きであ り、 また、知 らされ るべ きで あ る。

3.倫 理原 則(Ethics)

情報 システム及 び情報 システムセキ ュ リテ ィは、他 の者 の権利 と正 当な利益 を

尊重 して提供 され利 用 され るべ きであ る。

4.多 面 的思考 原則(Multidisciplinary)

情報 システ ムセ キ ュ リテ ィのための対策 、実践、手続 きは、技術 、管理 、組 織、

運営 、営業 、教育 、法律 を含 む、その 問題 に関連す るあ らゆる考 え、視点 を考 慮

に入れ、 それ に注意 を向 け るべ きで あ る。

5.比 例原則(Proportionality)

セキ ュ リテ ィの要求 は、情報 システム によ って異 な るので あ って、 セキ ュ リテ

ィの レベル、 コス ト、手段 、実践、手続 きは、適正 で あ り、 かっ、情報 システム

の価値 と要求 され る信頼度 、セ キ ュ リテ ィが破 れた場合 の被害 の深刻度 、発生 の

可能性 、広が りに比例 した もので あ るべ きで あ る。

6.統 合性 原則(Integration)

情報 システムセ キ ュ リテ ィのための手段 、実 践、手続 きは、一貫 した システ ム

セキ ュ リテ ィ創 出の ため、相互 に、かっ 、組織 内の他 の手 段、実践 、手続 きと調

和 的 に統合 的 に行わ れ るべ きであ る。

7.適 時性原 則(Timeliness)

情 報 システ ムセキ ュ リテ ィの破 壊 を防止 し、 かっそれ に対応 す るた め、公共部

門及 び民 間部門 は、国 内、 国際の両 レベ ルにお いて、時宜 に応 じ協 調 的に行動す

べ きで あ る。
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8.再 評価 原則(Reassessment)

情 報 システ ム及 びそれ に対 す るセキ ュ リテ ィの要 求 は時 と共 に変わ るため、情

報 システムセ キ ュ リテ ィは、定期的 に再 評価 され るべ きであ る。

9.民 主制原 則(Democracy)

情 報 システ ムセキ ュ リテ ィは、民主主 義社会 におけ るデ ータと情報 の合法 的な

利 用及 び流 れ に適合 すべ きであ る。

VI.実 施

政府 及 び公共部 門 、民 間部 門 は、情報 シス テムを保護 し、 このガイ ドライ ンの原

則 に従 ったセキ ュ リテ ィを提供 す るた め、努 力すべ きで ある。 このガイ ドライ ンに

示 され る目的の達 成及 び原則 の実施 にあ た り、政府及 び公共部 門、民 間部 門 には、

情報 シス テムのセキ ュ リテ ィのため、適切 な、法律 、行政 ・自主規範 その他対策及

び実践 、手続 き、規則 の確 立及 び確 立の推進 ・支援 が求め られ る。規定 が まだ策定

され てい ない場合 、以下 の こ とをなすべ きであ る。

〔政策〕

以下 の事柄 に関す る規定 を含 む、適正 な政策 、法 、政令、規範、 国際協定 の採択及

び採 択 の推 進 を図 る。

・世界 的 に調和 した技術標 準、手段 及 び行為規範

・情報 システムセキ ュ リテ ィのための専門 的知識及 び最 良の実践の普及

・情報 システムの 中で
、又 は情報 システ ムによ って生成 され履行 され る契約 その

他 の書 類の構造 、有効性

・情報 セキ ュ リテ ィが破 れた と きの リス ク及 び責任 の分散

・情報 システムの悪 用 に対 す る刑事罰 、行政罰 その他刑 罰

・国外裁判 権 に関す る規則 を含む裁判所 の 司法適格性及 び他の機関の行政適格性

・相互援 助、犯罪人 引渡 その他刑事事件 における国際協力

・刑事裁判 、民事裁 判及 び行 政審判 で使 用 され る証拠 を情報 システムの中で獲得

で きる方 法、及 び刑事裁判 、民事裁判 及 び行政審判 にお ける、その よ うな証拠

の認容性

〔教育及 び訓練 〕

情報 システムセキ ュ リテ ィの 目的及 び必要性 の周知 を推進す る

・情報 システムの利 用 にお け る倫理 的行動

・良 きセキ ュ リテ ィの実践 を採 用

以下 の者 に対す る教 育及 び訓 練 の提供 、及 び教育及 び訓練の推進

・情 報 システムの開発者 、所有者 、提供者 、ユーザ

・情報 システムの専 門家 、監査人

・情報 システムセキ ュ リテ ィの専 門家
、監査人
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・法執行者、捜査官、弁護士、裁判官

〔法の執行および補償〕

ガイ ドラインの実施に基づ く権利の行使及 び執行のため、及びそれら権利の侵害 に

対する請求及び補償のため、利用 し易 く、合理的で、適切な手段を提供す る。

情報 システムセキュ リティの破壊 に関する裁判及び捜査においては迅速に支援す る。

〔情報の交換〕

ガイ ドライン及 びその実施に関する情報交換を促進する。

情報 システムセキュ リティ及びガイ ドラインの遵守のため採択 された対策、実践、手

続 きについては一般的に広報す る。

〔協力〕

ガイ ドラインの実施及 び情報 システムのセキュ リティのための対策及び実践、手続

きを可能な限 り一致させるため、政府及び民間部門 は、国内 ・国際 レベルにおいて他

の政府、政府内、及び民間部門 と協議 し、調整 し、協力する。

(3)解説 のための覚書

(情 報 システムのセ キ ュ リテ ィに関す るガイ ドライ ンに添 えて)

前書 き

1988年10月 、OECDの 情 報 コン ピュー タ通信 政策(ICCP)委 員会 は、OECD

事務 局が情報 システ ムの セキ ュ リテ ィに関す る報 告書 を作 成す ることを承認 した。 「情

報 ネ ッ トワー ク ・セキ ュ リティ」 と題 す る この報告 書 は、1989年10月 にICCP委 員会

に提出 された。 この委員会 文書の再検討 に従 い、ICCP委 員会 は、専 門家 を召集 して

会議 を 開 き、報告書 で提起 され た問題 点を さ らに深 く探 求す る ことを指示 した。

専 門家 の勧告 に基づ いて、ICCP委 員会 は、1990年3月 に、専 門家 グルー プによ る

情報 システムの セキ ュ リテ ィに関す るガ イ ドライ ン草稿 の作成 を承認 した。 この会議 に

参加 したの は、政 府代表者 、法律、数学 お よび コ ンピュー タ科学 の研 究者、 な らびに コ

ン ピュー タや通信 に関連 す る製 品やサー ビスの提供者 お よびユ ーザを含む民 間部 門の代

表 な どであ る。専 門家 グル ープは1991年1月 か ら1992年9月 にかけて6回 会議 を開 き、

「情 報 システ ムのセ キ ュ リテ ィに関す るガイ ドライ ンに関す る委員会 勧告 」、 「情報 シ

ステ ムのセキ ュ リテ ィに関す るガイ ドライ ン」、 および 「説 明のための覚書 一ガイ ドラ

イ ンに添 えて 」を作成 した。

OECDは 、情 報 システ ムのセキ ュ リテ ィの必要性 にっ いて、 また その 目的 を果たす

ため に講 ずべ き手 段 にっ いて、 注意 を喚起 し認 識 させ るにあた って 中心 的な役割 を果 た

す の に適 した立場 にあ る。OECD加 盟国 は北米、太平 洋地域 か ら、 ヨー ロ ッパ まで と、

広 範 にわた って い る。情 報 システムの開発 と利用 に よ って最大 の利 益 を得 て いるの は、
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これ らOECD加 盟各 国で あ る。OECDは 、ICCP委 員会 を通 して情報 、 コ ンピュ

ー タ、 お よび通 信の技術 と施策 、な らびに これ らが社会 に及ぼす影響 に関連 す る問題 に

関 して早 い段 階で指示 を与 え、意 見 を とりま とめ て、国際的 に周知 を喚起 し政府や民 間

部 門 によ る審議 を援助す る。

情 報 シス テムのセ キ ュ リテ ィに関す るガイ ドライ ンは、各 国お よび民 間部 門が単独 あ

るい は協力 して情報 システムの セキ ュ リテ ィの枠組み を構築 で きる土台 を提供 す ること

を意 図 した ものであ る。 この枠組 みに は、法律 、実施綱領、技術 対策、管理部 とユーザ

の訓練 、公 教育 お よび宣伝活 動が含 まれ るだ ろ う。 この ガイ ドライ ンが、政府、公共部

門、民 間部 門お よび社 会が進 度 を判断 す るた めのベ ンチマー クとな ることが望 まれ る。
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は じめに

コン ピュー タ、 コ ンピュータ ・プ ログラムおよびデ ータが、情報 システムを構成す る。

コン ピュー タは、通信装 置 によ って、端末 または他 の コ ンピュータを含 むネ ッ トワー クも

しくは通信施 設 と接続 され る。 ネ ッ トワー クには、 プライベ ー トな ローカル ・エ リア ・ネ

ッ トワー ク(LAN)か ら、 ワイ ド ・エ リア ・ネ ッ トワー ク(WAN)や グローバ ル ・ネ

ッ トワー クな どの拡 張私 設 ネ ッ トワー ク、 さ らにア クセ スす る技術 的手段 さえ持 って いれ

ば誰 で も利 用で きるよ う開放 されて い る外 部通信 リンクまで様 々あ る。 ネ ッ トワー クの多

くは、内部 リンクと外部 リンクを組 み合 わせ た構成 とな って い る。通信 ネ ッ トワー クには、

デー タ通信 、電話 および フ ァクシ ミリが含 まれ る。 コ ンピュータ と通信ハ ー ドウェアには、

た とえば、 印刷装置 な どの他 の補 助装置 を取 り付 けて もよい。 コンピュー タ ・プログラム

には、オペ レーテ ィ ング ・システ ム(OS)や アプ リケ ーシ ョン ・ソフ トウェアが含 まれ 、

これ らは、受 注設計 品であ って も既製 品を購入 して もよい。 これ らの ソフ トウェアは、 コ

ンピュータ内 に格納 され るか、磁 気媒体上 に保存 され る。印刷 された取 り扱 い説明書 と文

書 を介 して 、ハ ー ドウェア とソフ トウェアの使用、保守 管理 および保護 をサ ポー トす る。

この構 成全 体 は、 デー タと情報 の保存 、処 理、検索 お よび伝送の ために作成 され る。 これ

らの要 素 のすべてが組 み合 わ さって、1つ の情報 システ ムを形成す る。*

情報 システムの利用 の拡 大 と利便 性

コ ンピュー タ技術 お よび通信 技術 の経済 的、社会 的な らびに政治 的重要性 にっ いて は広

く認識 されて いる。 これ らの技術 はそれ 自体が重要 な鍵 とな る ものであ るばか りで はな く、

他 の製 品、 サ ー ビスお よび活動 を導 き出す もの、 またそれ らの構成要素 と して も重要で あ

る。

近 年 、下記の 出来事 が 見 られ る。

一 コ ンピュー タの急激 な普 及
。

一 計算 能力 の増 強 と
、それ と同時 に削減 された コス ト。

一 コ ンピュー タ技術 と通 信技術 の集 中
。

一 コ ンピュー タと通信 システムの相 互接続性 と相互操作性(イ ンターオペ ラ ビ リテ

ィー)の 増大 。

一 計算 機能 と通 信機能 の分散化 の進 展
。

一 多 くの国 で
、誰 もが コ ンピュー タお よび通 信 ネ ッ 、・ワー クの実際のユ ーザ とな る

か、 ユ ーザ にな りうるよ うな状態 にまで コン ピュータの利 用が増大 。

*情 報技術 と通信技術は進歩 し続けているため、情報 システムに関するこの記述は現

状を示すに過 ぎず、新 しい技術開発製品が出現 して情報 システムの潜在的可能性が増

すであろう。
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地 球規 模の情報 化社 会が到来 した。 これ は、国境 がな く、距離 に も時 間に も制約 され な

い社会 であ る。我 々の経 済、 政治お よび社会 は、以前 ほど地理 的物理的 なイ ンフ ラス トラ

クチ ャーに基 づ いて はお らず 、 ます ます情報 システムの イ ンフラ ス トラ クチ ャーに基づ く

よ うにな りつ つあ る。

情 報 シス テム は、政 府、民 間企業お よび個 人 に利益 を もた らす。情報 システ ムは、国 内

お よび国際的 な安 全保 障、貿 易お よび金融 活動 に組 み込 まれて お り、政府管理 、財 政当局 、

事 業体 、研究機 関 な どで広 く利 用 されて い る。保健 、エ ネルギー、交通、 お よび通信 の提

供 にはな くて はな らな い もの であ る。 ビジネ ス、投票 、学習、 レジ ャーな どのす べてが 、

情 報 システ ムを利用 して行え る。情 報 システ ムの利 用が拡大す ると、資源 、経 験 お よび教

育へ のア クセ スと、文 化生活 や都 市生活へ の参加 の可能 性が広 が る。

依存性

個人 、企業 お よび政府 は、 それぞれ情報 システム による影響 を受 けて お り、情報 システ

ムが正 しく機 能す る ことに依 存す るよ うにな って い る。例 えば、情報 システムの利 用が増

大 した ことか ら、組織 内部の手続 きに根本 的 な変化 が もた らされ、組織 間の相 互作 用 に も

変化 が生 じて きた。情 報 システム に障害 があ るか らとい って 、情 報 システムな しに は現在

の手続 きを今 後 も続 け るこ とはで きないであ ろ う し、か とい って昔の方法 に戻 る とい うの

も現 実的で はな いだ ろ う。組織 が情報 システ ムを利 用 して可能 な限 り高 い生産 性 を もって

運営 し、 また競争力 を効率 的に存続す るに は、書類上 の記録 、ス タ ックの技能 、 あ るい は

スタ ッフの数 さえ も十 分で ないか も しれな い。 た とえば、情報 システムに障害 が 発生 した

場合 に、航 空、銀行 または証券取 引所 の機能 や効率 が どの よ うな ものにな るか考 えて いた

だ きた い。

情報 システ ムへ の依 存性 は、 いまやます ます大 き くな ってい る。 それに付随 して、情報

システ ムを今 後 とも利 用 し続 け られ ること、 また期 待 どお りに動 くことに対 す る信頼性 が

ます ます強 く求 め られて い る。

脆弱 性

情 報 システ ムの利 用が大 き く拡大 し、多 くの利 便性が もた らされ るにっれて 、 システ ム

を保 護す る必要 と、実際 に利 用 されて いる保護 の程度 の間 に、大 きなギ ャップが生 じて い

る。商業 、公共 サー ビスお よび個人 を含む社会 は、十分信 頼 しうるとはいえ ない技術 に大

い に頼 るよ うにな って きた。上掲 の情報 システムの利用 は、 いず れ もが、情報 システム に

対 す る攻撃 や 、情報 システムの 障害 に弱 い、不正 ア クセ ス権 や非 公認 の情報 シス テムへ の

ア クセス、不正使 用、悪用 、 また は変更の危 険が存在す る。 これ らは、偶然 に発生す る場

合 もあ るが、故意 の行動 の結 果 であ る こと もあ る。軍事施 設 また は防衛施設、 原子カ プ ラ

ン ト、病 院、交通 システムお よび証 券取 引所 で使用 され る情報 システムは、反 社会 的活動
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や テ ロ リズムの格好 の標 的 にな って い る。

上述 の よ うな発展 、 コ ンピュー タの普 及、計算能 力の増強、相互接続 性、分散化 、ネ ッ

トワー クの成長 およ びユ ーザ数 の増 加 は、情 報 システムの活用度 を高 め る一 方で、 システ

ムの脆弱性 も増加 させて い る。 システ ムの問題 とその原 因を突 き止 め、 システ ムの他の機

能 や要件 と調和 を とりなが ら訂正 し、再 び同 じこ とが起 こった りあ るいは別 の間違 いが生

じるのを 防 ぐことが 、 これ まで以上 に困難 にな って いる。 システムの分散化が進 み いっそ

う巨大 にな るにっれ て、ベ ンダや供給 源が多重化 す るため、相互依存 の構成要素 にっ いて

常 に把 握 してお くことが重要 にな る。 さ らに、 ネ ッ トワー ク ・システムの相互接続性 が高

ま り、外 部 ネ ッ トワー クを利用 す る ことも多 くな ると、情報 システムの障害 が発生 し得 る

箇所 も増 え る。 この よ うな外的要 因 は、 システ ム ・オペ レータの直接管理 の範 囲外 にあ り、

違 反が あ った場合 で も、誰 に権利 と義務 があ るの かが 明 らかでな い ことがあ る。

技術 は、すべて の領域で均 等 に変 化 して い くわ けで はない。あ る領域で は急激 に進 歩す

るが、べ っの領域 で は停 滞 して い ること もあ る。 システムの変更 を適切 に試験 した り調整

で きな いな ど、技術 開発 と同 じ速度 で技術の進歩 に適合 し、 これを吸収で きない と、 シス

テム に問題 が生 じるだ ろ う。既 存の技術 が もた ら した成果 やそれ に関連 す る事項す べて に

っ いて理解 しな い うちに、 さらに新 たな技術 の開 発が行われ る。 システムの能力が均等 に

分散 されて い るので はな い ことか ら、本来意 図 された、あ るいは適切 だ と思われ る以上 に

情報 システ ムを管理 した り情 報 シス テムにア クセ スす ることにな る人 もい るか もしれ ない。

ます ます大 勢 のユ ーザが情報 システ ムにア クセ スす るよ うにな って い るが 、それ と同 時に

これ らのユ ーザ は、 システムの所有 者 や提供者 か ら直接 に管理 され な くな りつっあ る。

情 報 システ ムの障害 は、 注文や支 払 いを受 け損 な った りとい う直接的 な財務上 の損 失 を

もた らす ことが あ る。一 方、 た とえば競争上重要 な情報、個人情報 、国家安全保 障上 重要

か、 さ もなけれ ば機密 の情報 な どが開示 され ることによ って、 む しろ間接的で はあ るがお

そ らく数量 的 には評価 す る ことの で きな いよ うな損 失が もた らされ ることが あ る。

技術 の進歩 に比べ て、法的 ガ イダ ンス はか な り遅 れて いる。 国内 レベルで も十分 でな く、

国際 的な レベルで はほ とん ど存在 しない。法的 な調整 が達成 され るべ き重大 な 目標 であ る。

信頼性 の確立

情報 システムが本来意 図 した とお りに動 き、予想外 の障害 、 また は問題 がな いとい うこ

とをユ ーザが信頼 で きなければ な らな い。 そ うで なければ、 システム とその基礎技術 は、

可能 性が あ って もよ り以上 の開発 は望 めないだろ う し、 また進 歩 と革新が妨 げ られ るか も

しれな い。 安全 なネ ッ トワー クへ のア クセスあ るいは標準 の確 立 とい うことか ら、すで に

商 業上 で の制約が生 じて いる。信頼性 は、明 らかな誤動作 によ って も、期待 どお りの機能

を しな い ことによ って も、 同様 に失 われ る。

情報 システ ムの利用 に関 して は、 コ ンセ ンサスを形成す る ことで、不確実性 を減 らし、
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人々の信頼を築 くことができよう。情報 システムへの依存可能性(デ ィペ ンダビリティ)

を増大 させ るには、一般的に受け入れ られる手続きと規制が必要である。情報 システムの

開発者、オペ レータ、およびユーザは、当然の ことなが ら、 システム障害 に関す る責任を

含む自らの権利 と義務を再確認すべきである。明瞭で統一が とれ、 しか も予測可能な規制

を設定 して、情報 システムの一層の進歩 と開発を容易にし、促進すべ きである。

情報 システムのセキュ リティは、情報 システムその ものな らびにそれを利用す る能力が

頻繁に国境を越えるものであることから、国際的な問題である。 こうした問題は、国際的

な協力 によって、改善可能である。実際、情報 システムは地理的境界や管轄権による境界

を無視 しているので、協定を国際 レベルで広め、承認す るのが もっとも好ま しい。

新たな技術 によって危害が もたらされる可能性を有 している他の部門における経験か ら、

3っ の部分か ら成 る課題が明 らかになった。 「技術の開発および実施」、 「技術 に含まれ

る障害を回避 しまたこれに対処す るための備え」、および 「技術の使用に対す る公衆の支

持 と承認の取得」である。航空運輸業界は、安全技術を実現 し要件を満たすのにかなり成

功を収めている。同業界 は空輸が円滑に行われるように し、公衆に信頼感を抱かせている。

同 じように海運業界 も、船舶登録 システムをうまく活用 して、船舶の安全性のランク付け

を行 っている。バ イオテ クノロジーの分野 は、技術開発を許可 し、技術開発が もとで生 じ

る危害や、それによって公衆の支持を失 うのを防 ぐための要件を満たそうと、現在奮闘中

である。情報技術および通信技術の場合、技術の障害を防止 し、要件を満たすという目標

には、情報 システムへの実際の侵入またはその恐れを防止 し、処理す るという作業が加 わ

る。

情報 システムのセ キ ュ リテ ィ

情報 システムの セキ ュ リテ ィ とは、 可用性、信頼性 、 および保全性 であ る。可 用性 とは、

情報 システムが必要 な と きに即 時にア クセスで き利 用で きることで あ る。信頼性 とは、許

可 されて い る時 に許 可 された方法 で、公認 された人物、 実体お よびプ ロセ スに対 して のみ

デー タ と情報 が開示 され るとい うことで あ る。保 全性 とは、情報 システ ムが正確 かっ完 全

で あ る こと、かっ正 確 さと完全 さが保 たれ ることで あ る。可用性 、信 頼性 、お よび保全性

の相 対 的な優先度 と重要性 は情報 システムに よ り変化す る。

情報 システムに対する脅威

技術開発、技術上の問題点、極度の環境事象、物理的施設条件、人間の欠点、社会的、

政治的および経済的な施設の不適合は、いずれ も情報 システムの円滑な機能を阻害する要

因である。情報 システムに対する脅威は、意図的な行為 または故意でない行為か ら生 じ、

内部または外部か らもた らされる。 これ らの脅威は、社会的大変動 をもた らすような事象

か ら、ごく些細な 日常的な非能率まで と、実に幅広 い。たとえばダウンタイムは、1回 の
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大規 模 な故 障 による こと もあれば、頻繁 な ス ローア ップまた はサー ビスの低下 によ ること

もあ る。 セキ ュ リテ ィに関す る計画 を立て る際 に は、 た とえ些細 な ものであ って も、妨 害

の頻 度 と継続 時間 を考 慮 に入 れ るべ きであ る。大 きな事件で あ って も小 さな事柄で あ って

も、 システムの操作 や利用 に与 え る損害 は同等 の場合 もあ り、また組織 の機能の効率 を低

下 させ る点 で は同 じであ る。

情報 システ ムを失敗 にいた らせ る技術 的 な要 因 は多数 あ り、よ く理解 されて いない場 合

もあ る上、常 に変化 し続 けて いる。バ グ、 オーバ ー ロー ド、 その他 の操作 上 または品質 上

の問題点が原 因で起 こる コン ピュータや通信 のハ ー ドウ ェアまた はソフ トウェアの障害 も

しくは誤動作 もこう した要 因の一 部 であ る。 問題 は、内部 の システム構成 要素(メ モ リ ・

ユニ ッ ト、 コ ンピュー タ ・システ ムのネ ッ トワー ク化 による集合 、分散 システムな どの シ

ステム ・ハ ー ドウェアお よび周 辺装置 、 コ ンパ イ ラやエ ディタな どのアプ リケー シ ョンや

オペ レー テ ィ ング ・システ ム ・ソ フ トウ ェア、LAN)ま た は外 部 の システム構成 要素

(通 信 回線 、衛星)か ら くること もあれば、 システ ムの様 々な部分 が相互 に作用 しあ って

問題 を起 こす こともあ る。

システムが意 図的 に襲 われて技術上 の問題点 が もた らされ ることもあ る。正 常 な システ

ム機 能 を崩壊 させ た り歪 めた り破壊す るの に使 われ る技術 的手段 と して は、感染 した ソフ

トウェアを通 じて システム に持 ち込 まれ る ことが多 いウ ィルス、寄生虫 、 トラ ップ ・ドア、

トロイの木 馬、 ワーム、論理爆 弾 な どがあ る。

ネ ッ トワー クおよ び情報 に対す るセキ ュ リテ ィ対 策 はただで さえ難 しいが、複数ベ ンダ

ーの製 品を使用 して いる場合 には さ らに困難 とな る。 た とえば、一般 にセキ ュ リテ ィ手 段

と して よ く利用 され る、複数 ベ ンダー製 品 で構成 され る システム全体 と互 換性 を持つ ア ク

セ ス制御 ソフ トウェアおよ び一般 的なセ キ ュ リテ ィ手段が手 に入 るか どうかが深刻 な問題

とな る。情 報 システ ムの効率的 なセキ ュ リテ ィの開発 を容 易にす るため には、 セキ ュ リテ

ィ手段 に関す る標準 にっ いて、情報 システムの標 準化 団体 、政府 、ベ ンダー、 およびユー

ザが合意 を しな けれ ばな らない。

情報 シス テ ムに対 す る物 理 的脅威 は、 「極度 の環境 事象 」 と 「不完全 な物 理 的施 設 条

件」 の2っ に大 き く分 け られ る。極度 の環境事 象 と しては、地 震、火災、洪水、雷雨 、過

度の熱 や湿度 が挙げ られ る。 コン ピュータお よび通信 回線 が建物全 体 に設置 されてい る上

に、専 用の コ ンピュータ室や デー タ格 納室 を持つ建物 に情報 システ ムが収容 されてい る場

合が あ る。電源 や通 信 のた めの接続 は、建物 の外部 と通 じて いる。不完全 な物理 的施設 条

件 は、物 理的 セキ ュ リテ ィ手段 の不履 行、 電源異常 やサー ジ、空調 の機能不全 、水漏 れ、

静電気 、塵挨 な どか ら生 じ得 る。 あ る組織 は、 その構 内での誤 りによ って直接 に影響 を受

ける場 合 もあれば、電源 供給 や電気通 信 チ ャ ンネルな ど外部 の致命 的な箇所 での ミス によ

って 間接 的 に影 響を受 け る場合 もあ る。

人 間や、人 間の社会 的、経済 的 また は政 治的 な価値観 を反映す る もの と して人 間が設定
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した制度 、 またその よ うな制度 の欠如 も、 セキ ュ リテ ィに と って問題 を もた らす。 システ

ム ・ユ ーザ は、従業 員、 コ ンサ ル タ ン ト、顧 客、競争他社 あ るい は一般大衆 な ど実 に多彩

であ り、 またかれ らの意識 、訓練 お よび関心 の レベ ル も様 々で あ る ことか ら、セ キ ュ リテ

ィを提供 す る ことが一 層 困難 にな る。

セキ ュ リテ ィおよ びその重要性 に関す る訓練 や フ ォロー ア ップが行われ ない と、情報 シ

ステ ムの適切 な利 用 に対 して いっ まで も無 関心 な状態が続 く。 オペ レータやユ ーザは、適

当な訓練 を受 けなけれ ば、 システムの誤 った利 用 によ って危害 を蒙 る可能性 があ る ことを

意識 しない。っ ま り、 セキ ュ リテ ィにと って好 ま し くない よ うな使 い方が はび こって しま

う。 オペ レータやユ ーザ は、ユ ーザ は、 ご く初 歩的 なセキ ュ リテ ィ手段です らと らな いか

も しれ ない。

パ ス ワー ドの選択 は、 ほとん どすべて のユーザが行 い、 しか もた いて いは システム上 で

最初 に行 う作業で あ るが 、 これ につ いて 印象 的な例が見 られ る。 ほとん どの情 報 システ ム

で、 それに対す るア クセスを制御 す るた めにパ スワー ドが使 用 されて いるに もかか わ らず、

パ ス ワー ドの セキ ュ リテ ィの必要性 、パ ス ワー ドの決 め方 、 システ ム誤用 に対 す る罰則 に

関 して 、なん らかの指示 を受 けたユ ーザ は ご くわずか しか いない。指針 を与 え られ なけれ

ば、ユ ーザの多 くは、家族 やペ ッ トの名前、冗 談の よ うな言 葉 、仕事 に関連 す る語 な どの

簡単 に突 き止 め られ る明白なパ ス ワー ドを選択 す る。 システ ムに ログイ ン した後 に も、訓

練 を受 けて いないユ ーザ は、 ネ ッ トワー ク ・システムに接続 した活動状態 の端 末 をその ま

まに して席 を離 れ る、端末 の側面 にパ スワー ドを表示 してお く、バ ックア ップ ・デー タ ・

フ ァイルの作成 を怠 る、 ユーザ識 別 コー ドやパ スワー ドを共 用す る、 セキ ュ リテ ィの必 要

性 が高 い領域へ の ア クセスの入 り口を開 いた ままに して お く、 とい った ことを しで かすか

もしれな い。 これ らは、部 屋 に入 る、 コン ピュータまた は端末 の スイ ッチを入 れ る、パ ス

ワー ドを与 え られ る。 ログイ ンす るとい った活動か ら生 じる初歩 的 なセキ ュ リテ ィの問題

点で あ る。

エ ラーや怠慢 は、情報 やデ ー タの収集、作 成、処理、保 存、伝 送、 および削除 とい った

作 業 にお いて生 ず る ことがあ る。重大 な ファイルや ソフ トウ ェアのバ ックア ップを作成 し

そ こな うと、エ ラーや怠慢の悪影 響が さ らに大 き くな る。 フ ァイルのバ ックア ップを怠 っ

て いた場 合 、組織 はそれ を作成 し直す のに相 当 な時間 と金 銭 を費やす ことにな る。

いたず ら、破 壊行為 、妨害行為 、詐欺 、 また は盗 みの 目的で 、権 限が与 え られ てい る シ

ステム ・ア クセ スの意 図的悪 用お よび無権 限 システム ・ア クセス(「 ハ ッキ ング/ク ラ ッ

キ ング」)を 行 うこと も、 システ ムの能力 や組織 の可能 性 に深刻 な脅威 を及ぼす ことにな

る。一 般 には、情報 システムに対す る脅威 のか な りの部 分 は外部 か ら くると考 え られて い

る。 しか し、 それ に反 して、 システムへの ア クセス権 を与え られて い る人 の方 が、情 報 シ

ステ ムに とって よ り大 きな脅威 とな る可 能性が あ る。 ア クセス権 を与 え られて い る人 たち

は、誠 実で悪 意の な い社員が 、疲労 、不十 分 な訓練 、 または不 注意 のため に、 うっか り大
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量 の デー タを消 して しま う場合 が あ る。 また、不 満を抱 いて いた り不誠 実 な社員が 、許 可

され たア クセス権 を悪 用 または濫 用 し、 自分 の利益 のためや組織 に損害 を与え るために シ

ステ ムに故 意 に変更 を加 え る可能 性 もあ る。

コ ンピュータ ・プログ ラムは情報 システムの重要 な要素 であ り、情報 システ ムに対す る

脅 威の温床 とな る恐 れ があ る。 ウイル スが入 った プ ログラムが情報 システムの 中に持 ち込

まれ る と、 システムが オーバ ー ロー ドにな った り、 システムの特 定の部分 につ いて権限 の

あ るユ ーザの リス トが変更 され た り、 システム に入 って い るデー タや情報 が変更 された り

す るこ とに よ って 、その システムの可 用性、機密 性、保全性 が影響 を受 け る。 ソフ トウ ェ

ア ・ライセ ンス契約 の規定違 反 も、セキ ュ リテ ィに対す る脅威 にな りうる。 た とえば、 ラ

イセ ンス ・プログラム を許 可な しに変 更す ると、変更後 の ソフ トウェアが システムの他の

部分 と影響 しあ って誤 動作 を招 くことが ある。専有 情報 の開示 は、競 争 にお け る組織 の立

場 を損 な うことに もな る。

コン ピュー タ端末 や通 信 回線 の範 囲に とどま らず情 報の領域全体 で、適切な手順 を とる

よ うに しなければ な らな い。磁 気媒体 の取 り扱 いが不 適切で あ った り、不 用 にな った コン

ピュー タの 印刷 出力 の取 り扱 いや廃棄方 法が不適切 であ ると、 セキ ュ リテ ィの違 反 にっな

が る ことが あ る。 コ ン ピュー タの 印刷 出力 には、財産 といって よい専有情報 や競 争上重要

な情報 が入 ってい た り、 システム ・ア クセ スの鍵 とな る情報 が載 って いた りす る。 と ころ

が ほ とん どの社会 は、その廃棄処 分 に関す る方 針 を定 めて いな い。 い ったん会社 が 目的 と

す る事柄 に利 用 して しまえ ば、それ らは価値 の ない もの とみな され、毎 日出て くる使用済

み封筒 や鉛筆 の削 り屑 とい っ しょに捨 て られ る。 ただ し、 ごみ箱の 中、少 な くと も施設外

の ごみ箱 の 中には プライバ シーを期待す ることはで きない場合 もあ る。

システム を十分 利用 しな い こと も、 セキ ュ リテ ィ上 の問題 にっなが る ことがあ る。 た と

え ば、従 業員の職務 変更 、新 たな技能 を必要 とす るよ うな新技術 の導入、 あ るいは怠業 、

作業 中止 、 ス トライ キな どいず れの結果 であれ、有 資格要員 の不 足が生 じたよ うな場合 に

お ける情報 の可用性 また は保全性 の維持 とい った問題 が生 じる。

社会 的、政治 的お よび経 済 的な制度 は、技術 開発 や情報 システムの利用 の伸 び と歩調 を

揃えて きたわ けで はない。価 格 は不 確実 であ り、統一性 を欠 いてい る。 そのため支 出が か

さみ、遅 れの原因 とな り、 またその継続 を許可 され る場合 に は将来 の成長 を防げ ることに

もな りうる。実施規 則、標準 、 な らび に法 的権利 と義務 の法律 的指 導 や配分 とい った面で

の欠陥が 目にっ く。

セキ ュ リテ ィの欠如 によ って生 じる被害

セキ ュ リテ ィが欠 如 して いる と、直接的 および間接 的な損害 が もた らされ ることがあ る。

直接 的 な損害 とは、 プロセ ッサ、 ワー クステー シ ョン、 プ リンタ、デ ィス クおよびテ ープ、

通 信装置 な どのハ ー ドウ ェア、 中央 お よび リモー ト装置 の システム ・ソフ トおよびア プ リ
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ケー シ ョン ・ソフ トな どの ソ フ トウ ェア、仕様書 、ユーザ ・マニ ュアル、操作手 順書 な ど

の文 書、 オペ レー タ、 ユーザ、 管理 、技術 お よびサ ポー ト・ス タ ッフな どの要員、 コン ピ

ュータ室、 コ ミュニ ケー シ ョン室、空調 装置、 電源装置 な どの物 理環境 に対 す る損害 であ

る。直接 的 な損害 は、 セキ ュ リテ ィの 失敗か ら生 じる損害全体 の うちのわ ずか な比率 を 占

め るに過 ぎない。 そ れに もか かわ らず 、 システムの開発 と稼働 に対 して制 限な く投 資す る

ことは重要 な意 味を持 つだ ろ う。 システ ムは、デー タお よび情報 の格納 容器 と して、 また

情報 のチ ャネル と して、 それ 自体の権利 に対す る保護を必要 とす る。情 報 の可用性、信頼

性、一貫 性 を保護 す ると同時に、 システ ムの動作 と使用 に有害 な影響 を与 え るウイルスな

どのデ ータおよび情報 の持 ち込 み によ って情報 の格 納容器 お よびチ ャネルが変 更 また は損

傷 され るの を防止 す るた めに、 システム を保護 す る必要性 お よび保護 の仕方 は、 システ ム

が保 存 し、処理 し、伝 送す るデ ータお よび情報 の保護 と切 って も切 れな い関係 が あ る。

間接 的 な損失 は、情 報 システ ムが 当初の 目的 どお りに働 かなか った と きに生 じるか もし

れ な い。 セキ ュ リテ ィの失敗 か ら生 じる間接 的な損 失 を、表3に 列 挙す る。間接 的な損 失

は、セ キ ュ リテ ィの 失敗 か ら生 じる損 失の ほ とん どを 占め る。 この事 実 を考 え る と、間接

的損 失 に対 す る防護 、 と りわ けデー タと情報 の保護 は、最優 先す べ き事柄 と言 え る。

セキ ュ リテ ィの強化

機 密性 、保 全性 およ び可 用性 の 目標 は、費 用効率 など組 織の他 の優先順位 とセキ ュ リテ

ィ侵 害 の悪影 響の両方 と対照 して考 え なければ な らない。 費用 は利 益 を超 えて はな らな い。

同様 に、情報 を調べ た り、操 作 した り、入手 した りす るた めに情報 システム に入 り込 もう

とす る者 を阻止す るとい う見地 か ら、 セキ ュ リテ ィ ・コ ン トロール は十分 な もので、侵入

によ って得 られ る価値 を超 え る費 用や時 間がかか る もので なければ な らな い。

情 報 システ ムのセキ ュ リテ ィに対 す る適切 な手段が あ ると、情報 システ ムの 円滑 な機能

を確 保す るの に役立 っ。上述 した よ うに、情 報 システム には商 業的利益 や社会 的利 益が あ

るが、 それ に加 えて、情報 システムの セキ ュ リテ ィは、パ ー ソナル ・デー タおよび プライ

バ シーな らびに情報 システ ムの知 的所有権 を保護す る際 の支援 とな りうる。 同様 に、パ ー

ソナ ル ・デ ータおよび プ ライバ シー な らび に知 的所有権 の保護 は、情報 システムの セキ ュ

リテ ィを保 護す る助 けとな る。

パ ー ソナル ・デー タの収 集、保 存、相互 参照 に情報 システムが使 われ る ことに よ って 、

シス テムを無権 限の ア クセ スや使 用 か ら保 護す る必要 が増 して い る。情報 システ ムを保護

す る方 法 には、 ユーザ の確 認 また は認証 、 フ ァイルの ア クセ ス ・コ ン トロール、端末 コ ン

トロールお よびネ ッ トワー ク監 視な どがあ る。 この よ うな対 策 は一般 には、情報 システ ム

のセ キ ュ リテ ィとパ ー ソナ ル ・デ ータお よびプ ライバ シーの保護 の両方 に対 して効果 が あ

る。 しか し、情報 システ ムの セ キ ュ リテ ィの ため に採 用 した対策 が、個人 のプ ライバ シー

を侵害 す るよ うに誤 用 され る可 能性 もあ る。 た とえば、 シス テムを使用 して い る個人 が セ
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キ ュ リテ ィ以外 の 目的のた めに監 視 された り、ユ ーザ確認 処理 によ って入手 で きるユ ーザ

情報 に よ って ユーザ の金 融、雇 用、医療 その他 のパ ー ソナル ・データを コンピュータで リ

ンクす る ことが で きる。 ガイ ドライ ンの各原 則(た とえば比例 原 則、倫理 原則 など)と

「プライバ シー保護 およびパ ー ソナル ・デ ータの トラ ンスボーダ ・フローに関す るOECD

の ガイ ドライ ン」の原則 は、情報 システムのセ キ ュ リテ ィとパ ーソナル ・デー タお よびプ

ライバ シーの 目標 の両立 可能 な関係 を実現 す る手 引 きとな る。

情報 システムに は、ハ ー ドウェア、 コン ピュータ ・プ ログラム ・デ ータベース、半 導体

チ ップの レイア ウ ト設計 、 データお よび情報 、知的財産権 お よび工 業所有権法 に よ って保

護 され て いる ものな どが あ る。情報 システム にお け る知 的財 産権 は無 形で あ り、実際 には

感知 で きな い形で越境 して侵入 して くる ことがあ り、 しか もオ リジナル には手 をっ けず、

跡 も残 さず に、 ほんの数秒 で指1本 使 うだけで容易 に盗 まれて しま うことが あ る。情報 シ

ステ ムのセ キ ュ リテ ィは、 ソフ トウェアや競争情報 など、 システムの コ ンポーネ ン トに対

す る無権 限 ア クセスを制 限す る ことに よ って知 的財産権の保護 を強化 す るこ とが で きる。

情 報 システムに関係す る契約、取 引お よび紛争 には、実 に様 々な管轄 権下 にあ る当事 者、

行為 、 お よび証拠 が関わ って くる ことが あるので、情報 システムのセキ ュ リテ ィに関係 す

る事 項 に適用 しうる法律 に関 して、既 存の規則 また は推定 を明 らかに した り、新 たな規 則

や推 定 を確 立す る ことが有 用か も しれな い。情報 システムのセキ ュ リテ ィに関す る紛争 に

は、複雑 な実情 や、複 数 の管轄権下 にあ る当事者 、証拠、行為 が関与 す ることが多 い とす

れば、特 に国際的 レベ ルでの仲裁 な ど、非 司法 的な紛争解決手段 を確立 す る ことが望 ま し

い。

情報 システムの セキ ュ リテ ィに関す る ガイ ドライ ン

目的

ガ イ ドライ ンの第1部 は、政府 および民 間セ クタによるガイ ドライ ンの公的活用 と採 用

の 目的 に供 す る ことで ある。 ガイ ドライ ンは、情報 システムの さらな る発展 と利用 を援 助

す る目的の もので あ る。 そのた めに は、必要 に応 じて、情報 システムに対す る リス クにつ

いての周知 を喚起 し、情報 システムの信 頼性 とその ための手段 やその利 用 につ いて再確認

を行 う。情報 システムが様 々な場で利 用 されて い る ことを認識 し、政府 と民間 セ クタに、

共 同 して情報 システムの セキ ュ リテ ィのた めの国際 的な枠組み を作成す るよ う推奨す る。

「ガ イ ドライ ンの 目的 」お よび この 「説 明のための覚書」の他 の部分 で述べて い るガイ

ドライ ンのその他 の 目的 に加 えて、 このガ イ ドライ ンがハ ッカーおよびハ ッカーの活動 の

許容 度 を抑止 す るため と、 セキ ュ リテ ィ侵害 にっいて報 告 したが らない傾 向をな くして 国

内およ び国際的な統計 を さ らに収 集す るた めに役立 っ ことが望 まれ る。
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範 囲

ガ イ ドライ ンは、公共 また は民 間の実体 に よ り、公共 目的 また は私 的な 目的の ために、

所有 、運 用、 また は使 用 されて い るすべ ての情報 システム に適 用 され ることを意図 して い

る。 これ らの情報 システム は、公共 物 または私有 物で あ って よ く、 これ ちの要素 は、知 的

財 産権法 また は工 業所有者 権法 も しくは他 の法律(た とえば トレー ド・シー ク レッ トやオ

フィ シャル シー ク レッ トな ど)で 保 護す ることがで きる。 このガ イ ドライ ンはプ ライバ シ

ー保護 お よび個人 情報 の国外流 出 に関す る1980年 のOECDガ イ ドライ ンに取 って代 わ っ

た り、何 らか の効 力 を及 ぼす ことを意 図 した もので はな い。 ガ イ ドライ ンは、 あ らゆる レ

ベル で完壁 に適 用 され るこ とを 目標 とす る。特 に、当事 者 は国家 安全保 障 に関連 す る情 報

システ ム用 とその他 の情 報 システ ム用 の二 重の アプ ローチ を展 開す ることを避 け る努力を

しなけれ ばな らな い。 これ らの 目的 に もかかわ らず 、政府が特 に国家安 全保 障お よび社会

秩序(「 治安 」)の 維 持の領域 において、 この ガイ ドライ ンか ら逸脱 す る必要 があ ると判

断す る ことは、全面 的 に受 け入 れ られ る。政府 が これ らの重大 な領域 で行 わ なければ ない

主権 を有 して いる とい う事実 は、 「会議 勧告 」で認 め られ て いる。 ただ し、 ガイ ドライ ン

か らの逸脱 は、9項 目の基本 原則 よ り も履行 に関す る部分 に関係す ると予想 され る。専門

家 の見解 に よれ ば、ガ イ ドライ ンの例外 はほ とん どな く、 また、例外 は 「主権 」問題で あ

るため、最 高位 の重要度 を持 つ ものであ ろ うとの ことだ った。 さ らに、 ガイ ドライ ンか ら

の逸 脱 に関す る適切 な情報 は、公共 の情報 システム にかか わ る ものであ るか個 人の情報 シ

ステ ムにかかわ る もので あ るか を問わず、公衆 お よびすべ ての関係者 に通知 され るで あろ

うとの 見通 しだ った。

定義

情 報 システム と して定 義 され る もの の中に は、ハ ー ドウェア、周 辺装置 、 ソフ トウェア、

フ ァーム ウ ェア、お よび コ ンピュータ ・プ ログラムを表 すそ の他 の手段 、印刷媒体 および

電子媒 体 に記録 され たマニ ュアルお よび文書 、 セキ ュ リテ ィ ・コ ン トロール ・パ ラメー タ、

記憶 、処理、検 索、伝送 、 および通信 デー タ、通信 当事者 に関す るデー タお よび情報 、ユ

ーザ を識別 した り検査 す る手段(知 識 ベース
、 トー ク ン ・ベ ース、生物測 定、行動 その他

いかな る手段 で もよ い)が あ る。財産 た る専有 のデー タお よび情 報 もあれ ば、非専 有の も

の もあ り、公 的 な もの も私 的な もの もあ る。 この定義 は、 システ ムによ って伝送 され たデ

ー タとの 関わ りにお いて も、 システムの他の コンポーネ ン トの操作、利 用、保守 に必要 な

もの に も適 用 され る。

信 頼性 お よび保全 性 は、 デ ータお よび情報 に適用 され る。 「情報 システム」 とい う用語

にはデー タお よび情 報が含 まれ るに もかかわ らず、可用性 がデ ー タお よび情報 も対象 と し

て いる ことを強調 す るため に、可 用性の定義 で はデータお よび情報 とい う言 葉が繰 り返 さ

れ る。信 頼性 、保 全性 お よび可 用性 は、競争 上有利 な立場 を保 っため、 国家安全保 障のた
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め、 また は、受託 者 と しての義務 あ るい はプライベ ー ト ・データや プライバ シーの保護 も

しくは医療 の信 頼性 な ど、法律、規 則 また は倫理上 の義務 を満 たすた めに重要 であ る。可

用性 を測 る指標 と して は、情報 シス テムの使用可能 時間 と応答 時間の2っ が ある。

セキ ュ リテ ィの 目標

「セキ ュ リテ ィの 目的」 に続 く 「ガイ ドライ ンの原則」 は、情報 システ ムの保護 とその

セキ ュ リテ ィの保持 において考慮 すべ き必須概 念 を示す もので あ る。専 門家 の見解 によれ

ば、情報 システムの セキ ュ リテ ィの 目的 と最終 目標 の簡単 な宣言 を、 「原 則」の前 に記載

してお けば役立 っ はずで あ る。情報 システムの セキ ュ リテ ィとは、可 用性 、信頼性 、保全

性 の保護 で あ る。セ キ ュ リテ ィが十 分で ない と、情報 システ ムお よび、よ り一 般的 に言 え

ば、情報 お よび通 信技術 を最 大限 に利用す ることが で きな い。セ キ ュ リテ ィが保持 されて

いなか った り、情報 システムの セキ ュ リテ ィを信頼 で きな いと、情報 システムの開発 およ

び使 用 と、新 しい情 報技術 お よび通 信技術 の開発 に抑 制がか け られ る。 したが って、1っ

の 目標 は、個人 お よび組織 をセ キ ュ リテ ィの欠 如 によ る損害 か ら保護す ることであ る。す

べての個 人お よび組織 は潜在 的 に、情 報 システ ムが正常 に機能 す るこ とに依存 して いる。

その明 白な例 は、病 院、航 空管制 システム、お よび原子カ プラ ン トで使用 されて いる情報

シス テムで あ る。 したが って、セ キ ュ リテ ィは情 報 システムの効 果 を保つ ことに向 け られ

る。 さ らに、情報 システムの可用性 、信頼性 、お よび一貫性 の レベ ルが下が らない よ うに

す るとい う目標 に加 えて、情報 システ ムのセキ ュ リテ ィとガイ ドライ ンは、個人 が情報 シ

ステ ムを現 在 の採 用 目的 とは異 な る新 しい 目的の ために開発 し使 用す るよ う促進 す る こと

と、情報技 術 および通信技術 の開発 と利用 を促進 す る方 向に も向 け られ る。

原 則

ガ イ ドライ ンで は、情報 システ ムのセ キ ュ リテ ィに関 して9っ の原則 を挙 げ る。9っ の

原 則 とは、責任原 則、周知原 則、倫理 原則 、総合 原則 、比例原則 、統合原則 、適時性原則 、

再評価 原 則、 および民主性原 則で あ る。

責任 原則

情 報 シス テムその他 の所有者 、提供 者、 お よびユ ーザの間で、情報 システムのセ キ ュ リ

テ ィに関 して責任(responsibilities&accountabilities)の 明確 な割当てが必要 であ る。

「情 報 シス テムのセ キ ュ リテ ィに関係 す る他 の当事者 」 とい う句 には、経営幹部 、 プ ログ

ラマ、保守 管理者 、情報 システ ム管理者(ソ フ トウェア管理者 、オペ レー シ ョン管理者 お

よび ネ ッ トワー ク管理者)、 ソフ トウェア開発管理者 、情報 システ ムのセキ ュ リテ ィに関

して責任 を負 う管理 者、 お よび内外 の情 報 システ ムの監査人 が含 まれ る。
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周知 原則

この原 則 は、 情報 システムのセ キ ュ リテ ィにっ いて学習 した り知 ることに関 し、正 当 な

興 味 を有 す る人 物 の援 助 を 目的 と して いる。 これ は、情報 システムまた は特定 の セキ ュ リ

テ ィ手段 への ア クセ ス取得 の端緒 とな ることを意 図 した もので はな く、 また、結 果 的 にセ

キ ュ リテ ィを危 険 に さ らす もの と解釈 して はな らな い。 この原則 に従 って得 られ る情報 の

水準 は、 セキ ュ リテ ィを危 う くす ることな しに取 得で きる もので なければ な らな い。

所有 者 と提供 者 は、 システ ムの セキ ュ リテ ィに関す る情 報 を得 る必 要が あ りえ るので、

周知原 則 に含 め る。 た とえば、 ネ ッ トワー クの所 有者 は、別の組織 がその ネ ッ トワー クを

使 用 して第3者 にサ ー ビスを提供す る旨の協定 を結ぶ場 合が あ る。所 有者 は、 この協 定の

一部 と して、特定 の水準 のセ キ ュ リテ ィの提供 または使用 を要求 して よい。 この情況 にお

いて、所有者 は、 この情報 システムの セキ ュ リテ ィにつ いて情報 を得 た い 旨を希望 して よ

い。同様 に、 コン ピュー タ所有者 また はネ ッ トワー ク所有者 に対 してサ ー ビスの提供 を契

約 す る組織 は、 セキ ュ リテ ィに関す る保証 と、単 独 でセ キ ュ リテ ィを検査す る能力 を希 望

す るか も しれ な い。 ユーザ もまた、周知原則 に取 り込 まれ る。 た とえば、銀行 を選択 しよ

うと して いる顧 客 は、様 々な銀行 のセ キ ュ リテ ィの方 針 とプ ログラムに関 して、一般 的 な

情 報 を与 え られ るべ く当然の興味 を抱 くか も しれ ない。顧客 の要 求 によ って は、 セキ ュ リ

テ ィが 、マ ーケテ ィング ・ツール と して使 用 され るよ うにな るか もしれ ない。

倫理原 則

情報 システム は、 我 々の社会 と文化 に広 く浸透 して いる。情報 システム と情報 システム

の セキ ュ リテ ィを適切 に実現 し、使用す ることに関 して、規 則が生 まれ っっ あ り、期 待 も

膨 らんで い る。 この原則 は、 これ らの領域 での社会 的規範 の発展 を支持 す る ものであ る。

重要 な側面 の1っ に、 これ らの規範 を社会 の成員全 員 に示 し、 これ らの概 念 を ご く若 い年

齢 の うちか ら説 き聞かせ ることが あ る。

総合原 則

情報 システ ムのセキ ュ リテ ィの手段 、実施方 法、手順 、お よび指示 を考案 し維 持す る時

には、 セキ ュ リテ ィの全範 囲 にわ た る必要性 と使 用可能 なセ キ ュ リテ ィ手段 を再 検討 す る

ことが重要 で あ る。 た とえば、 あ る組織 内で は、 このため に技術担 当者 、管理部 門、 法律

部 門、 およびユ ーザ に諮 問す る ことにな るだ ろ う。 これ らの グルー プはそのいずれ もが、

情報 システム に最適 な水準 の セキ ュ リテ ィを産み 出す ため に諮 問 して組み合 わせ る必 要 の

あ る異 な る見通 し、要件 、お よび資源を有 して い るだろ う。 同様 に、政策 レベルで は、情

報 システムの セキ ュ リテ ィに関す る技 術標準 、実践規則 、法制定 、公衆 の啓 蒙、教育 お よ

び訓練 が 、互 いに補 強 しあ う関係 にあ るか も しれ ない。

別の側面 か ら見 る と、 この原則 は、情報 システムを非常 に異 な る 目的 のため に使 用で き
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る こと、 また セキ ュ リテ ィ要件 が、結 果 と して変化 しうる ことを示 す もので もある。 た と

えば、政府 の文官 と軍部 は、異 な るタイ プの ビジネ スや商業部 門およ び個 人の場合 と同様

に、セ キ ュ リテ ィに対 す るニー ズが異 な るか も しれな い。

比例原 則

情報 システ ムのす べてが 、最 大の セキ ュ リテ ィを必要 と して い るわ けで はない。 システ

ムが十 分 に安 全で あ るこ とが重要で あ るの と同様 に、 システ ムが必要 と して いる以上 のセ

キ ュ リテ ィを提供 して も無益 であ る。 む しろ、情報 システ ムとそのセキ ュ リティの必要性

には階層性 が あ り、 それ は組織 ごとに異 な る もの であ る。その ため、1っ ですべて を解決

す るセキ ュ リテ ィ対策 とい うもの は存在 しな い。

セキ ュ リテ ィの必要性 を評価 す るには、 まず情報 を確認 し、 それ にあ る価値 を割 り当て

なければ な らな い。情報 システ ムの様 々な要素 を保護 す るの に利用可能 なセキ ュ リテ ィ手

段、実 施方法 、手順 、お よび指示 を列挙 し、 その セキ ュ リテ ィ手段 のそれぞれを実行 し維

持 して い くの にどれ だけ費 用がかか るかを計算 しなければな らない。 それか ら、危害 の深

刻度 と可能性 お よびその被害額 、な らびにセキ ュ リテ ィ対 策の費用 を考慮 して、セキ ュ リ

テ ィの水準 とタイプを評価 しな けれ ばな らな い。 この分析 を、その情報 システムにつ いて、

他の あ らゆ る関連手順 お よび他 の情 報 システ ムを含 む システ ムとの関連 において実施 しな

けれ ばな らな い。

統合原 則

情報 システムの セキ ュ リテ ィは、 システムの設 計 中に検討 す ると最 もよい。互換性 が な

くな ることのな いよ うに、 セキ ュ リティ手段 を設 計 し、試験 す るこ とがで きる。 セキ ュ リ

テ ィの全体 的な費用 も削減 され る。セ キ ュ リテ ィは、情報 の収集、作成、処理 、保 存、伝

送お よび削 除 と行 った情 報 サイ クルの あ らゆ る段階 で必要 であ る。 セキ ュ リテ ィの効 果 は、

その シス テムの うちで最 も弱体 な リンクにお いて発揮 され る。

適時性原則

地球的規模の相互接続情報 システムの環境下では、時間と場所の重要性が低 くなる。物

理的な場所に関係な く、情報 システムにアクセスす ることができる。適時性原則 は、情報

システムの相互接続された越境性 と、システムに急速に損害が生ずる可能性があるため、

情報 システムのセキ ュリティを達成するように当事者たちが迅速に協力する必要があるこ

とを認識 したものである。セキュリティの侵害によっては、該当する当事者が、公共部門

および民間部門の構成員である場合 もあ り、異なる国または管轄下にある場合 もある。そ

のため、同原則は、深刻なセキュリティ侵害に対処す るため公共機関および民間企業が迅

速かっ効率的に協力する組織や手順を策定す くことの必要性を認めている。
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再評価 原則

この原則 は、情報 システムが動 的で あ るこ とを認識 した ものであ る。 シス テム技術 お よ

び シス テム ・ユ ーザ と、 その システムによ って操作 され るデータお よび情 報 は、常 に変 化

して い る。情報 システム とその価 値、起 こり うる危害 の深刻度 と確 率 と範 囲 は、定期 的 に

再評価 されな けれ ばな らない。 フ ォローア ップす ることは、実行 と同 じくらい重要 であ る。

特 に新 たな技術 開発 の ことを考 え ると、 それが システム所有者が採 用 した もので あれ、他

者 に広 く利 用 され うる もので あれ、 フ ォロー ア ップが重要 とな る。

民主 性原則

情 報 システ ムの所有 者 や開発者 、 オペ レー タ、 ユーザの セキ ュ リテ ィに対 す る関心 は、

民主 主義社会 の原則 にの っとったバ ラ ンスを保 つ 目的で情報 を利 用 し、流通 させ ることに

対す る当然 の関心事 に集 中す るで あろ う。情 報 システムの セキ ュ リテ ィに詳 しくない人 は、

情報 システムの セキ ュ リテ ィが、デ ータお よび情報 へのア クセス と、 これ らの移動 に対 す

る制 限 を もた らす だけだ と予想 す るか も しれ ない。 その反対 に、 セキ ュ リテ ィは、 よ り正

確 で信頼性 の高 い、可 用性 の高 いシステムを提供す ることによ って、 デー タと情報 のア ク

セス とフ ローを拡張 しうるのであ る。 た とえ ば、技術 的な セキ ュ リテ ィ標準 を調和 させ る

と、デ ータ と情報 の孤 立化 を防 ぎ、 データ と情報 の フロー に対す るその他 の障壁 を取 り除

くの に役立 っ。

実 施

各国の政府は、それぞれの領土内に所属する地域に対 してガイ ドライ ンおよびその地域

の権限の範囲に関係する事項を周知 させ るべ きである。地域全土 に対 して、ガイ ドライ ン

全文を政府的 レベルで通知 し、その実施を促すためあ らゆる努力を払い、生 じる可能性の

ある問題点にっいて協議すべ きである。

自主規制は、個 々の組織、産業組合、または公共機関が開発 し採用す る実施規則、実践

規則の形態として もよい。

施策 の 開発

全 世界 での標準 の整 合性

地 理 的 にで きる限 り広 い範 囲 に適 用で きるよ うな、適切 な技術 的セキ ュ リテ ィ標準(製

品お よび システムの評価基準 も含 む)を 作成す る必要が あ る。 それ は、政府 、標準 団体 、

お よび情 報技術 関連 のベ ンダー とユーザの協力 の 中か ら生 まれ た もので なければな らない。

整合 性 の とれ た標準 を求 め る一方 で、個 々の状 況 に関 して は、1つ ですべて を解 決で きる

よ うなセキ ュ リテ ィ対策 な どない ことを思 い出 さな けれ ばな らない。セ キ ュ リテ ィのニ ー

ズ は、部 門 ごと、会社 ごと、部署 ごとに、 また一 定の情報 システムで あ って も時 によ って、
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実 に大 き く異 な る。 ユ ーザのニ ーズ にっ いての知 識が な く、他の ものに比 べて十 分理解 さ

れていな いため に、 「的 はずれの 」技術 標準化 が行 われ る危険性 が大 き くな ること もある。

情報 システムの セキ ュ リテ ィに関す るユ ーザのニ ーズが本質 的 に多様で あ り、均 質で はな

い ことを認識 す る ことが 、実現 へ 向けての第1歩 で あ る。

専 門技 術の促 進 と最 適行動

政府 、公共機 関、 産業組合 、お よび組織 は、協 力 して情報 システ ムのセ キ ュ リテ ィの分

野 にお ける専 門技術 を促進 し、 「最適行動 」の概念 を作成す る必 要があ る。 これ に は、 リ

ス ク分析 、 リス ク管理 、保証 、 または監査 の概念 な どが ある。採 用す るプログラムは、組

織や部 門 によ って異 な る。 た とえば銀行 業界 には、他の部門 とは異 な るセキ ュ リテ ィ要件

が あ る。

契約書の作成および有効性

電子的取引きの当事者が 目標 とするところは、書類 による取引 きにおける目標とそれぼ

ど違わない。一般 に、情報伝送に参与す る者 は、それが電子によるものであれ電子以外に

よるものであれ、送 ったという人か ら実際に情報が送 られていること、受け取 るべき人だ

けが情報を受け取 っていること、また意図された通 りの形式で、変更 されず、操作 もされ

ないで着いた ことを確認 したがる。電子的取引きおよび電子以外の取引きの当事者 たちの

目標 とす るところは基本的には同 じか もしれないが、その目的達成の方法は同 じではない。

電子的情報 と電子以外による情報 とでは、作成、利用、伝送、保存、および情報へのアク

セスの手段が異なるのに応 じて違 って くるのである。 この2種 類の情報の保護の仕方 も、

当然の ことなが ら違 って くる。

課題 とされるのは、電子的取引の信頼性水準を、現在の書類による処理 と同 じ水準 にす

ることである。 これを達成する方法 はいくっか考え られる。 まず、電子的状況に既存の規

則を適用で きるか も知れない。また必要に応 じて既存の規則を修正 し、新 しい規則を作る

ことがで きる。技術的手段を採用す ることもで きる。電子署名の有効性、情報 システムで

作成 され実行 される契約の作成と有効性、 このよ うな契約の実施と義務に関す る規則など、

電子的取引にかかわる商法の詳細な研究および改正が役に立つだろう。

リス クの配 分 と失 敗 に対す る責任

リス クの配 分 と、セ キ ュ リテ ィの失敗 か ら生 じた損害 に関す る責任 に関す る規則 が不足

して い る。 関係 当事者 と して は、ベ ンダ、配給業者 、公衆 電気通 信業者、サ ー ビス提供者、

およびユ ーザな どがあ る。 あ る情報 を伝 送す るの には、複数 の システムが関与 す ることが

あ り、その情報 を処理 した り伝 送 した りす る者 の所有権 や管理 の範囲外の外部 システ ムが

含 まれ る こと も多 い。誤 りや怠慢、各種 システムの故障 また はその他の問題が起 きた場合
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に、 関係 当事者 の権利 と義務 が は っきり していな い ことが あ る。

この よ うな規則 に対 す るニ ー ズが示 され るの は、2っ の金 融機 関 の間で 電子 送金 された

資金 が喪失 したか あ るいは盗 まれ た とい うよ うな場合で あ る。 この種 の伝送 には多額 の金

が 関与 し、 しか も金 融業で はよ く行 われ ることで あ り、 国境 を越え て ほとん ど瞬 間的に行

われて い る。既依 の規制で は不十 分 で、不正 また は怠慢 な電信 が行 われ た場合 に責任 を ど

う割 り振 るか にっ いて は、 国内 レベ ル と国際 レベ ルの いず れで も、 さ らな る開発、改良 が

必 要で あ る。

制 裁

情報 システムの濫用 に対 す る制裁 は、情報 システムに依存 して い る人の利益 を情報 シス

テ ムお よびその コ ンポーネ ン トの可 用性、機密 性、 および保全性 に対 す る攻撃 による損害

か ら保護 す る重要 な手段 であ る。 この よ うな攻撃の例 と して は、 ウ ィル スや ワームの混入 、

デ ー タの改変、 デー タへ の不 法 ア クセ ス、 コ ンピュータによ る詐欺 また は偽造 、 コン ピュ

ー タ ・プログラムの無許可復 製 によ り
、情報 システムに損害 を与 え た り破壊 した りす るこ

とな どが挙 げ られ る。 この よ うな損害 に対抗 して、各 国は様 々な方法 で違反行 為を規定 し

対応 す る決定 を行 って きた。各国 の刑 法 が適 用 され るべ きコ ンピュー タ関連犯 罪の 中核 に

っ いて、国際協 定が生 まれっっ あ る。 これ は、最近20年 間のOECD加 盟 国にお け るコ ン

ピュー タ犯罪 とデ ータ保護 に関す る法律制裁 と、 コンピュー タOECDお よび その他 の国

際 団体 の コン ピュータ関連 犯罪 に対 抗す る立法作業 に反映 されて い る。'国 の法律 は、情

報 システ ムか ら生 ず る危険 に十分 に適合 して いるか確認 す るため、定 期的 に見直す必要 が

あ る。

それ と同時に、行為者 の特定 の意 図、影響 を受 けたデー タの タイプ(た とえば国家機 密

や医療 デ ータな ど)、 損害 の程度 、行為者 が どの程度権 限を超え たかな ど、多 くの要 因 に

よ って罪が重 くな った り軽 くな った りす ることが認 め られて いる。軽 微 な違反 の場合 は、

行政機 関 によ る罰金 な どの行政制裁 の適 用で十分 と考 え る国 もあ る(特 にデー タ保護 の分

野)。 この地 の タイプの政裁 と して、 た とえば公務員 に対 す る懲戒処 分や民事 制裁 な どが

あ る。

*参 考 文 献:

OrganizationforEconomicCo-operationandDevelopment(1986),Computer-

RelatedCrime:AnalysisofLegalPolicy,ICCPSeriesNo.10(経 済 協 力 開 発 機

構 、 コ ン ピ ュ ー タ 関 連 犯 罪:法 的 制 裁 の 分 析 、ICCPシ リ ー ズ 第10号 、1986年)

CouncilofEurope(1989),RecommendationNo.R(89)90ncomputer-related

crimeandfinalreportoftheEuropeanCo㎜itteeonCrimeProblems(欧 州 会

議 、 コ ン ピ ュ ー タ 関 連 犯 罪 に 関 す る 勧 告 お よ び 犯 罪 問 題 に 関 す る 欧 州 委 員 会 の 最

終 報 告 第R(89)9号 、1989年)
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OECD加 盟各国における立法措置 はすでに、特 にOECDな どの国際組織の影響を受

けてある程度の協調を実現 している。刑罰問題における国際協力(以 下で述べる相互援助、

外国犯罪人引き渡 しおよびその他の国際協力)を 推進するために、 この協調 プロセスを維

持 し、各国が自国の法を見直す際に考慮 に入れ るべきである。

管轄権限

情報 システムのセキュ リティに関す る問題における裁判所の管轄権限に加えて、特定の

行政機関に、制裁を課する権利を認めて もよい。

データの流れには国境を越える性質がある一方で犯罪者が移動す るため、 コンピュータ

犯罪の訴追 に障害が生ずることがある。治外法権 に関する一致 した規則があるのが理想的

である。 しか し、 このような規則の制定を懸案に して、各国が国際犯罪を処理す るための

国内の管轄規則の適合性を再検討 しなければな らない。遍在原則(犯 罪を構成す る要素の

1っ が行われた場所 に犯罪を委ね る)が 認められていない国では、コンピュータ犯罪法の

適用について困難が生ずる。このような国では、たとえば英国のように特別な管轄権規則

を導入す る必要がある。英国では1990年 の コンピュータ悪用に関す る法律で、ハ ッカーま

たはコンピュータが英国に所在す るか、あるいは英国にあるコンピュータを利用 した犯罪

である場合 は、管轄権を主張 している。

一国の国民が他国で コンピュータ関連犯罪を犯 した場合で、本国で犯罪が発覚 し犯人が

本国にいるときも問題が生ずる可能性がある。多 くの国は国民を引き渡 さない。 このよう

な場合には、少な くとも一国で起訴できる必要条件を作 るために、治外法権に関する既存

の規則の拡大(ま たは裁判手続 きの移転の可能性(次 段参照)を 考慮 しなければな らない。

*参 考 文 献(続 き)

UnitedNations(1990),StatementonComputer-relatedCrime,Reportofthe

EighthUnitedNationsCongressonthePreventionofCrimeandtheTreatment

ofOffenders,Havana,Cuba,27Augist-7September(国 連 、 コ ン ピ ュ ー タ 関 連

犯 罪 、 犯 罪 防 止 お よ び 犯 罪 人 の 扱 い に 関 す る 第8回 国 連 会 議 報 告 書 、 キ ュ ー バ 、 ハ

バ ナ 、1990年8月27日 ～9月7日)

InternationalChamberofCommerce(1988),ComputerRelatedCrimeand

CriminalLaw;AnInternationalBusinessView,PositionPaperNo.11,June

(国 際 商 工 会 議 所 、 コ ン ピ ュ ー タ 関 連 犯 罪 お よ び 刑 法:国 際 経 営 ビ ュ ー 、 政 策 方 針

第11号 、1988年6月)
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相互援助 と犯罪人引渡 し

自由な犯罪人引渡 しに関す る法律、相互援助協定、および情報 システムのセキ ュリティ

に関係する刑事上の事項 に関する承認および相互規定、裁判手続 きの移転およびその他の

国際協力 によって、他国の調査を援助する。

証 拠

情報 システム内の デー タおよび情報 の正 確 さ、完全 さおよび可用性 を強化す るこ とに よ

り、 したが って、 システ ム内のデ ータ と情 報 に依 存す る能力 を向上 させ ることに よ って、

情報 シス テムにお いてセキ ュ リテ ィを改 良す る と、訴 訟手続 きお よび行 政手 続 きにおけ る

上 記 の証 拠の提 出 と使 用の助 け にな る。 同様 に、刑 法お よび民 法の手続 きと行 政手続 きの

双方 にお いて証拠 の規 則が 明瞭 になれ ば、セ キ ュ リテ ィの失敗 または不履行 を伴 う活動 の

予測可能 性が増 す ことと、 この よ うな活動 を予 防す る効果 の可能 性 によ って、 システムが

さ らに安 全 にな る。

現在 の と ころ、電子 的な記録 は、既存 の証 拠法 に問題 を提起 す る ことがあ る。 ヨー ロ ッ

パ大 陸諸 国 とい った大 陸法(私 法)制 度 を有 す る国にっ いて は、証拠が法廷 にお いて許 容

され るか ど うか は、証拠 の提 出の 自由および証拠 の評価 の 自由の原則 に基 づ いて いる。 日

本 において も、刑 事事件 以外 にっ いて は同 じ状況 であ る。理論 的 には、 この よ うな法律制

度の下 で は、法廷 はいかな る もので も証拠 と して認 め る ことがで きるが 、後 にそれが証拠

た りうる もの か ど うか とい った価値 を判断 しな けれ ばな らない。 これ は当然 、各事 例 およ

び関連事 実の性質 によ って異 な って くるが 、一般 に この よ うな法律 制度で は、 コ ンピュー

タによ る記録 を証 拠 と して提 出す る ことをため らわ な い。

しか しなが ら、 コモ ン ・ローの国 々で は、証 拠が許 容 され るか ど うかが 問題 とな り、複

雑 な規則 が適用 され る。 コ ンピュー タによ る記録 には、他の文書 と同様 に、2つ の問題 が

あ り、 それ に対処 す る法 執行 を用意 しなければ な らな い。最初 の問題 は、 その文書 が正確

で真 正 であ るか とい う、立証で あ る。 コンピュータか ら出力 された印刷物が 、 シス テムに

記録 されて いるデー タの 「原本 」 と認 め られ るのか 「写 し」 と認 め られ るのか。 た とえ ば

ア メ リカで は、連邦 規則 によ って コ ンピュー タによ る記録の立証 と承認が 明白 に認 め られ

て いる。 コモ ン ・ロー方 式が あ らゆ る文書 に関 して処理 しなければな らない2番 目の問題

は、 その文 書の 中 に伝 聞が含 まれて いるか どうかで あ る。 これ は文書 の形式 で はな く内容

に関す ることで あ る。一 般 に、人 は直接知 った ことにっ いて のみ真 実で あ ると証言 し、二

次 的情報 源か ら知 った ことにっいて は証言 で きない。 この規則 は書 類だ けでな く人 に も適

用 され 、伝 聞規則 には多 くの例外 があ るが(た とえば業務規則 な ど)、 検察 官 は この 問題

を知 り、予期 して対 処す る必要 があ る。
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教育 と訓練

何 よ りも重 要 な仕事 は、 政府お よ び民間部 門そ して個人 とい った、社会 のあ らゆ る レベ

ルで 、情 報 シス テムの セキ ュ リテ ィお よびよいセキ ュ リテ ィ実践 の必要性 とその 目的 に対

す る理解 を深 め させ る ことであ る。理解 の促進 と して は、情報 シス テムに対す る リスクの

理 解 と、その リス クに対処す るた めに利 用で き る保護策 の理解 も含 め るべ きで あ る。情 報

システムの正 しい使 い方 につ いて社会 的 コ ンセ ンサ スを確立す ることが重要で あ る。

認識 を形成 す る際 に は、情報 システムのユ ーザの協力 と管理部 門の委 託を得て 、情報 シ

ステムのセ キ ュ リテ ィを実現す るこ とが何 よ り重要 で ある。

教育 と訓 練 は、学校 の カ リキ ュラムに取 り入れ られ るべ きで あ り、ユーザ、経営幹部 、

プログ ラム、保 守管理 提供者、情 報 システム管理者(ソ フ トウ ェア管理者 、オペ レー シ ョ

ン管理者 お よび ネ ッ トワー ク管理 者)、 ソフ トウ ェア開発管理者、 および情報 システムの

セ キ ュ リテ ィに関 して責任 を負 う管理者 、内部 と外部 の双方 を含 む情報 システムの監査員

お よび情報 システ ムのセキ ュ リテ ィの監査員 に対 して提供 すべ きで あ る。訓練 を受 けたプ

ロフ ェ ッシ ョナル の独立 した監査 員が、情報 システムを検査 し評価すべ きであ る。情報 シ

ステムの監 査員 は、情報 システムの計画、 開発お よび動作 の知 識 と監査全般 の知識 を持 っ

て いなければ な らず、情報 システム監査 を実際 に実行 した経験 が必要で ある。警察 、調 査

官、弁理士 お よび判事 な どを含 む法執行機 関が十 分 な教育 と訓練 を受 け ることも同様 に重

要 で ある。

実施と損害補償

情報 システムのセキュリティに関する権利の履修 と実施、およびそれ らの権利を侵害 し

た場合の損害補償の適切な手段が提供され るべ きである。それには、法廷へのアクセス、

適切 な調査能力を提供す る手段が含 まれる。不履行 としては、情報 システムのセキュリテ

ィの失敗 と違反が含 まれ る。国内および国際的 レベルで、法執行機関、通信業者や通信サ

ー ビス提供者、および銀行の間で、相互教育、通信、協力、および情報の共用をいっそ う

進める必要がある。法執行機関は、他の国において調査を実施する際に援助を必要とする。

情報 の交換

政府、公共 部 門お よび民 間部門 は、 ガイ ドライ ンお よびその実行 に関す る情報 を交換 し

なければ な らず、情報 交換 を容易 にす るための手続 きを確立 しな けれ ばな らない。その作

業 の一 環 と して、 ガ イ ドライ ンに従 い、情報 システ ムの セキ ュ リテ ィの ために設 定 された

手段 、実施方 法、手続 き、 お よび機 関を一般 に発表す る。各 国の政府 は、情報 システム、

ガイ ドライ ン、 および ガイ ドライ ンの実行 に関係 して 自国 および国内の各地域 で行 われて

い る活動 につ いて、OECD、 その他 の国際団体 、お よびその他 の政府 に対 して通知 す る

の が望 ま しい。
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協 力

政府、公共機関および民間部門は、ガイ ドラインに準拠 し、簡単で しか も他の政府の も

のと矛盾 しないような手段 と実施方法、手順および指示を作成 しなければな らない。その

際、他の政府が採用 している手段、実施方法、手順、および指示に対す る影響を考慮 し、

また可能であれば争いや障害のもとになるような手段、実施方法、手順、指示を回避す る

ようにする。地域、国または地方 自治体 レベルで採用される法律 はすべて、世界的な技術

が もた らす課題を可能な限 り最大限解決で きるように、整合性のとれたもの とすべきであ

る。
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1.6ソ フ トウ ェア 保 護 に 関 す る 国 際 的 動 向

1.6.1ECに お け る ソ フ トウ ェ ア通 告

1993年1月1日 まで に、EC加 盟各 国の著作権法 に基づ くソフ トウェア

保護 は和 合 され る計画 であ る。

1991年5月14日 、 ヨー ロ ッパ共 同体 は、 コ ンピュー タ ・プログラムの法 的保護 に関す る通

告 を最 終 的に認 可 した。通 告 は、1992年 に向けて 、法 律の総体的和合 の一部 と して採 用 さ

れ た もので 、12の 加盟 国、つ ま り、 ベルギ ー、 デ ンマー ク、 フラ ンス、 ドイツ、ギ リシャ、

アイル ラ ン ド、 イタ リア、 ル クセ ンブル ク、 オ ラ ンダ、 ポル トガル、 スペ イ ン、 および イ

ギ リスにお ける ソフ トウ ェア著 作権保 護 システム間 にあ る不均衡 の調和 を はか ろ うとす る

ECの 試 みを表 わす もので あ る。

通告は、加盟国の著作権法の和合をはかるもので、以下のような項 目を含む。

■ 著作物 と しての ソフ トウ ェアの分 類

■ オ リジナ リテ ィの定義

■ ベル ン条約 に準 拠 した、共通 の保護期 間

■ 限 られ た環境 におけ る リバ ー スエ ンジニ ア リングの許可

最 も議 論 の的 とな る規 定で は、"独 立 して作成 された コ ンピュータ ・プロ グラム と他の プ

ログラム との相 互操作性 の実現 に必要 な情 報 を獲得す ることが避 け られ ない"場 合、反対

の条 約文書 があ って も、 コ ン ピュー タ ・プログラムの リバ ースエ ンジニ ア リングが許 され

る。 このよ うに、通告 は、市場 におけ るプロ グラムの相互操作性 を向上 させ るために、 プ

ログラムの イ ンタ フェースへの ア クセ スに便宜 を はか る もので あ る。 したが って、 リバ ー

スエ ンジニ ア リングは次 の よ うな条件 の下 で許可 され る。

(i)作 業 は、 プ ログラムの ライセ ンス所有者 またはその他 の許可 されたユ ーザ のみが行

うこと。

(ti)相 互 操作性 の実現 に必要 な情報 は、以前 、 ライセ ンス所有者 また はその他 の許可 さ

れ たユ ーザが いっで も利 用で きる もので はなか った。

(血)情 報の検索 は、相互 操作性 に必要 なオ リジナル ・プ ログラムの一部 に限 られ る。

(iv)検 索 した情報 を、相 互操作 性の実現 以外 の 目的で使 用 しない こと。

(v)2次 プ ログラムの相互操作 性の実現 に必要 な場合 を除いて、検索 した情報 を第3者

に流 さな い こと。

(vi)検 索 した情報 を使 って、 オ リジナル ・プロ グラムの著作権 を侵 害す るプ ログラムを
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作成 また は売 買 しない こと。

通告 に よ り、EC加 盟 国 は、1993年1月1日 まで に、国家 法規 をECの 規定 に合 わせ な け

らばな らな い。EC加 盟 国が必然 的に取 り扱 うことにな る国家法規 の主 な領域 に は、 オ リ

ジナ リテ ィ要 件、従 業員作成 プ ログ ラムの オーサー シップ、お よび、著 作者 の排 他的権利

の例 外が あ る。

和合 前 に は、通告 は、加盟 国 におけ る個 人 および会 社 に対 して直接 的な影響 を及 ぼ さな い。

しか し、加盟 国の裁判 所 が、判決 を下 す際 に、通告 を法律 の 出所 と してみ る場合 、通告 が

間接 的 な影響 を及 ぼす ことにな る。 さ らに、非EC加 盟 国が通 告 に注 目 し、通告 に準拠 す

るよ う法律 を修正す る場合 もあ る。 これ は、特 に、ECへ の加盟 を考 えて いる国 々に当て

はまる。

1.6.2著 作 権 保 護

ソフ トウェアの著 作権保護 は、継続 して世 界 的に さ らに確立 され るよ う

にな って きて い る。

世 界 中の著作権法 で は、 ソフ トウェアの明確 な制定法上保護 に向か う強 い傾 向が ある。 多

くの国 にお いて 、裁判 所 は、 ソフ トウェアは既 存の著作権 法の 内容保 護の範 囲 にあ る と判

決 して きた。普通 、著作権 法 は、ア イデ ィアの表現 形式 は保護す るが、 アイデ ィアその も

の は保護 しない。 ソフ トウェアに関 して は、人 が読み取 れ る形式 、お よび、機械 が実行 可

能 な形式 の コン ピュータ ・プ ログラム、 および関連 マニ ュアル は著作 権保護 の対 象 とな る

が、 プ ログラム内の方 法 お よびアル ゴ リズム は、保護 されな い ことになる。 ソー ス ・コー

ドお よびオ ブ ジェク ト・コー ドは、 リテラル複写 か ら守 られ る。 さ らに、表現 にお け るあ

る非 リテ ラル要素(構 造 、 シーケ ンス、 および プログラムの編成 と`ル ック ・ア ン ド・フ

ィール'を 含 む)は 、 ア メ リカ合衆 国著作権 法の下で は保 護 され る。 この傾 向 は、 ア メ リ

カ以外 の裁判所 で はは っき りと表面 化 して いな い。 したが って、 ア メ リカ合衆 国著作権 法

の下で の ソ フ トウェア保 護の範 囲 は、少 な くと もこの点で、今 の と ころ、他 の諸国 の法律

の保護範 囲 よ り も広 い ことにな る。

ほとん どの著作権 法の共通 要件 は、著作物 がオ リジナルの もの であ る とい うことで あ る。

オ リジナ リテ ィは、著作 物 は独 立 して作成 され た もので、著作者独 自の表現 で あ ることを

意味す る。 この要 因 は、新案 の概念 と区別 しな けれ ばな らな いが、普通 は必 要 ない。 指定

され た規定 の権威 を もって著作物 を登録 す ると、 あ る管轄 におけ るオ リジナ リテ ィの証 明

に役立 っ。
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保護 され る権利

「道 徳権 」 は、多 くの国 の著作権 システ ムで認 め られ てい る。

ほ とん どの著 作権 法で認 め られ保護 され る、著作 権所有者 の排他 的権利 は、著作物 を複写、

応 用(派 生著 作物 の作成)、 配布 、 お よび実行 す る権利で ある。 しか し、 これ らの権 利が

正確 には どうい うもので あ るか は、 国 によ って異 な る。 デ ィスプ レーの排 他的権利 は、公

表 の道 徳権(以 下 に解説す る)に よ って規定 され る程度の権利 を除いて、 アメ リカ以外で

は一般 的 に認 め られて いない。

あ る管轄、 お よびEC通 告 もまた、 「道 徳権 」を認 めて いる。道徳権 に は、著 作物 の著作

者 と して名乗 る権利(パ 夕雲テ ィの権利)、 他人 に よって著作物 を歪 曲 されな い権利(完

全性 の権利)、 著作物 の公表 を管理す る権 利(公 表 の権利)、 お よび著作物 の公表後 、そ

れを回収、変 更、 また は否認す る権利(回 収の権利)が あ る。道徳権保護 は、作品 だけで

はな く、個人 も保護 され る とい う見解 を反 映 して い る。 これ らの権利 の範 囲 は、著作者 の

道徳権 を保護 す る各 国 によ り異 な る。 ベル ン条約 は、上記の最 初の2つ の道徳権 の みを認

めて いる。

その よ うな管轄 の ほ とん どで は、道徳権 を放 棄 また は譲渡す る条約 を実施 で きな い。道徳

権 が保 護 され る国 で は、道徳権 に よ り、元の作成者 の明確 な同意が ないか ぎり、 ソフ トウ

ェアを変更 で きな い よ う、 ソフ トウ ェアの譲受人(仕 事を頼んだ当事者 な ど)を 制限す る

場合 があ る。現 在 の と ころ、 この争 点に関 して、報告 された判 例法 はない と思 われ る。

正式手続 き

ベル ン条約 に加盟 していれば、著作権保護を達成するために正式手続 き

を遵守す る必要がない。

ベル ン条約国は、正式手続 きを遵守することな く、著作権保護を達成できる。 しか し、い

くつかの国(1989年3月1日 のべル ン条約加盟有効 日より前のアメ リカ合衆国、およびい

くつかのラテ ンアメ リカ諸国)で は、公表 した著作物に著作権告知が必要である。 この告

知は、万国著作権条約の下で公表 された著作物に必要である。 さらに、保護を達成するた

め、あるいは著作権侵害訴訟を起 こすにあたって、管轄では、著作物 または登録、あるい

はその両方のすべてまたは一部を保管 しなければな らない。保護の達成 または実施にあた

り登録が必要でない場合で も、登録で重要な証拠上の利得が確保 される場合がある。
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保護を達成するために、正式手続 きを遵守 しな くてはならない諸国では、正式手続 きは公

表のみで適用される。以下に示すように、外国人著作者の著作物 に著作権保護を施すかど

うかを判定する際には、最初 に公表のある国が重要である。

外国の著作権保護

著作権法は、普通、同国人またはその国で最初に公表された著作物のみ

を保護する。

著作権法は、管轄内で有効 となる。著作権法は、普通、同国人またはその国で最初に公表

された著作物のみを保護す る。条約および双務協定では、外国人の著作者の保護の可用性

を取 り扱 う。双務協定では、普通、相互関係の下で、同国人に対する保護 と同 じ保護を外

国人 に対 して も認めている。著作権保護 に関す る最 も重要な国際条約は、ベル ン条約、万

国著作権条約、およびブエノスアイレス条約である。アメ リカ合衆国は、長年にわた って、

ブエノスアイレス条約および万国著作権条約に加盟 していて、1989年3月1日 にはベルン

条約 に加盟 した。 また、アメリカ合衆国は、 どの著作権条約に も属 していない数か国 との

間で、双務協定を結んでいる。

UCC

ベルン条約 とは対照的に、UCC加 盟国は著作権保護 を達成するために、

正式手続 きを遵守する必要がある。

アメ リカ合衆 国 は、万 国著作権条 約(UCC)に 加盟 して い る。 この条約 の下で は、各加

盟 国 は、管轄 内で最初 に公表 された著作物 の著作者(同 国人)、 また は管轄 内で作成 され

た未公 表の著作 物 に対 して保護 を認 め るの と同様 に、他の加盟 国の人 々の著作物(公 表 さ

れ た もの、未公 表 の もの にかかわ らず)、 およ び最 初 にその加盟 国で公表 され た著作 物 に

対 して保護 を認 め る。 これ を、"国 家 処置"と い う。 したが って、 アメ リカ人 の作 成 した

ソフ トウ ェア、 また は最初 にア メ リカ合衆国 で公 表 され た ソフ トウ ェア は、加盟 国の現在

の著 作権法規 が ソフ トウェアを保護 す る程度 まで、加盟 国で保護 され る。

UCCで は、著作権保護の条件 として正式手続 き(登 録、保管、または告知)の 遵守が必

要である加盟国は、公表 された著作物のすべての コピーに記号⑥、著作権所有者の氏名、

および最初の公表年度が記されている場合に、正式手続 きが満たされているとみなさなけ

ればな らないとしている。 しか し、この規定は、(i)正 式手続 きの遵守を必要 とする国
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以外 で最初 に公 表 された著作物 、(丑)そ の国 の国民が書 いた もの で はな い著作物 にっ い

て適 用 され る。 ベ ル ン条約 とは対 照 的 に、UCCで は、侵害訴訟 を起 こすため に、登録 の

よ うな正式手続 きを認 めて い る。

1991年12月1日 現 在 、 チ ャー トの リス トに入 って いな いUCC加 盟 国 は、 ア ル ジ ェ リア、

ア ン ドラ 、バ ハ マ 、 バ ング ラデ シ ュ、 バ ルバ ドス 、 ベ リー ズ 、 ボ リ ビア、 カ ンボ ジア 、 カ

メ ル ー ン、 キ ュ ーバ 、 キ プ ロ ス、 エ ル ・サ ルバ ドル 、 フ ィ ジー、 ガ ー ナ 、 グ ア テ マ ラ、 ギ

ア ナ 、 ハ イ チ 、 教 皇 庁 、 ア イ ス ラ ン ド、 ケ ニ ア 、 ラオ ス、 レバ ノ ン、 リベ リア 、 リ ヒテ ン

シ ュ タ イ ン、 マ ラ ウ イ、 マ ル タ、 モ ー リ シ ャス 、 モ ナ コ、 モ ロ ッコ、 ニ カ ラ グ ア 、 ニ ジ ェ

ー ル
、 パ ラ グ ア イ 、 ル ワ ンダ 、 セ ン トビ ンセ ン トグ レナ デ ィー ン、 セ ネ ガ ル、 ス リラ ンカ、

トリニ ダ ー ド トバ ゴ、 チ ュニ ジ ア、 お よ び ザ ン ビアで あ った。

ブエ ノスア イ レス条 約

ブエ ノスアイ レス条約 は、 アメ リカ合衆 国 とその他 のラテ ンア メ リカ諸国 に採 用 されて い

る。 この条約 は、国家処置 を定 めた もので、著作 権告知 で は、"す べて の権利 は所有 され

て い る"、 あ るい は これに同等す る ものを使 用す る必要 があ る。 ほとん どの加盟 国 はUC

Cも 採 用 して い るた あ、 ブエ ノスア イ レス条約 はあま り重要で はな くな った。2っ の条約

に衝突 が生 じるほど、UCCが ブエ ノスア イ レス条約 に取 って代わ って い るためであ る。

ベル ン条約

1989年3月 、ア メ リカ合衆 国 は、世界で最 も広 く遵守 されて い る著作 権

条約 で あるベル ン条約 に加盟 した。

ベ ル ン条約 は、UCCよ りも広 い範囲 に及んで著作権 を規定 して いる。 ベル ン条約加盟 国

は、あ る最小 限の保護 要件 を満 た して いれ ば、世界 のすべての国 々に対 して開かれて い る

連合 を構成す る一員 とな る。 これ らの要件 には、(i)国 家処置、(ii)著 作物の利 用 に

関 し、著作者 に対 してあ る道徳権 を認 め る こと、(血)あ る"経 済権"(保 護 され る著作

物 に関す る、翻 訳、複写 、実行 、 また は応用 の排他 的権利)を 認 め ること、(iv)様 々な

著作物 について、 あ る最 小限 の保 護期 間(一 般 的に は、著作者の死後50年 間)を 採用 す る

こと、が含 まれ る。 さ らに、 ベル ン条約 で は、例 えば、侵害訴訟 に持 ち込 むた めの要件 な

どの正 式手続 きを遵守 しな くて も、著作 権 を保護 で きる。ベル ン条約 は、 アメ リカ合衆 国

にお け る場合 の よ うに、国が登録 の誘 因 と して証拠上 の利得 を備え るのを妨 げて はいな い。

コメ ンテ一夕の 中には、著作者 の道徳権 の放棄 また は譲渡を禁 じる もの と してベ ル ン条約
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を解 釈 す る人 もい る。 しか し、 実際問題 と して、道 徳権 をすべ て放 棄 または譲 渡で きるの

か ど うか、 また、 ソフ トウェアの よ うな特殊 な タイプの著 作物 に適用で きるのか ど うか は、

国家 法規 によ って決 ま ると思 われ る。

ア メ リカ合 衆国 は、1989年3月1日 にベ ル ン条約 に加盟 した。 それ まで は、ア メ リカ人 の

著者 は、最初 の公表 が加盟 国 であ った場合 、 また は、加盟 国 と非加 盟国で 同時 にあ った場

合 、 この条約 によ り間接 的 に保護 を受 ける ことがで きた。"最 初 の公表"の 意 味 は、 国 に

よ り、厳密 に も大 まか に も異 な る。 アメ リカ合衆 国 は、 ベル ン条約 の最 も新 しいバ ー ジ ョ

ンを批 准 したが 、他 の い くっ かの国 々は、 旧バー ジ ョンのみ を批准 して い る。

過去 に遡 って、特 別 な条 約 によ る合意が ないか ぎ り、"出 所 とな る国"が ア メ リカ合衆 国

であ る著作物 は、1989年3月1日 現 在、 ア メ リカ合衆 国内著作権 法の下でパ ブ リック ・ ド

メイ ンにあ た らなか った場合 、他 の加盟 国か らベル ン条約 保護 を受 ける ことに なる。 同様

に、特 別 な条約 によ る合 意が な いか ぎ り、"出 所 とな る国"が ベル ン条約加盟 国で あ る著

作物が 、1989年3月1日 現在 、その国 においてパ ブ リック ・ドメイ ンにあた らなか った場

合、 ア メ リカ合衆 国 は、そ のよ うな著作物 に対 して も、ベル ン条 約 レベ ルの保 護 を広 げな

けれ ばな らない。

1991年12月1日 現 在 、 チ ャ ー トの リス トに 入 って い な い ベ ル ン条 約 加 盟 国 は、 ア ルバ 、 バ

ハ マ 、 バ ルバ ドス、 ベ ニ ン、 ブル キ ナ ・フ ァン、 カ メル ー ン、 中 央 ア フ リカ共 和 国 、 チ ャ

ド、 コ ンゴ、 キ プ ロス 、 フ ィ ジ ー、 ガ ボ ン、 ガ ー ナ 、 ギ ニ ア 、 ギ ニ ア ・ビサ ウ、 教 皇 庁 、

ホ ン ジ ュラ ス 、 ア イ ス ラ ン ド、 コ ー トジボ ア ー ル、 レバ ノ ン、 レソ ト、 リベ リア 、 リ ビア、

リヒテ ン シ ュ タ イ ン、 マ ダ ガ ス カ ル、 マ ラ ウ イ、 マ リ、 マ ル タ 、 モ ー リタニ ア 、 モ ー リ シ

ャス 、 モ ナ コ、 モ ロ ッ コ、 オ ラ ンダ、 ア ンテ ィ ル諸 島 、 ニ ジ ェ ー ル、 パ ラ グア イ 、 ル ワ ン

ダ 、 セ ネ ガ ル 、 ス リラ ンカ 、 ス リナ ム 、 トー ゴ、 トリニ ダ ー ド トバ ゴ、 チ ュニ ジア 、 ザ イ

ー ル
、 ザ ン ビ ア、 お よ び ジ ンバ ブ エ で あ っ た。

1.6.3ソ フ トウ ェアの国 際法的保護 の動 向

(1)各 国 にお け る ソフ トウェア保護 の現状

次 のチ ャー トを使 って、現在 、特 定 の国で、 アメ リカ合衆 国 また は外国 の ソ フ トウ

ェアに対 して内容保護 が有効 か ど うか を判 断で きる。

著 作権 の欄 の記載事 項 は、指定 された国の国家著作 権法 の下、 ソフ トウェアに対 し

て内容保護 が有効 か ど うかを示す。 も しそ うで あ る場 合、第2段 階 は、その 国にお い

て、 アメ リカ人 の著作物 に対 して保護 が有効 か どうか を決 め る ことであ る。 その ため
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に は、加盟条 約 の欄 を見て 、 アメ リカ合衆国 とその国 との間に適用可能 な相互条約 や

双務協 定 があ るか どうか チ ェ ックす る。 も しあ る場合、 内容保護 は一 応有効 であ る。

同 じ手 順 を使 って、(関 連 双務協 定 はないが)外 国 にお いて、 また別の国の ソフ トウェ

アに対 して保 護 が有効 か ど うか決 め る。例え ば、 日本人の著作者 は、加 盟条約 の欄 を

見 て、 日本 と指定 された国 とが共通 の条約 を結 んで いるか ど うかを決め る ことにな る。

特許の欄の記載事項 は、国家法規 または、 ヨーロッパ特許条約のよ うな超国家法規

の下で、指定された国において ソフ トウェアに対 して内容保護が有効かどうかを示す。

国が属 している特許条約は、加盟条約の欄 に示 されている。共通の加盟条約がある場

合、国家処置が受け られることを意味するが、共通の条約への加盟がな くて も、い く

っかの国では特許適用を申 し込 める。

この チ ャー トで使 われ る言葉 の定義

"有 効" 一 ソフ トウェアに対す る内容保護 は、法規、重要 な判例 法判決例(特

許 の場合 のみ)、 また は ソフ トウェアを明 白に保護 す る統括 的な判 決 に したが

って、有効 であ る。

"一応有 効"一 重要 な判例 法判 決例 が 内容保護 を擁護 して い る
。

"場 合 に よ り有 効" 一 内容保護 は、例 えば、賛成す る下級審 の見解 、 コメ ンテ一

夕の見解 、 または国の著作権事 務局 に ソフ トウ ェアを登録 す る資格 に基 づ き、

有 効で あ る場合 もあ る。

"無 効" 一 ソフ トウェアに対 す る内容 保護 を事実上指摘 す る ものが ない。

"未 知" 一 情報 が確認 されて いない。

加 盟 条 約:

"B" 一 ベ ル ン条 約

"U" 一 万 国 著 作 権 条 約

"P" 一 パ リ条 約

"E" 一 ヨ ー ロ ッパ 特 許 条 約

"C" 一 特 許 協 力 条 約
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有効22

一応有効d

無効
有効

権作著

C

務

P

E

双

臥

u

ス ペ イ ン

ス ウ ェ ーデ ン

ス イ ス

有 効 一 応有効b

有 効 有 効b

場 合 によ り有効1・23一 応有 効b

ρ
)

介
)

ρ
)

口
肋

E

D
D

D
l

D
l

D
l

U

U

U

D
D
B

DU

台湾(ROC)

タイ

トル コ

有効

無効24

場合によ り有効

一応有効h

無効

未知

双務著作 権

B

B,P

USSR未 知25'

ア ラブ首長 国連邦 無効

イギ リス 有効

場合により有効i

未知
有効b CE

P
)

D
-

P

し

U

U

な

B

ア メ リカ合衆 国

ウル グアイ

ベ ネズエ ラ

ユ ーゴス ラ ビア

有効

有効
場合により有効

有効26

効
効
効
効

有
無
無
無

CD
l

D
l

nU
D
l
U

U

D
U

D
D

D
U

D
U

*追 加 された デー タまたは実質的 に1991年 報告 か ら修正 されたデー タ
。

脚 注

1法 規 また は判 決が提 唱 されて い る
。

2オ ー ス トリア:1985年7月31日
、 ウィー ンの貿 易裁判所 は、オ ース トリア著 作権法

令 に基づ き、 ソース ・コー ドは著作物 であ る と判 決 した。 プログラムが単 に、ア ル ゴ

リズ ムと して定義 され る科学 的結果 であ る場 合、著作 権保護 が有効 とな らない場合 も

あ る。オ ース トリア人 の法的 コメ ンテ一 夕は、 ウィー ン控訴 院の2っ の判 決(1985年

12月12日 および1986年8月8日)に っ いて、現行 のオース トリア著作権法 によ りソフ

トウェアが保護 され ることを強 く示 唆 してい る、 と解釈 した。

一85一



3*ブ ラ ジル:ブ ラ ジルの ソ フ トウ
ェア政策 は、 まだ、実 質上 改定 され る過 程 にあ る。

1990年9月12日 、 コロール政権 は暫 定法案No.222を 出 した。 この法案 は、 その他の事

柄 の うち、情 報事務局(SEI)を 廃止 し、SEIの 職務 の多 くを情報お よびオ ー ト

メー ション政策の部署 に移 した。1991年6月 には、法 案No.997を 導入 し、1987年12月

18日 の ブ ラジル法律No.7646の 下、 ブラジルで配布 され た外 国の ソフ トウ ェア に対 し

て存 在 した多 くの制 限(検 査 お よび登録 要件 を含 む)を 廃止 した。 しか し、 この法案

によ り、 あ る最 小限 の保証 はエ ン ド・ユーザ に任 され ること にな る。 まだ議決 されて

いない法案 で も、 ブラ ジル以外 の会社 が、 ブラ ジルで直 接 ソ フ トウェアを配布す るこ

とを許 可す ることにな るだ ろ う。

4ブ ルガ リア:1979年 の ブルガ リア法令No
.15に よ り、他 に例 のな い形式 の ソフ トウ

ェア保護 が制定 され た。 この ソフ トウ ェア保護 の下で は、 ソ フ トウェアの オ ーサ ー シ

ップお よびあ る権利 は経 済の社会主 義単位 に属 す。1990年10月 、 ブル ガ リア とアメ リ

カ合衆 国 は、以下 の注釈7で 言及 されて い る条件 と同様 な もの を求 め る貿 易条約 の条

文 に同意 した。

5中 国
、 イ ン ド、 タ イ:1991年4月 、中国、 イ ン ド、お よび タイにお けるソ フ トウ ェ

ア保護iの不 備 は、1988年 のア メ リカ合衆 国総合貿易 ・競 争法 の"特 別301"条 文の下

で 、 これ らの国 々を"優 先外 国"と して指定す る根拠 と して特 記 された。 イ ン ドお よ

び タイは、 この チ ャー トの 日付現在、 引 き続 き同 じ状 態で あ る。 中国の ソフ トウェア

保護 に十分 な進 歩 がみ られな いため、 ア メ リカ合衆 国 は1992年1月16日 を最終期 限 と

して、 中国製 品 に報復 制裁 を課 す ことにな った。

6中 国:コ ンピ
ュータ ・プ ログラムの著作 権保護 を定 め る新 しい著作権法 は、 中国 に

お いて、1991年6月 に実施 された。 ソフ トウェアに関す る具体 的な規則 は、1991年10

月1日 よ り実施 された。 この新 しい法律 が満足 な ものか にっ いて は、重大 な問題 が挙

が って い る。例 え ば、1991年6月 よ り前に 発行 され た ソフ トウェア、 また、 中国で最

初 に発行 されて いない ソフ トウェアに対 して は、保護 がな いよ うで ある。 中国 は、 ま

た、近 い将来 にベ ル ヌ条約 およびUCCへ の加 盟 を望 んで い ると表明 した。

7
チ ェコス ロバ キ ア:1990年 、チ ェコス ロバキ アはア メ リカ合衆 国 との貿 易条約 にサ

イ ン した。条約 において チ ェコスロバ キア は、 コンピュータ ・プ ログラムの著作権保

護 を始 め とす る、特 定の知 的所有権 を保護 す る法規 を実施 す ることに同意 した。 コ ン

ピュータ ・プ ログラムの著作権保護 は、1990年6月1日 に実施 され た。

一86一



8*フ ィ ンラ ン ド:フ ィ ンラ ン ドの著作権 法 は
、有効 日よ り後 に作成 された コ ンピュ

ー タ ・プ ログラムを保護 す るため に修正 され、1991年1月16日 に発効 してい る。

9ド イツ:1985年6月25日
、 ドイ ツ著作権法 令 は、明確 に コ ンピュータ ・プ ログラム

を含 め るため に修正 され た。 しか し、 ドイツ連 邦最高裁判所 は、1985年5月9日 、 イ

ンカ ッソにお いて、"一 般 的お よ び平 均的 な能 力 と比較 して 、マテ リアルの選択 、収

集 、組織 と分割、 お よび方 向の点 で明 らか に顕 著な創造性 を帯 びた"コ ンピュー タ ・

プ ログラム に対 してのみ、著 作権保護 を認 め る判 決を行 った。 この判 決か ら、 コメ ン

テ一 夕は、 ほとん どの コンピュー タ ・プログラム は保 護 され ない とい う結 論 を下 した

が 、 ヨー ロ ッパ共 同体 の委員会 が 発効 した1988年6月 の グ リー ンペーパーで は、著作

権保 護 プ ログラム要 因か ら普通 の要 因を排 除 しす ぎて、著 作権保護 プ ログラム要因が

あ る程度パ ブ リック ・ドメイ ンにな って いるだけだ とい うふ うに、イ ンカ ッソを解釈

した。少 な くと も、 ソフ トウェア保護 に関す るEC通 告 で は、 イ ンカ ッソにかかわ ら

ず 、オ リジナ リテ ィ要件 を軽 くす る法規 を実施す るよ う、 ドイツに対 して求めて いる

よ うだ。

lo*ギ リシ ャ:ア テネ第1審 の判決13760/1988(プ ログラム は
、法律2387/1920に よ

り保護 され る。 この法律 は、普 通、 プ ログラムに独創 的なス タイルおよびオ リジナ リ

テ ィがあ る場合 に、知 的所有権 を保護す る)。

11ハ ンガ リー:1983年 の ハ ンガ リー政 令 で は
、 コ ン ピュー タ ・プ ロ グラ ム に対 して 明

確 な 著 作 権 保 護 を 定 め た 。

12イ ン ドネ シア:ア メ リカ とイ ン ドネ シア は
、1989年8月1日 に双務著作 権協定 にサ

イ ンした。 この条約 は"内 国民 待遇"を 定めて い る。 しか し、 イ ン ドネ シアの1987年

著作 権法 に は強制 的な事 前認 可規定が あ り、 ソフ トウェアを25年 間 しか保 護 しない。

13イ タ リア:1986年11月24日
、 最 高 裁 判 所 、S.1.A.E.対DomenicoPompa(ソ フ トウ ェ

ア は、 民 事 お よ び刑 事 著 作 権 法 に よ り保 護 さ れ る)、IBM対BITComputer。1988年7

月4日 のRomanPretura(ROMに 入 って い る プ ロ グ ラム は、"科 学 的性 質 の 著 作 物"

と して 著 作 権 保 護 の対 象 とな り、 適 用 され た ソ フ トウ ェ ア と 同 じ保 護 を 受 け る)。

目 日本:日 本 で は
、 構 文 、 ア ル ゴ リズ ム 、 ま た は プ ロ グ ラ ミン グ言 語 に対 して 著 作 権

保 護 が 存 在 しな い。1987年1月30日 、東 京 地 方 裁 判 所 、Microsoft対ShuuwaTrading

KKで 、 裁 判 所 は、BASICイ ン タ ー プ リタ にお け る プ ロ グ ラ ミン グ言 語 の 実 現 は 、著 作
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権 法 によ り保護 され る と判決 した。

15メ キ シコ:メ キ シコの著作権法 は、 ソフ トウェアを保 護す るため に修正 され、1991

年8月16日 に発 効 して い る。 この 日よ り前 に は、1984年 の政令 に よ り、 メキ シコ著 作

権 法 の下 で ソフ トウェア に対 す る保護が 明確 に確立 されて いた。

16オ ラ ン ダ:1983年3月31日 の ア ム ス テ ル ダ ム控 訴 院 、Atari対Philips、

Auteursrecht/AMR56(1983)(ス ク リー ン ・イ メ ー ジの シ ー ケ ンス お よ び ビ ジ ュ ア

リゼ ー シ ョン は も と よ り、 ビデ オ ・ゲ ー ム の 基 礎 とな る ソ フ トウ ェア は、 著 作 権 保 護

の対 象 と な り う る と した)。1981年 以来 、40を 超 え る オ ラ ンダ の裁 判 所 判 決 に お いて 、

ソ フ トウ ェ ア に対 す る著 作 権 保 護 の 存 在 が 確 認 され た。

17ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド:1989年3月21日
、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド高 等 裁 判 所 、International

BusinessMachinesCorp,対ComputerImportsLtd.OEIlisBros.(ROMチ ッ プ の

BIOSコ ー ドは 、IBMのBIOSを 侵 害 す る と 判 決 さ れ た)。

18*ノ ル ウ ェー:1990年6月15日
、 ノル ウ ェ ーの 著 作 権 法 は 、 コ ン ピ ュー タ ・プ ロ グ

ラ ム を 含 め るた め に修 正 さ れ た 。

19*ポ ー ラ ン ド:1990年
、 ポ ーラ ン ドはア メ リカ合衆 国 との貿易条約 にサ イ ン した こ

とによ り、 コ ンピュー タ ・プ ログ ラムの著 作権保護 を始 め とす る、特 定の知 的所有権

を保 護す る法規 を実施 す ることに同意 した。 しか し、 ポー ラ ン ドの著 作権法 を修 正す

るため に1991年 末 に提案 され た法規 は、 ソフ トウェアを過去 にさかのぼ って保護 す る

もので はな いよ うだ。

20サ ウ ジア ラ ビア:サ ウジアラ ビアの著作権法 には
、 国内の コン ピュータ ・プ ログ ラ

ムが含 まれ る。外 国の著作 物 に対 す る著作権保護 が まだな いため、国際知 的所有権条

約 はサ ウジアラ ビアを非難 した。

21南 ア フ リカ:1981(4)SA123(c)
、1411C560(1982)FSR124、NorthernOffice

Computers(Pty)Ltd.対Rosenstein(南 ア フ リカ の ケ ー プ地 方)(コ ン ピュ ー タ ・プ

ロ グ ラ ム の 作 成 に は か な りの 労 力 と技 術 が 伴 って い た た め、 プ ロ グ ラ ム は著 作 権 に よ

り保 護 され た)。

22韓 国:韓 国の著作権 法 は
、 訴訟 の私権 を認 める ことを始 め と して、1987年7月1日

よ り後 に作成 され た ソフ トウェア に限定的 に適 用 され る。韓 国のUCCへ の加盟 は
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1987年10月1日 に発効 して い るため、韓 国の著作権法 は、 その 日以降、韓 国人 以外 に

よ って作 成 され た ソフ トウ ェア に も適 用 され る。韓 国の プ ログラム審議 委員 会 は、

1987年7月1日 よ り後 に作 成 され た派生 プ ログラム(KoreaPalantirSoftwareCo.

によ る)は 、基礎 とな るプログ ラムが有効 日よ り前 に作成 された と して も、保護 の対

象 とな る、 と規 定 した。

23ス イ ス:ス イ スで は
、 ソ フ トウ ェア所 有 者 が 著 作 権 侵 害 の 明 白 な ケ ー ス を 定 め た。

Zugの 州 裁 判 所(1988年8月30日)、Nidwaldenの 州 裁 判 所(1988年10月7日)。

24タ イ:タ イの専門家 には
、 コ ンピュー タ ・プロ グラム は著 作物 と して保護 され る と

明言 す る者 が いるが 、 タイ政 府 は、外 国の ソフ トウェアに対 す る著作権保護 を認 める

ことにな ったで あろ う法案の立 法上認可 を達 成 で きなか った。

25USSR:1991年12月 現在
、USSRの 知 的所有制度 に代 わ る ものが どうい うもの

で あ るか は っき り して いない。1990年 、USSRは ア メ リカ合衆 国 との貿 易条約 にサ

イ ンし、 そ こでUSSRは 、 コ ンピュー タ ・プロ グラムの保護 を始 め とす る、特定の

知 的所有権 を保護す る法規 の実施 に合意 した。 コン ピュー タ ・プログラムの著作権保

護 は、1991年5月31日 に採用 され、伝 え られ る ところによれば、1992年1月1日 に発

効 とな る計 画で あ った。

26ユ ー ゴス ラ ビア:ユ ーゴス ラ ビアの著作 権法 は
、 コ ンピュー タ ・プ ログラムを保護

可能 な題材 と して含 め るために修正 され、1990年4月28日 に発効 して い る。

特許脚注*

aオ ー ス トラ リア:1991年4月30日 に 制 定 され た オ ー ス トラ リア特 許 法 に よ る
。

b国 家 ル ー トで は な くEPOル ー トが 選 択 され る と
、"技 術 的 効 果"方 針 が 適 用 さ れ る。

VicomSystemsApplications,T208/84,2EPOR74,EPO訴 訟 部(1987)。

cブ ラジル:コ ン ピ
ュータ ・プ ロ グラムの使用 を伴 う発明 は、 コ ンピュー タ ・プ ログ

ラムが"技 術的 な性質"を もっ(新 い もので あ り、産 業で利 用可能 であ る)場 合、特

許権 を受 け られ る。例 えば、機 械 の制御 にソフ トウェアが使 われて い る場合 は、機械

に対 して特許 が 出 され る。
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dイ ギ リスを指定す るEPO特 許 を登録 す る場合
。

ePRC:中 国で は
、 コン ピュー タ ・プロ グラムの使用 を伴 う発 明 は、該 当す る コン

ピュー タ ・プロ グラムが発明の大部 分を成 してい る場合 で も、製 品、処 理 、 または改

良 に関す る技術 的解 決 と して特許 を受 け られ る。

fド ミニ カ共 和 国:非 ドミニ カ共和 国 ソフ トウェア特許 を確認 す る場合
。

b

アイルラ ン ド:新 しい試験 方法 と して特徴 づけ られ る場合 。

台湾:ハ ー ドウ ェア装 置 にお け るソフ トウェア利用 に関す る発 明 は、製作 、珍 しさ、

お よび創造 性/既 知 で はな い ことで利用価値 の法 的要件 を満た して いる場合 、特許 を

認 め られ る。 さ らに、何か を行 う"方 法"と して表 わ され る コンピュータ ・プ ログラ

ムに相 応す る一 連 のステ ップは、特許 を受 け られ る。

iUSSR:

用 され る。

コ ンピュータの 内的動 作 の方 法 と して特徴 づ け られ る場 合。脚 注25も 適

」 フィ ンラ ン ドお よび ノル ウェー は
、 ヨー ロ ッパ特許協 定 には加盟 して いな いが 、国家

特許 法 と ヨー ロ ッパ 特許協定 とを協調 させ た。
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実 務上 のバ リエー シ ョン

ソフ トウェアに対 して 内容保護 が存在す る国 々の間 には、保護 を定 め る法律お よび規則 に

実質 的 な相違 が あ る。例 え ば、"ア メ リカが 出所 であ る"著 作物の作者 が、 アメ リカ合衆

国で著作権侵 害訴訟 を起 こ したい場 合、 まず、 ア メ リカ合 衆国著作権庁 に対 して著作物 を

登録 しなけれ ばな らない。 その他 の国の ほ とん どで は、著 作権 侵害訴訟 を申 し込 む にあた

って、 内国民 が この よ うな ことを行 う必要 はな い。 い くつかの国で は、登録 に よ りあ る証

拠上 の利得 が与 え られ る。例え ば、 日本で は、あ る種 の任意選 択登録の法 的効 果 は、 申請

書 で 申告 され た 日付 にプ ログラムが作 成 された とい う反証可能 な仮定を作成す ることで あ

るが、 プ ログラム はそ の作 成か ら6ヶ 月以 内に登 録 され なければな らな い。ベ ネズエ ラで

は、 アメ リカ人の著 作者 がア メ リカ合衆 国著作権 庁 にその ソフ トウェアを既 に登録 して い

ないな らば、著作者 がベ ネズエ ラで著 作権 を登録 しよ うとす る場合(ベ ネズエ ラで起 こり

うる訴 訟の 目的で、 オ リジナ リテ ィを証 明す るため に行 う場合 があ る)、 ソフ トウェア に

従事 した各人 か らの指示 も提出 しなければ な らな い。

(2)「 特許保 護 」

世界 的 に、 ソフ トウェアの特許保 護 を採 用す るこ とに賛成 す る傾 向が あ

る。

世界 の176カ 国の うち、特 許 を認 めて い る55カ 国 は、少 な くと もあ る程度 まで は、

ソフ トウェア発 明 を特許 の対 象 とす る ことを許 可 して い る。世界 的 に、 ソフ トウェア

の特許保護 を採 用す ることに賛成 す る傾 向が あ る。

ソフ トウェア発明 に対 して許 され る特許保護範 囲 を管理す る方 針で、広 く準拠 され

て いるの は、 ヨー ロ ッパ特許 庁(EPO)が 発布 した"技 術 的効 果"方 針で あ る。技

術 的効果方 針 は、普通 、 ソフ トウェアの適用 業務 に"技 術 的効 果"が ある場合 に、 ソ

フ トウェア は特許 の対象 とな る と して いる。 したが って、例 えば、電子エ ンジンの タ

イ ミングを制御 す る ソフ トウェアは、 この方針 の下で特許 の対象 とな る。 しか し、文

脈上 の 同音 異義語 エ ラー(例 え ば、"there"と"their")を 検索 し訂正す る ソフ トウ

ェアは特許 の対象 とはな らな い。

ソフ トウェアの特 許 に関す るEPO法 は、普通 、 オラ ンダを除いて、EPO加 盟 国

の各 法律 よ り も寛 容で あ る。 したが って、 ヨー ロ ッパで ソフ トウェアの特許 を取 りた

い場 合、普通 、 フラ ンス、 ドイツ、イギ リスな どで各特許 申請書 を提 出す るので はな
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く、保護 を求 め る ヨー ロ ッパ の国 々を指定す るEPO申 請書 を提 出す る ことにな る。

各 国 にっいて、 ソフ トウェアが特許 の対象 とな るとは正確 に はど うい うことか は、

厄 介な質 問であ る。 コ ンピュー タ ・ソフ トウェア に関す る特許 の認可 に寛容 な国 々で

も、あ る制 限 は適用 され る。例 え ば、 アメ リカ合衆 国で は、物理 的処理 に影 響 を及 ぼ

す ソフ トウェアは特許 の対象 とな る。 しか し、 ソフ トウェアが数 学 的 アル ゴ リズムを

先取 りして いる場合 は、特許 の対象 とな らない。

日本 にお ける状態 は、 ヨー ロ ッパ お よびア メ リカ合衆 国にお け る状 態 と同様で あ る。

日本 で は、数学 的計算 を行 うだ けの コ ンピュー タ ・プ ログ ラム は特許 の対象 で はない。

しか し、 ソフ トウェアが 、 自然の法 則を具体化 す る方法 と して使 われ、該 当す るハ ー

ドウ ェア構成要素 に連係 されて い る場 合 は、特許 の対象 とな る。例 えば、 リールの動

きを制御 す るため に釣 り竿 に はめ込 まれ てい るマ イ クロコン ピュー タの一部 と して要

求 され るソフ トウェアは、特許 の対 象 とな る。

著作権法はアイデアの表現形式のみを保護するが、特許法は基礎 となる

アイデアを保護する。

ソフ トウェアを始め とする発明に関 して特許保護を達成するには、比較的費用がか

かる。保護が求め られて いる各国では、弁護士報酬、特許立案者報酬、および行政報

酬で、普通、数千 ドルの費用がかかる。 これまでは国際的にソフ トウェアを保護す る

効果的な方法であった著作権保護に頼 らずに、ソフ トウェアの特許をとろうとす るの

はなぜか?ま ず、特許 は、たとえ侵害者がその発明を独立 して発明 した場合で も、

その国において特許認可 された発明を作成、使用、または売買す るだれに対 して も有

効である。次に、著作権法がアイデアの表現形式のみを保護す るのに対 し、特許法 は、

基礎 となるアイデアを保護する。 これは、アイデアがあまり根本的な ものではな く、

自然の法則の要素を持つ限 り、あてはまる。 したが って、例えば、 アメ リカ合衆国特

許法の下では、特許請求 においてアル ゴリズムをそっくり先取 りしている場合、その

数学的アルゴリズムは特許の対象 とならない。 しか し、特許請求において特定の技術

的 目的を達成す るためにアルゴリズムを適用する場合、その数学的アルゴリズムは特

許の対象 となる。

パ リ条約

世界の産業化 された国々のほとんどは、産業所有権の保護でパ リ条約 を支持 している。
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パ リ条約 を支持 しない こ とで有名 な国 は、 イ ン ドと台湾で ある。 この条約の登録商標規 定

にっいて は、上 記で解説 した。特 許 にっ いて、 この 条約で は、パ リ条約 の加盟国の一 つで

特許 申請 を行 うと、1年 間は、後 に続 く特許 申請 をその他の加盟 国で行わ なけれ ばな らな

い こと、 そ して、後 に続 く特許 申請 の有 効 日を最初 に特許 を申請 した 日付 に戻す ことがで

き ることを定 めて い る。例 えば、1992年6月1日 にア メ リカ合衆 国で特 許 を申請 した場合 、

1993年6月1日 まで は、類似 の特 許 申請 を イギ リス、 日本、お よびカナ ダで 申請す ること

にな り、 イギ リス、 日本、 カナ ダにお ける申請 日を1992年6月1日 に戻す ことがで きる。

1992年6月1日 と1993年6月1日 の 間 にあ る発明の 公表(発 明者 また は他のだれか によ る

いず れの場合 も)は 、 イギ リス、 日本 、お よびカナダの特許 申請 に不利 な影響 を及 ぼ さな

い ことにな るため、 日付 を戻 す こ とは重要で ある。 パ リ条約の規定 を利 用 しなか った場合 、

そのよ うな公表 によ って、 これ らの 国 にお ける申請 は阻止 され ることにな る。 さ らに、 日

付 を戻 す ことで、最初 の 申請 が重大 な タイ ミング要 因で ある場合 に、優先順 位上早 い申請

日が定 め られ る。パ リ条約 に加盟 して いな い国の人 々は、 ある国で は特許 申請 が許 されな

いか もしれ ない ことに注意が必 要で あ る。

ヨー ロ ッパ特許 条約

ヨー ロ ッパ特 許条約 によ り、EPOが 設 立 され た。16の 国が この条約 を支持 して い る。

これ らの各 国で は、 国家 ルー トまたはEPOを 通 じて特 許を 申請す ることがで きる。EP

Oは 、EPO申 請で指 定 された ヨーロ ッパの国 々で有 効な特許 を認可す る。EPO特 許 の

実施 は、様 々な国 々の国家裁判 所 によ って行 われ る。

特許共同条約

特許共同条約 は、49カ 国で同時に特許申請を行 う方法を定めている。PCTの 効力で、

正にパ リ条約で与えられる12カ 月を超えて、 もう7、8カ 月の間、最初 に特許申請がなさ

れた国を超えたPCTの 各国において、通常の特許申請および翻訳出費を引き延ばす こと

ができる。 この特別な7、8カ 月は、重要な場合がある。最初 に申請 した国での特許権要

求の結果を評価するために必要な時間となるためである。要求が うま く行かない場合、続

く外国の特許申請は中止 され、余分な出費を防 ぐことがでさる。

(3)「 契約 に よる保護 」

必要な認可、登録、およびその他の処置が完了 している場合、ほとんど

の国で契約による保護が可能である。
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契約による保護 は(法 律 による保護 とは対照的に)、 実施を確実にす るために必要

な政府登録、認可、およびその他の処置が済んでいる場合、ほとんどの国で可能であ

る。その場合で も、利用できる賠償の範囲は限 られ、その適用 は、普通、他の条約関

係国に限られる。機密性要件は、ライセンス所有者間、および雇用者一非雇用者関係

における特定の条約 により実施 される。条約 に特に定め られていない限 り、アメ リカ

合衆国を除 くほとんどの国において、普通、契約違反に対する差止命令は免除されな

い。

(4)「GATT決 定 」

1991年 のGATTで は、知 的所 有権保護 に関す る最終 条約 はなか った。

1991年 末 におけ る関税 と貿易 に関す る一般 条約(GATT)の ウルグア イ ・ラ ウ ン

ドの復 活 は、GATTの 範 囲 の知 的所有権 の保護 に関 して、多 角的体制 を展開す ると

い う提議 が、 まだ検討 中で あ ることを意味 す る。 コ ンピュータ ・ソフ トウェアに保 護

を施す ための特 定の提議 を始 め とす る、知 的所有争点 にっ いて は、1991年 の12月 中旬

に交渉 が予定 されて いた。1991年12月20日 、GATT事 務 局 は、交渉が1992年 の1月

中旬 に始 ま った場 合 に検討 す るための、知 的所有権関連 貿易(TRIPS)に 関す る

条約案 の改訂条文 を作成 した。GATT事 務局の改訂草 案 は、ベ ル ン条約 の下 で、著

作物 と して の コ ンピュー タ ・プ ログラムに対 して完全 な著作権保 護 を定 めて い る。改

訂 ウル グアイ ・ラウ ン ドが最終 的 に合意 に達す るか ど うか、 お よび、合意 が知 的所有

権保護 を含 むか ど うか は、依然 は っきり して いない。 ア メ リカ合衆 国お よびその多 く

の貿易 相手 国 は、知 的所 有権 をGATT条 約の体制 に含 め る と したま まで ある。 しか

し、1990年12月 の ウル グアイ ・ラウ ン ドの失敗が明 らか にな った ことで、 あ る分 野 に

おいて合意 に達 しない ことが 、全体 的な交渉過程 に影響 を及 ぼす おそれが あ る。実際、

GATT事 務局 は、1991年12月20日 、交 渉 中であ るす べての 実在す る分 野 において合

意 に達 しない限 り、 ウル グア イ ・ラ ウ ン.ド条約草案 の単 一要素 は"合 意 され た"と み

な されな い と、関係者 に対 して特 に念 を押 した。

(5)「 国境実施 」

税関 は、 アメ リカ合衆 国著作権者 の権利 を侵害 す るおそれが あ るとい う

だ けで、輸入 ソフ トウ ェアを留 置す る権 限を持 つ。

アメ リカ合衆 国税 関 は、 著作権 、登 録商標 、お よび商 品名 の分野 において、独 自の
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侵害判 定 を下 す権 限を持つ。 著作権 につ いて は、税関 は、 アメ リカ合衆 国著 作権者 の

権利 を侵害 す るおそれが あ るとい うだ けで、輸 入品を留置す る権 限を持つ。税 関は、

普通 、侵害 のお それ に関す るア メ リカ人著作権 者か らの 申 し立 てに基づ いて、 このよ

うな留置 を行 う。輸 入品 は、 税関が侵害 苦情 の正当性 につ いて判断 を下す まで は、港

に留 置 され るこ とにな る。 つ ま り、 その よ うな輸 入品 は、税関 が侵害 に関す る判断 を

下 す前 に留 置 され、最 終的 な侵害判断 が下 されな いまま、何か 月 もの間、税関 に留 置

された まま とな る。 税関の著 作権規定 は、 申 し立て によるとBIOSソ フ トウ ェアを

侵害 して い る輸入 品が アメ リカ合衆 国 に入 るのを防 ぐため に、広 く用 い られて きた。

また、税関は、正式な侵害の事実認定の前に、アメリカ合衆国登録商標 または商品

名を侵害す ると申 し立て られているだけで、輸入品を留置する権限を持つ。 しか し、

既存の規定では、特許または半導体マスク製品にっいて、税関は独 自の侵害判断を下

さない。特許およびマスク製品に関する侵害論争は複雑なので、税関は、これまで、

特許およびマスク製品の侵害認定をアメ リカ合衆国国際貿易委員会(ITC)お よび

裁判所の専門意見に委ねてきた。特許およびマスク製品のどちらの場合で も、税関は、

正式な侵害訴訟の最後に裁判所またはITCが 出 した排除策を実施するだけである。

1989年10月 以来 ず っと検討 中であ る規則変更 案の下で は、税 関 は、半導体 マス ク製

品 にっ いて独 自の侵害判断 を下 し始 め る ことにな る。事実上 、マ スク製品 に関す る規

則変更案 は、保護 され る著 作権 の実施 に関す る税関の既定 の方 法 に似 た もの にな る。

規則案 に関す る最 終 的な決定 は、1991年 当初 か ら望 まれて い る。 しか し、1992年1月

初 め現在 、案 は まだ 内部機 関検討 中で あ った。

税 関 は、 ア メ リカの各港 と ワシ ン トンにあ る税 関本部 で保 持 されて い る知 的所有 記

録 とを連 係す るオ ンライ ン ・デー タベ ースを開発 した。各地方 税関管 区管理者 は、保

護 された知 的所有権 を侵害 す る輸 入 品に対 して訴訟 を起 こす権限 を持 つため、 この開

発 に よ り、包 括的 なア メ リカ合衆 国 国境実施 の努力 に関 して、か な りの全 国統 一が行

わ れ る ことにな る。 この よ うな方法 は、著作物 が 、あ る港 で は"入 港手続 き済"と な

り、別の港で は"侵 害 コ ピー と思わ れ る"と な る状 況を避 けるために必要 であ る。 ま

た、知 的所有 権 は、 ワシ ン トンの税 関本部 で登録後(ま た は、侵害訴訟 の終 りに、I

TCま たは裁 判所命 令が 出 された後)で な いと、税 関保護 の対象 とはな らな いた め、

税 関の保護 の対 象 とな る著作物 の状態 にっ いて、港 で統一 され た通告 が必要 であ る。
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(6)「 ソフ トウェア に対 す る国際法 的保護:結 論 」

ソフ トウェアに対する保護を強化す るために、多国間で条約を結ぶ動 き

がある。

ソフ トウェアに対す る法的保護の有用性 は、世界中で急速に高まっているが、その

保護の範囲および効力 は、国ごとで大 きく異なる。1988年 のアメ リカ合衆国貿易法の

"特別301"条 文の利用により
、数か国において、その他の知的所有はもとより、ソフ

トウェアに関 して も保護を拡大する結果 となった。アメ リカ合衆国のベル ン条約への

加盟およびGATTに おける知的所有交渉は、 ソフ トウェア保護 を取 り扱 う多国間条

約を結ぶ動 きがあることを示す。 これ らの多国間努力は、知的所有権の適切で効果的

な保護を進める一方で、そのような権利を実施す る各国の法律それ 自体が、貿易の障

害 となることがないように意図され る。
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2.東 南 ア ジ ア 編

2.1シ ンガポ ール

1.シ ンガポ ール ・テ レコム民 営化 と規 制体 制

シン ガポール にお ける電気通 信関連 の規 制お よび通信事 業 は、1992年3月 まで は、

政 府機関で あ るTAS(TheTelecommunicationAuthorityofSingapore)が 一 手 に

行 って いた。 しか し、92年4月1日 にお けるTelecommunicationAuthorityofSinga-

poreActl992の 施行 に基づ き、通信事 業の民営化 が実施 された。 これに伴 い、TA

Sは 以下 の三 つの組織 に再編成 され た。

① 新生TAS(電 気 通信 お よび郵便事 業の規制 を担 当)

②SingaporeTelecommunicationPrivateLtd.(電 気通信 サ ー ビスを担 当/通 称

シ ンガポール ・テ レコム)

③SingaporePostalPrivateLtd.(STの 子会社 と して郵便 事業 を担 当)

この結果、規 制の体制 と して は、省 レベル と して通信省(Ministryofcommunic-

ation)が あ り、その下 にTASが 位置付 け られ ることにな ったが、実際 にはTASが

規制 に関す る実 行上 の業務 を行 な うこ とにな った。 なお、TASの 組織 は図2-1の

よ うにな って い る。

す なわ ち、TAS長 官 の もとに、①企業 サー ビス、② コマー シャル ・サ ー ビス、③

技術 、④ 電波、⑤ 企画計 画の5つ の部局が あ る。 また、技術お よび電波担当の部局 に

は、 それぞれ標準 化や ライセ ンシ ングを進 め るセ クシ ョンがあ る。 さ らに、規制 に関

して検討 す る組織 と して、TAS長 官の もとにTASBoardが あ る。 これ は一種 の専

門委員会 の よ うな もの で、正 副委員長 の ほか に7名 の各界 代表か らな るボー ド・メ ン

バ ーで構成 され て いる。

TASACTに よる電気 通信 や郵 便の民営化 は、 この分野 に競争 を導 入 し、市場

環 境 を活性化 す ることが 目的だが 、当面の措置 と して、 シ ンガ ポール ・テ レコム(S

T)お よび シンガ ポール ・ポスタル(sP)に は、それぞれ15年 間の独 占免許(Exclusi-

velicence)が 与 え られ た。 っ ま り、STは 基本通信 サー ビス につ いて は15年 間、 こ

れ まで どお り独 占的 に提供 で きる ことにな って いる。 また、移 動体通信 サー ビスに関

して は、5年 間 の独 占免許 を付与 されてい る。 なお、 この措置 は、すべ ての関連組織

に対 して、新 しい規制 環境 に馴 染む 時間を与 え る ことがね らいであ る。

従 って、民 営化 された とはいえ、 シンガポールの電気通信 サー ビスの ほ とん どは依

然 と して シンガ ポール ・テ レコムの独 占下 にあ る。具体的 には、電話、電報、 テ レッ

クス、FAX、 専 用線 、移動体(セ ル ラー/ペ ー ジ ング)、ISDN、 データ、無線

な どであ る。現 時点で競争 が あ るの は、①通信 機器 と② 付加価値通信(VAN)の 分

野で あ る。 ちなみ に、両分野 と も1989年 に 自由化 された。
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図2-1TASの 組織 図(1992年 末)
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自由化 されて いる通信機 器 と して は、電話機 、FAX、 モ デム、ペー ジャ機器、P

ABX(交 換機)な どがあ る。 また、VANに 関 して は、89年 の 自由化 に引 き続 き92

年 には、VAN事 業者 に対 して回線 賃貸料金 に加 えて課 して いた国際専 用線 の従量制

料金(volume-sensitivetariff)を 廃止 して、参入 がよ り容 易 な環境 を整 備 した。現

在 、VAN市 場 に参入 して いる企 業 は、TASに よれば37社 あ る。 メイ ンの事 業者 は、

SNS(SingaporeNetworkService)で あ る。SNSはST(シ ンガポール ・テ レコ

ム)を は じめ、NCB(国 家 コ ン ピュータ庁)、EDB(経 済開発庁)、TDB(貿

易 開発庁)な どの政府機関 が 出資 して設立 され た。SNSは 、貿 易関連のEDIネ ッ

トワー クと してTradeLinkな どを運営 して い る。

なお、 シ ンガポール におけ る電気通 信サ ー ビスの歩 みをま とめ ると表2-1の よ う

にな る。

2.シ ン ガ ポ ー ル ・テ レコム の 活 動

(1)シ ンガ ポ ー ル ・テ レ コム の概 要

1992年4月1日 に誕 生 した民 営 シ ンガ ポ ー ル テ レコ ム(ST)の 組 織 は図2-2

の よ うに な って い る。 株 式 は政 府 系 の持 株 会 社 で あ るMinComHoldingPteLtd.が

100%保 有 して い る。 何 れ 一 般 に公 開 され る こ とに な って い るが、 そ の 時 期 な ど に

っ い て は未 定 で あ る。

ST自 体 は電 話 サ ー ビス を は じめ各 種 の 基 本 通 信 サ ー ビス(15年 間独 占免 許)や

移 動 体 サ ー ビス(5年 間 独 占免 許)を 提 供 して い る。 また 、 図2-2の よ う に以 下

の6つ の子 会 社 を所 有 して い る。

①SingaporePostalPteLtd.

②SingaporeTelecomInternationalPteLtd.

③SingaporeTelecomInvestmentsPteLtd.

④IntegratedInformationPteLtd.

⑤TelecomEquipmentPteLtd.

⑥SembawangCableDepotPteLtd.

な お 、6番 目のSembawangはSTが60%、 イ ギ リス のC&Wが40%を 出 資 して い

るが 、 他 はす べ てSTが100%出 資 して い る完 全 子 会 社 で あ る。 この他 に もSTは 、

VANサ ー ビスを 提 供 して い る会 社 で あ るSNS(SingaporeNetworkService)に

15%出 資 して い る。

ST本 体 の 従 業 員 数 は7,500人 強 。 この 他 に 子会 社 に合 計3,000人 強 が お り、 総 勢

1万 人 を 越 え る陣 容 で あ る。 売 上 高 は22億3,000万Sド ル(約1,780億 円/90年 度)

で あ る 。
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表2-1

シ ンガ ポ ー ル の電 気通 信 の 歩 み

1879年:電 話 シス テ ムの 登 場(グ ラハ ム ・ベ ルの発 明 か ら3年 後)

1946年:英 国 の植 民 地 政 策 の 下 に 、TelecommunicationDepertmentが 設 置

1955年:SingaporeTelephoneBoardOrdinanceの 下 に、 国営 企 業 と してSingaporeTele-

phoneBoard(STB)が 設 立

1965年:ITU(国 際電 気 通 信 連 合)の メ ンバ ー とな る

1972年:Teleco㎜unicationsDepertmentが 国 の機 関 に移 行 し、 名 称 もTelecomunication

AuthorityofSingapore(TAS)に 変 更

1974年:STBとTASが 統 合 され 、 名 称 はTASを 継 承

1979年:TASが 新 しい ロ ゴ を採 用

1982年:PostalServicesDepertmentとTASが 統 合 され 、 名称 はTASを 継 承

1987年:PublicSectorDivestmentCo㎜ittee報 告 書 が 国 営機 関 の 民 営 化 を 答 申

1989年 一:政府 はTASが 民 営 化 第1号 に な る可 能性 お よ び株 式 を市 場 公 開 す る可 能 性 を 表 明

1992年:TASは3っ の 部 門 に新 た に編 成 され 、 シ ンガ ポー ル ・テ レコ ンが 民 営 化 され た

(出 所:VISTAS1992,9月 号)

一100一



図2-2シ ン ガ ポ ー ル ・テ レ コム組 織 図

MinComHoldingsPteLed

(政 府 系 の 持 株 会 社)

SingaporeTelecom皿unicationsPrivateLed

(基 本 通 信 サ ー ビ ス 等 を 提 供)

子会社(6社)

①SingaporePostPteLed

(郵 便 事 業)

②SingaporeTelecomInternationalPteLed

(海 外 に お け る 合 弁 事 業 、 提 携 な ど)

③SingaporeTelecomInvestmeutsPteLed

(投 資 活 動)

④lntegratedInformetionPteLed

(電 話 帳 、FAX、 番 号 帳 な ど 作 成)

⑤TelecomEquipmentPteLed

(通 信 端 末 機 具 販売 、 コ ンサ ル テ ィ ング

一

一

(ST69%、C&W40%)

⑥SembawangCabieDepotPteLed

(海 底 光 フ ァイバ ー ケ ー ブル の収 納 施 ㌍)

(出 所:TAS機 関誌UISTAS等 よ り作成)

注1)ST子 会 社 の うちSembawang以 外 はSTが100%株 式 保有

注2)STはSNS(SingaporeNetworkSorvice)に も15%出 資 して い る。
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(2)STの サ ー ビス

① 電話サ ー ビス

シ ンガポールの 電話事 情 は、 もと もと国土 が狭 い上 に、同国政 府が世界 の通信

ハ ブ(拠 点)と して イ ンフラを整 備 して きた こと もあ って、世界 的 レベ ルで見て

も トップ ・クラスにあ る。 ちなみ に、電話 回線 数 は1991年 で108万 回線 で、電話

の普及率 も100人 当 り35.5台 に達 して い る(表2-2参 照)。

表2-2シ ンガポールの通 信事 情

単 位:1,000

海外へのテ レグラム 海 外 へ の テレックスコール 1 2

年度 国際電話 電 話
マレーシア その他 マレーシア その他 コール数 回 線 数

1981 44 567 669 8,894 5,058 575

1982 38 445 966 11,077 7,091 630

1983 36 378 1,273 12,620 9,673 679

1984 43 336 1,528 14,140 12,643 742

1985 34 273 1,561 14,682 15,725 796

1986 35 266 1,635 14,861 21,611 830

1987 35 238 1,530 14,496 30,797 875

1988 27 240 1,262 12,371 43,672 924

1989 18 222 1,025 10,394 58,653 981

1990 18 203 889 8,645 73,888 1,040

1991 16 189 762 7,046 88,438 1,080

1マ レー シアへの コールを除 く

2年 度末

(出 所:SingaporeTelecom)

公衆 電話 に関 して は、人 口当 た りの設 置台数で世界一 を誇 って い る。 また、料

金 も先 進 国 の中で は一 番安 い。TAS機 関誌(VISTA92年12月 号)に よれ ば 、

1,000人 当た りの公衆 電話設 置台数 は、 シ ンガポールが10台 で トップ。 以下、 日

本(6.8台)、 ア メ リカお よび韓国(6.0台)、 台湾(5.2台)と 続 いて いる。

また、市 内3分 間の料 金 は、 シ ンガ ポールが10セ ン トなの に対 して 、 日本(10

円 二13セ ン ト)、 アメ リカ(0.25USド ルニ41セ ン ト)、 オ ース トラ リア(O.3Aド

ル=33セ ン ト)な どとな ってい る(表2-3参 照)。
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表2-3公 衆電話の設置状況と料金の比較

国 名

Singapore

Japan

USA

SouthKorea

Taiwan

Austrarila

UK

Malaysia

Thailand

HongKong

Indonesia

1992年1月 現在

1000人 当りの

公衆電話台数

3

0

8

0

0

2

0

6

1

5

3

0

0

6

6

6

5

5

1

1

0

0

0

1

3分 間当 りの料金

S$0.10

¥10

US$0.25perlocalcall

20Won

NT$1

A$0.30perlocalcall

10pence

M$0.10

BT1.00

HK$1.00

Rph100

(出 所:SingaporeTelecom"VISTA")

② 移動 体通信 サ ー ビス

移動 体 サー ビス と して は、① ペ ー ジング、② セルラー(携 帯電話/自 動車 電話)、

③CT2の3種 が あ る。 これ らを合計 した人 口当 た りの普及台数 は、世 界の トッ

プで あ る(表2-4参 照)。

ペ ー ジ ング ・サ ー ビス は1987年 にスター トしたが、100人 当 た り13台(1991年 現

在)と 浸透 して い る。 セル ラー ・サー ビス も89年 の開始後 わず か2年 で50人 当た

り1台 普 及 して い る。CT2は 「コール ゾー ン ・サ ー ビス」 と称 されてお り、発

信専用 の携帯 電話で あ る。 これ は基地 局の100メ ー トル以 内に入 ると利 用で きる

もので 、 イギ リスが発祥 の地で あ る。 シ ンガポールで は1992年 初頭 か らサ ー ビス

が始 ま ったが、93年 初頭 で5,000も の基地局 が設 置 されて い る。 イギ リスで は基

地 局の整 備の遅 れか らユ ーザ数が伸 びず、 サー ビスが打 ち切 られて い る。

③ その他

回線 のデ ジタル化 につ いて は、TASに よれば1995年 には100%完 了 見込 みで

あ る。 また、ISDNは91年5月 よ り提供 されてお り、B-ISDNも94年 中に

は実験 を開始す る予定で あ る。

3.lT2000と の 関 連

シ ンガ ポ ー ル 政 府 は 国家 ビ ジ ョ ンと して 、rIT2000」 と称 す る プ ロ ジ ェ ク ト

を 推 進 して い る(IT=InformationTechnology)。 同 プ ロ ジ ェ ク トは1992年4月 に

正 式 に発 表 され た もの で 、 そ の 目標 は、21世 紀 初 頭 まで に世 界 最 先 端 の 情 報 化 社 会 を
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表2-4移 動体 電話設置 ベー ス比較
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シ ンガ ポ ー ル に 実現 しよ う と い う もの で あ る。 具 体 的 に は、10～15年 か けて 、 シ ンガ

ポ ール を 世 界 一 の 「イ ンテ リ ジ ェ ン ト ・ア イ ラ ン ド」 にす る こ とが ね らい。 この た め 、

IT(情 報 ・通 信)の 戦 略 分 野 と して 、 以 下 の5っ を提 示 して い る。

① 世 界 の 中心 機能 の 推 進(DevelopingaGlobalHub)

-ITに よ り シ ンガ ポ ー ル を ビ ジ ネ ス 、 サ ー ビス、 輸 送 の ハ ブ(中 心)と す る。

② 経 済 発 展 の エ ン ジ ン役(BoostingtheEconomicEngine)

-ITに よ り特 に製 造 業 、 商 業 、 建 設 業 、 旅 行 業 の付 加 価 値 度 、 効 率 性 、 柔軟 性 を

高 め る

③ 個 人 の可 能 性 の拡 大(EnhancingthePostentialofIndividuals)

-ITに よ りマ ル チ メ デ ィア 学 習 、双 方 向 通 信 教 育 、 メデ ィア/文 化 施 設 の 拡 充 、

身 体 障害 者 等 の支 援 を拡 充 す る。

④ 国 内/海 外 の地 域 社 会 を 結 ぶ(LinkingCommunitiesLocallyandGlobally)

-ITに よ り地 域 社 会 テ レコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ ・ネ ッ トワ ー クや シ ンガ ポ ー ル 国際

ネ ッ トワ ー クを 実 現 し、 内 外 へ の 人 々 の行 動 範 囲 を拡 充 す る。

⑤ 生 活 の 質 の 向上(lmprovingQualityofLife)

-ITに よ り政 府/ビ ジ ネ ス ・サ ー ビス の ワ ンス トップ/ノ ン ス トップ化 、 テ レシ

ョ ッ ピ ン グ、 キ ャ ッ シ ュ レス取 引 、 幅 広 い 余 暇 の選 択 肢 、 快 適 な交 通 、 在 宅 勤務 、

よ りよ い 医 療 体 制 な ど を実 現 し、 生 活 を豊 か にす る。

さて 、 こ う した 目的達 成 の た め に、 シ ンガ ポ ー ル政 府 が最 重 視 して い る戦 略 が 「国

家 情 報 イ ン フ ラ ス トラ クチ ャ(NII:NationalInformationInfrastructure)」 の

確 立 で あ る。

NIIは 以 下 の5つ の 要 素 に よ り構 成 され る。

① 電気 通 信 ネ ッ トワ ー ク

② 共 通 ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビス

③ 技 術 標 準

④ 政 策 的/法 的 フ レー ム ワ ー ク

⑤ 国 家 ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ ジ ェ ク ト

この うち、 電 気 通 信 ネ ッ トワ ー ク部 分 に っ い て は 、TASお よび シ ンガ ポ ー ル ・テ

レ コム(ST)が その イ ンフ ラ整 備 を担 当す る こ とに な って い る。 特 に、STはIT

2000実 現 に 向 け て 、 ブ ロ ー ドバ ン ドの光 フ ァ イバ ー網KJ移 動 体通 信 網 の充 実 を推 進 す

る こ と に な って い る。
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2.2マ レー シ ア

1.テ レ コム ・マ レー シ ア民 営 化 と規 制 体 制

1987年1月 にTeleco㎜unicationService(SuccessorCompany)Act1985に 基 づ き、

マ レー シア の 電 気 通 信 事 業 の 民 営 化 が 実 施 され 、 これ に伴 い規 制 体 制 の 再 編 成 な ど が

行 な わ れ た。 そ れ まで はエ ネ ル ギ ー郵 電 省 傘 下 のJTM(JabatanTelekomMalaysia)

が規 制 お よ び 通 信 サ ー ビス を 提 供 して い た。JTMは 再 編 成 に よ って 、① 規 制 機 関 と

して のJTMと ② 電 気 通 信 サ ー ビス の事 業 体 と して のSTM(SyarikatTelekomMa-

laysia)の ふ たっ に 再 編 成 され た。

SyarikatTelekomMalaysia(注:Syarikatは カ ンパ ニ ーの 意 味)は 民 営 化 企 業 と

して 発 足 した が 、 基 本 通 信 サ ー ビス に っ いて は、20年 間(2006年 ま で)に お よ ぶ 独 占

提供 の 営 業 権 を政 府 か ら付与 され て い る。

1990年11月 にSTMは 株 式 を 公 開 した が 、 同 時 に社 名 もTelekomMalaysiaBerhad

に 改 称 され た 。 さ らに92年 に は、 日本 を 含 む海 外 の 機 関 投 資 家 に も株 式 の 売 却 が 行 な

わ れ た。

2.テ レコ ム ・マ レー シア の活 動

(1)主 要 サ ー ビス の 概 況

① 電 話 サ ー ビス

テ レコ ム ・マ レー シア は電 話 事 業 を コア ・サ ー ビス と して 位 置 付 け、 そ の 拡 充

に努 め て い る。 こ の結 果 、 電 話 の顧 客 ベ ー ス は1990年 の1,585,744か ら91年 に は

1,816,860(家 庭 カ ス トマ ーが71.5%、 ビ ジネ ス ・カ ス トマ ー が28.5%)と な っ た。

人 口100人 当 た りの 回線 数 は9.9(100人 当 た り電話 台 数 は推 定11台)で あ る。

② 移 動 体 サ ー ビス

移動 体 サ ー ビス(mobileservice)は テ レコ ム ・マ レー シア の独 占で は な く、Cel-

com社 と競 合 して い る。 しか し、 テ レ コム ・マ レー シ アのATUR450と 呼 ば れ

る携 帯/自 動 車 電 話 サ ー ビス は急 成 長 して い る。 ち な み に 、 同 社 の 移 動 体 顧 客 ベ

ー ス は90年 末 の55 ,000か ら91年 末 には71,000に 拡 大 した(図2-3)。

③ デ ー タ通 信 サ ー ビス

デ ー タ通 信 サ ー ビスの 伸 び は、90年 以 降 基 本 電 話 サ ー ビス の 伸 び を越 え て い る。

た とえ ば 、 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス(MAYPAC)の 顧 客 ベ ー ス は、91年 に前 年

比43.5%増 大 して1,655に 達 した(図2-4)。 回 線 交 換 サ ー ビス(MAYCIS)

は同10.9%増 で350に な って い る。
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図2-4MAYPAC顧 客 ベ ー ス の 推 移

④ デ ジタル化

ISDNは 目下実験 中だが 、1993年 に は商用 サー ビスを開始 す る予定 であ る。

また、B-ISDNに っ いて は、テ ス トの計画段階で あ る。2000年 には、100%

デ ジタル化 を完了す る予定 にな って いる。

(2)財 務状 況

テ レコム ・マ レー シア(TM)の1991年 の売上 高 は、同社年次報告書(91年 版)

によれ ば30億400万Mド ル(約1,554億 円)で あ る。税引 き前利益 は10億7,900万M

ドル(約558億 円)で あ った。 なお、TMの 従業員数 は2万8,000人 であ る。

売 上高 の うち最大 を 占め るの は、 ビジネ ス用電話収入 で57.2%、 以下 、住 宅用 電

話28.4%、 移動体 サー ビス5.9%、 専用線 サー ビス3.6%と な って い る(図2-5)。

売上 高 および税引 き前利 益の推移 を図2-6に 示す。 また、主 要サ ー ビスの顧 客ベ

ースに関す るデ ータを表2-5に 示 す
。
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用 電 話

8.4%

移 動 体

5.9%

アレックス

1.7%

線
36%

理 サービス

0.4%

2.8%

図2-5マ レー シア ・テ レコ ムの 売 上 高 分 布1991年

(出 所:Telekom'Malaysia1991AnnualReport)
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売 上 高(百 万Mド ル)税 引前 利 益(百 万Mド ル)

(出 所:TelekomMalaysia1991AnnualReport)

図2-6MTの 売 上 高 、 税 引前 利 益 推 移

表2-5MTの 顧 客 ベ ー ス推 移

19871988198919901991

団§
‖

住 宅 用 電 話

ビ ジネ ス用 電 話

Atur450(移 動 体)

公 衆 電話*

テ レ ッ ク ス

テ レ フ ァ ッ クス*

専 用 線

Datel*

Maypac

Telita*

Maycis

TollFree

Telemail

総 ア クセ ス回 線 数

回線 数/100人

*

**推 定

798722

332997

17411

19007

11228

4674

6724

1203

530

1,131,719

6.8

884138

363549

27302

21456

9930

13663

8206

2687

763

299

1,247,687

7.3

990335

397848

39419

22353

8821

24864

10953

4235

909

467

301

93

14

1,388,183

8.0

1,135954

449790

54616

24591

8372

40000**

15528

5592**

1153

530

322

236

271

1,585,744

8.9

1,298751

518109

70917

27750

7981

45000**

18782

6830**

1655

634

357

334

561

1,816,860

9.9

ビ ジネ ス 用 電 話 に含 まれ て い る

(出 所:Teleko皿Malaysia1991AnnualReport)
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3.そ の他

(1)競 合環境

基本通信 サ ー ビス は20年 間のTMの 独 占とな って いるが 、① 移動体 サ ー ビス、②

デ ータ通信 サ ー ビスお よびVANサ ー ビス、③通信 用端末機 な どの分 野 には競争 が

導入 されて い る。移動 体で は既述 のよ うにCelcom社 と競争 があ る。 デー タベ ース通

信 分野 には、91年 にINC(lnformationNetworkCorp)が 免許 を取得 して参入 し

て いる。

(2)衛 星 サー ビス

1994年 にMeasatと 称す るマ レー シア独 自の衛星 を打 ち上 げ る予定 であ る。JTM

の規制 によ って、TMは 衛星 を持 てな い。Measatの 運用 はBinariangと 呼 ばれ るマ

レー シアの企業 が行 うことにな ってい る。

(3)第6次5ケ 年 計画

MTは マ レー シア政府 の第6次5ケ 年 計画(1991～95年)と 連動 して通信 イ ンフ

ラの整備 に取 り組 んで い る。 特 に、① デ ジタル化 とISDN整 備、② 交換機 の グ レ

ー ドア ップ
、③僻地(ruralarea)の 電話事情 向上 な どに力 を入 れて いる。

中で も僻 地 への電話普及 は最大 のテーマで、107億Mド ル を投 じる予定で あ る。

マ レー シア は クアラル ンプール やマ ラ ッカの あ る西側 は 「イ ンダス トリアル ・コ リ

ドール」 と呼 ばれ産業化 が進 ん でい るが、東側 は開発が遅 れて いる。 この ため この

東側 を主 体 と した 田舎へ の電話普及 は急務 と位 置付 け られ て いる。

ちなみ に、僻地 の電話顧客 ベ ース は1991年 末 で274,000。91年 に は前年比16%増

で37,000増 大 した。 テ レコム ・マ レー シアでは95年 まで に僻地の 電話顧客数 を54万

にす る予定で あ る。

(4)ビ ジ ョン2020対 応

マ レー シア政府 は 目下 「ビジ ョン2020」 と称す る国家事 業 を推進 して い る、 これ

は2020年 を 目標 に、全産 業の高度 化 を達成 しよ うとい うもので あ る。電気通信 産業

もその ひ とつ にな ってい るが、 マ レー シア ・テ レコムに よれ ば、通 信産業 は高度化

とい う意味 にお いて は他 の産業 よ り15年 は進 んで い るところか ら、2005年 を当面 の

目標 年 と して いる。
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2.3香 港

1.規 制体制 と香 港 テ レコム

香 港 の電気通 信サ ー ビスの うち基本通信 サ ー ビスに関 して は、香港 テ レコムが政府

か ら独 占営 業 権(フ ラ ンチ ャイズ)を 付与 され て独 占的 に提供 して い る。 た だ し、

1992年6月 に香港政府 はこの独 占営業権 の見直 しを行 ない、域内サ ー ビスにっ い

て は1995年6月30日 に、 また国際電気通 信サ ー ビスにっ いて は2006年9月

30日 に独 占営業権 が期限 が切 れ ることにな った。

従 って、新 規参入 業者 に対 して、95年7月 以降 は域内で も電話 サー ビスが 自由化

され る。新規 参入 企業 は93年 中に も決定 され る予定だが、同企業 は95年6月 まで

はデー タ通信 や専 用線 サ ー ビス などの非 電話系 サー ビスは提供で きる。

この第2ネ ッ トワー ク(secondnetwork)へ の新規参入 の応札が92年 に行 なわれ

た。 同年12月 末 で10社 以上 か らプ ロポーザルが提 出 されたが、 この中 にはア メ リ

カのAT&T、 イギ リスのBT(BritishTelecom)、 香港 の コ ング ロマ リッ ト企業Hu-

chisonな どが含 まれ てい る。

国際通 信 サー ビスの 自由化が2006年 よ り前 に実施 され ることは可能性 と して は

あ るが(そ の場 合 は2000年 前 後か)、 今 の ところは不 明で ま った く具体 的 に議論

され ていな い と指摘 されて いる。

2.香 港 テ レコ ム

(1)子 会 社 と構 成

現 在 のHongKongTelecom(HT)は1988年 に、 イ ギ リスのC&W(Cable&

Wireless)が 香 港 テ レフ ォ ンを統 合 して 設 立 され た。 そ の後C&Wは 持 ち株 を 中 国

や 一 般 投 資 家 に移 行 す る戦 略 を と って お り、 現 在 の 持 ち株 比 率 は①C&W5&6%、

② 中国 国 際 信 託 投 資 公 司(CITIC)が20%、 ③ 一 般 投 資 家 が21.4%と な っ

て い る。

HT自 体 は持 株 会 社 で あ り、 目下 それ ぞ れ100%所 有 の 以 下 の4つ の 子 会 社 を

持 って い る。

①HongKongTelephone

②HongKongTelecomlnternational(HKTI)

⑧HongKongTelecomCSL

④ComputAsia

そ れ ぞ れ の 活 動 内 容 は 図2-7の とお りで あ る。
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図2-7香 港 テ レコム と子 会社 の構成 図

HongkongTelecom
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(出 所:HongkongTelecom)



図2-8提 供 中の回線 数の推 移(単 位:1000)
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普 及率:人 口100人 当 り46回 線

(出 所:HongKongTelecom)

(2)電 話サ ー ビス

最近3年 間の回線数 の推移 は、図2-8の よ うに コ ンス タ ン トな伸 びを達 成 して

い る。92年 で は264万 回線 の うち、 ビジネス用36%、 住宅用64%と な って

い る。 また、 回線 の デ ジタル化 は、90年 の61%か ら91年78%、92年93%

と進 展 して お り、93年 中には100%完 了 も見込 であ る(図2-9)

90
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図2-9回 線のデジタル化推移(%)
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国 際 電話 トラ フ ィ ッ ク も、 国 際 都 市 を 象 徴 す る よ うに順 調 に伸 び て い る(図2-

10)。 な お 、 国 際 電 話 トラ フ ィ ックの40%は 香 港 一中 国 間 で 占め て い る。

(3)移 動 体 サ ー ビス

基 本 電 話 サ ー ビス と異 な り、 移 動 体(mobile)サ ー ビス分 野 に はVAN同 様 競 争

が 導 入 され て い る。 香 港 テ レコ ム は子 会 社HongKongTelecomCSLが セ ル ラ ー 電

話(携 帯/自 動 車 電話)お よ び ペ ー ジ ン グ(無 線 呼 び 出 し)サ ー ビス を 提 供 して い

る。

セ ル ラ ー電 話 サ ー ビス に は3社 が 参 入 して い る。92年6月 にお け る加 入 者 数 は

それ ぞ れ 、 ① ハ チ ソ ン ・テ レ フ ォ ン(HuchisonTelephone)が10万 、 ② パ シ フ ィ

ッ ク リン ク ・コ ミュニ ケ ー シ ョ ン(PacificLinkCommunication)が59,000、 ③

HKTCSLが58,000と な って い る(注:92年 末 で はHKTCSLがPC

を 加 入 者 数 で 追 い抜 い た と も指 摘 され て い る。)

ペ ー ジ ング ・サ ー ビス に は20社 以 上 の 参 入 が あ るが 、 主 要 な企 業 は①HKT

CSL、 ②HuchisonPaging(HP)、 ③ABCCommunications、 ④StarPaging(S

P)の4社 で あ る。

な お、 基 地 局 の100メ ー トル以 内 か ら発 信 専 用 の 電 話 が か け られ るCT2サ ー

ビス に はHKTCSLは92年 末 現 在 で は まだ参 入 して い な い。 同 分 野 で はHuchi-

sonとChevalierの2社 が競 争 して い る。Huchisonの サ ー ビス は 「天 地 線 」 、 ま た

Chevalierの サ ー ビス は 「歩 歩 道 」 とい う名 称 で 親 しま れ て い る。93年 に は デ ジ

タル ・セ ル ラ ー電 話 サ ー ビ ス も開 始 され る見 込 で あ り、 セ ル ラ ー、 ペ ー ジ ン グ、C

T2を 含 む 移 動 体 通 信 サ ー ビス は シ ンガ ポ ー ル と並 ん で 世 界 トップ レベ ル に な って

い る。

図2-10国 際 電話 トラ フィ ックの推移(単 位:百 万分)
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匿≡]海 外へ の トラ フ ィ ック 霧 海外 か らの トラフ ィ ック

(出 所:HongKongTelecom)
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(4)デ ー タ通 信 サ ー ビス

香 港 テ レコ ム はDatapakServicesと 称 す るデ ー タ通 信 サ ー ビス を 提供 して い る。

同 サ ー ビス に は、 以 下 の3種 の サ ー ビスが あ る。

①PSS(PacketSwitchedService)

DatapakPSSは 香 港 テ レ コム の 公 衆 交 換 デ ー タ網 で 、 ホ ス ト ・コ ン ピ ュー タ

お よ び 端 末 磯 間 の 高 品 質 の デ ー タ伝 送 を 提 供 す る 。 回 線 速 度 は300か ら64

kbpsま で あ る。

②DDS(DigitalDataService)

DatapakDDSは 高 速 デ ー タ伝 送 サ ー ビスで 、 ポ イ ン ト ・ツ ー ・ポ イ ン トお よ

び マ ル チ ポ イ ン トを含 む 完 全 な る エ ン ド ・ツ ー ・ユ ー ザ の サ ー ビス を提 供 す る。

ユ ー ザ は24時 間体 制 の ネ ッ トワ ー ク管 理 お よ び 自動 エ ラ ー ・バ イパ ス な どData-

pakネ ッ トワー クの利 点 を享 受 で き る。

③CSS(CircuitSwitchedService)

DatapakCSSは 最 新 の 通 信 技 術 を ベ ー ス に した高 速 マ ル チ メデ ィ ア通 信 サ ー

ビス で あ る。 現 在 同 サ ー ビス に は、DatalineBRIとDataline64KSの 二 つ

の タ イ プが あ る。BRIの 方 は 、ISDN標 準 の ベ ー シ ッ ク ・レー ト ・イ ン ター

フ ェイ ス を サ ポ ー トして い る 。

CSSの ア プ リケ ー シ ョ ンに は、 ビデ オ会 議 、 高 速 コ ン ピ ュー タ接 続 、 マ ル チ

メ デ ィ ア通 信 、G4FAXな どが 含 ま れ て い る。

(5)財 務 状 況

香 港 テ レコ ム の 売 上 高 は 、90年3月 末 年 度 決算 で141億Hド ル 、91年 回1

63億Hド ル 、92年 回184億Hド ル(約3,150億 円)と 順 調 に伸 び て い る(図

2-11)。 売 上 高 の うち最 も大 きい の は国 際 電話 サ ー ビスで 、 全 体 の60%を 占め

て い る。 国 際 電話 トラ フ ィ ック量 の うち、 中 国 との トラ フ ィ ッ クが全 体 の40%を

占め 最 大 とな って い る。 た だ し、売 上 高 で 見 れ ば 、 中 国 は国 際 電話 サ ー ビス収 入 の

24%で あ る。 ま た 、 域 内 電 話 サ ー ビス は売 上 高 の14.5%を 占有 して い る。

移 動 体 サ ー ビス 、専 用 線 サ ー ビス 、 デ ー タ通 信 、 テ レ ック ス を含 む そ の 他 通 信 サ

ー ビスの 売 上 高 は前 年 比13%増 大 して27億5
,100万 円 と な った。 特 に、 この

分 野 で は 移 動 体 サ ー ビスの 売 上 増 が 目立 って い る。 な お 、 移 動 体 電話 ネ ッ トワ ー ク

の数 年 以 内 に デ ジ タル 技 術 に 移 行 す る予 定 で あ る。
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図2-11香 港 テ レコムの財務 状況

(1)売 上高推移(百 万Hド ル)
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3.そ の他

(1)衛 星 サ"ビ ス

1990年 に打 ち上 げ られ たア ジア ・サ ッ トが注 目されて いる。 同衛星 には香港

テ レコム、HuchisonCITICの3社 が共 同出資 して いる。 また、 ア ジア ・サ ッ

ト経 由の衛星 放送 サ ー ビス 「スターTV」 が台湾 で25万 、香港で5万 、 イ ン ドネ

シアで17万 な ど多数 の加入者 を集 めて い る。 なお、 ア ジア ・サ ッ トは94年 に2

号衛星 を打 ち上 げ る予定で あ る。

(2)中 国返還

香港 は1997年 にイギ リスか ら中国 に返還 され る ことにな って いる。返還後 も

香港の 自由経済 や市場 は現状 の まま維持で きることにな って い るが、返 還 を睨んで

様 々な動 き もでて きてい る。 ちなみ に、C&Wが 持 ち株を 中国のCITICへ 売却

して い るの も、香港 テ レコムの保有 を返還後 も確 実な もの に して お くことと共 に、

香 港 を足掛 か りに して 中国全土 の通信網 整 備に長期 的 に関わ って い く戦略 の一環 と も

見 られ る。香港 テ レコム 自体 も、 中国 との 間 は非常 に うま くい って お り、返還の イ

パ ク トは と くにな い と指 摘 して い る。

(3)CATV

香港 テ レコム は政府 の認 可が とれないの で本分野 に は参入で きない。90年 まで

は香港 のWHARF社 がCATVサ ー ビスを提供 していたが、 ア ジア ・サ ッ トの影

響 な どを受 けて サー ビスを停 止 して い る。 ただ し、香港 政府 は92年 にCATV事

業 への参入 企業 を応募 してお り、 いず れ同 サー ビスが復 活す る可能性 はあ る。
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